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PCFガイドライン
化学業界では、特に自社の事業活動 (スコープ3) を超えたバリューチ
ェーンにおいて脱炭素化が急務である。現在、化学産業の温室効果ガス 
(GHG) 排出量の大部分は、上流のバリューチェーンから生じている。製
品レベルでのデータの透明性や正確性を高めることは、バリューチェー
ンにおける排出量削減を推進するための重要な要素であり、多くの企業
の気候変動緩和策の戦略的基盤となっている。

このTfS PCFガイドラインは、ISOやGHGプロトコルを含む既存の手法
に完全に準拠しながら、TfSメンバーのネットワークがもつ豊富な知識
や専門知識を活用して、化学産業のための基準を策定した点がその特
徴である。本PCFガイドラインは、TfSメンバーやそのサプライヤー、ま
た他の業界のイニシアチブのためにも、化学業界のためのドロップイン
ソリューションとして利益をもたらすものである。

本PCFガイドラインを適用することで、TfSメンバーとそのバリューチェ
ーンのパートナーは、スコープ3カテゴリー1 (購入した物品・サービス) 
の排出量に焦点を当て、企業のGHGインベントリの中に化学製品の
PCFを統合することに総合的に取り組むことが可能になる。この総合ガ
イドラインは、事業者が自社の化学製品のPCFを算定し、共有する方法
を解説する。また、サプライヤー固有のデータに基づいて企業のスコー
プ3.1インベントリを算定する方法についてのガイダンスも提供し、バリ
ューチェーン全体においての透明性と脱炭素化を支援する。

この版について

2022年に発表されたTfS PCFガイドラインは、この2024年版をもって
第3版となる。この版では、第5章にマスバランス製品のPCF算定に関す
る新情報が追加されている。また、第4章には、スコープ3の気候変動目
標を掲げている事業者のための、スコープ3ベースラインの再表明につ
いてのガイダンスが新たに加えられている。さらに、炭素回収・利用、新
たな決定木によるマルチアウトプット工程からの廃棄物の特定と算定、
マスバランス製品の算定、データ品質と一次データ共有の評価に関する
新たな調和された手法など、いくつかの小章に変更が加えられた。

TfS PCFガイドラインは、主要な炭素算定手法やGHG報告要件との
整合性を維持するため、必要に応じて今後も改訂を続ける予定であ
る。TfSは、TfSホワイトペーパー「スコープ3排出量報告の改善と調和」
など、GHG算定と報告に役立つ追加情報やソートリーダーシップを随時
発表している。最近の出版物については、TfSのウェブサイトをご覧い
ただきたい。

本ガイドラインのこの項では、前版からの変更点の包括的な概要と、そ
の根拠、および技術的な説明の簡潔な要約を示す。本書は、前版をよく
知る読者がこれらの更新を確認し、変更の背景や理由を理解する助けと
なるように作られている。
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本ガイドラインを初めて読む読者にとって、この項は、本ガイドラインの
各版の変遷を理解するための貴重な参考資料にもなる。本書は、他のガ
イドラインとの十分な整合性を実現しているが、より新しく複雑な方法論
的要素の一部は、新たな業界や業界横断的なニーズに対応するため、今後
も改訂が行われるだろう。この反復的なアプローチにより、TfSガイドライ
ンは、製品カーボンフットプリントおよびスコープ3の算定に関する一般的
な基準の現行要件に沿ったものとなっている。

表E.1に記載された詳細な変更に加え、ここでは特に記載していないが、
細かな編集上の修正が行われた。

表E.1：新バージョン3 (2024年) の主な変更点化学産業のための製品カーボンフットプリントガイドラインのバージョン2.1 (2022
年) およびバージョン2.2 (2023年)

トピック

v2.1および
v2.2本文内
における 
記載場所

v3本文内における
記載場所 変更箇所の説明 変更点の概要と、その変更を行う技術的根拠

1.炭素の回収と貯留
または利用

5.2.10.4章 
(74ページ)

5.2.10.4章  
(85ページ)

本章は、CO2排出削減と
連動したクレジットの
取り扱いについて、CO2
供給者とCO2利用者の
間で、より一貫した方法
で、外部の進展や基準、
ガイドラインに沿った
形で取り扱うことを考
慮し、書き直したもので
ある。

CO2供給者とCO2利用者の間で利益を分配する
ためにDAC (直接空気回収) を利用するという
アプローチには、方法論的な課題だけでなく実
際的な課題もある。DACはまだ成熟していない
ため、CO2を使用するシステムのシステム拡張ク
レジットのためのこのアプローチは非常に挑戦
的なものになる。次に、DACプロセスが再生可能
電力で使用される場合 (これがおそらく現実の
実施形態であろう) 、DACの方法論的アプローチ
は、CO2を使用するシステムにクレジットを分配
せず、CO2回収のクレジットをすべてCO2供給者に
保持するため、アプローチの本来の意図を損なう
ことになる。また、CO2供給者とCO2利用者がCO2
削減効果の二重計上の可能性を生じさせないた
めには、CO2回収の算定に関連する外部規制や信
頼できる認証制度が必要かもしれない。

2.TfSガイドライン
に基づく製品比較
主張におけるPCF
データの使用上
の注意

PCFガイド
ラインの適
用範囲に関
する導入章 
(37ページ)

5.3.3章  
(100ページ)

本ガイドラインのみを
使用して算出されたPCF
は、製品の比較主張には
使用できないという推
奨事項を示す文章を追
加した。

PCFはLCA調査に関連する影響カテゴリの1つだ
けを対象としており、カーボンフットプリントは部
分的PCF (Cradle to Gate) として算出されるた
め、他のライフサイクル段階や他の影響カテゴリ
から生じるカーボンフットプリントの影響が見逃
される可能性があり、そのため、部分的PCFはそ
のような製品の比較主張を行うための包括的で
完全な全体像を提供しない可能性がある。

トピック

v2.1および
v2.2本文内
における 
記載場所

v3本文内における
記載場所 変更箇所の説明 変更点の概要と、その変更を行う技術的根拠

3.承認PCR (製品カ
テゴリルール) の
見直しと承認の
ための組込みプ
ロセス

5.2.4章  
(42ページ)

5.2.4.1章  
(52ページ)

TfS専門技術作業部会
が、公表された製品カテ
ゴリルールを「TfS承認
PCR」として掲載する際
の承認プロセスをより明
確にする。

これは、TfS PCFガイドラインの今後の改訂版ご
とに、TfSガイドラインに基づく承認PCRを修正
するために技術作業部会が採用するプロセスの
透明性を向上させることを意図している。

4.廃棄物処理とリサ
イクルに記載され
ている「廃棄物」
の定義

5.2.8.4章 
(53ページ)

5.2.8.4章  
(64ページ)

世界的な慣行やガイドラ
インに沿った廃棄物の
定義とするため、廃棄物
の正式な定義が、この項
に示されている。

この明確化により、廃棄物の定義に関する一貫し
た基準が確立される。

5.GHGプロトコルに
よる正式な定義に
沿った「逆カット
オフ」および「カ
ットオフプラス」
手法の説明

表5.4  
(52ページ)

表5.4  
(73ページ)

GHGプロトコルとの整
合性を図るため、「逆カ
ットオフ」「カットオフプ
ラス」手法について、標
準的な定義にするために
見直した。

これは、GHGプロトコルのような世界的な基準
やガイドラインで使用されている分類法に沿っ
て、このような配分、分割、クレジット付与のア
プローチについて一貫した記述を確立するもの
である。

6.配分の適用順序
をCatena-Xおよ
びWBCSD PACT
ガイドラインと
同調

5.2.9章  
(63ページ)

5.2.9章  
(76ページ)

配分の適用順序が
Catena-XとWBCSD 
PACTと完全に同調して
いることを確実にするた
め、本文と関連表の表記
が整合するように改訂が
行われた。

配分の適用順序の記述に対するこの改訂は、業
界および業界横断的なガイドラインの一貫性と
同調を実現するために必要である。

7.LCAにおけるマス
バランス方式の
説明

5.2.10.5章 
(79ページ)

5.2.10.5章  
(88ページ)

マスバランス製品のLCA
算定の手順について、2
つの算定方法を示す一
般的な例を含めて紹介
した。

これにより、このような生産・流通・加工過程の
管理 (CoC) アプローチについて、現行の実務や
認証制度に沿った一貫性のある記述が確立され
た。

8.一次データの
共有、Catena-
X、GBA、WBCSD 
PACTに沿ったデ
ータ品質の評価

5.2.11章 
(79ページ)

5.2.11章  
(91ページ)

他の基準との調和を図
った上で、新しい評価シ
ステムと算定式を導入
した。また、例が更新さ
れた。

今回の改訂では、この評価と報告の重要な要素に
ついて、より詳細なガイダンスが示されている。
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人為的な温室効果
ガス (GHG) の排
出は、気候変動を
引き起こす。気候変
動に結びつく環境
影響は著しく拡大
しており、全世界に
とって大きな課題
である。
この事態に対抗するべく、パリ協定
の締約国は、気候変動の影響を軽減
し、すべての社会にとって不可逆的な
環境破壊と劇的な影響を回避するた
めに、1.5℃という制限に合意した。
このため、GHG排出量を最低限まで
削減することが、高い緊急性をもっ
て求められている。2050年までに排
出量をネットゼロにするという最新
のコミットメントは、このプロセスを
実現させるための重要な要素のひと
つである。化学産業は世界の産業界
全体の温室効果ガス排出量の8％1

を占めている。そのため、化学産業界
はGHG排出量の削減において重要
な役割を果たす必要がある。

化学企業にとって、スコープ3排出量は重要である。化学企
業の排出量のうち製品の製造に由来するもの、いわゆるス
コープ1および2の排出量は平均して3分の1未満である。
したがって、信頼できる企業の炭素算定、気候変動目標の
立案や追跡のためには、上流と下流のバリューチェーンか
らの排出量、いわゆる温室効果ガスプロトコル (GHGプロ
トコル) に従ったスコープ3の排出量を正確に算出し集計
する必要がある。スコープ3排出量は、すべての化学企業
のGHG削減戦略において重要な要素であり、将来導入さ
れうる規制に備えるためにも把握しておく必要がある。特
に、スコープ3のカテゴリ1の「購入した物品・サービス」の
排出量 (図1.1) には注意が必要であり、化学企業のスコー
プ3の中で最も大きな割合を占めることが多く、これはネ
ットゼロ戦略における重要な要素となる。

しかし、スコープ3のGHG排出量の削減には、最も力を入
れている化学企業でさえ多くの課題を抱えている。課題の
一つは、バリューチェーンの透明性の欠如であり、バリュー
チェーンではGHG排出量の定量化と削減が特に困難であ
る。さらに、化学業界の国外におけるバリューチェーンは複
雑であるため、算定方法の調和や結果比較が困難な場合
がある。したがって、製品の部分的なPCF (申告単位) に基
づく比較や比較主張は避けるべきである。

一般的な基準はこれらの算定の根拠となりうるが、化学産
業における重要な側面に対する特異性が欠如しているた
め、十分ではない。これらの課題に対処するための具体的
なガイダンスを策定することは、化学産業においてGHG排
出量削減を大幅に加速させるポテンシャルを実現するた
めに重要な機会をもたらすことになる (図1.1)。

図1.1 TfS PCFガイドラインがもたらす企業へのメリッ
ト。購入した物品・サービス (スコープ3.1) は、多くの化学
企業のGHG排出量において大きな割合を占めている。TfS 
PCFガイドラインは、企業がスコープ3.1のGHG排出量を
体系的かつ有意な方法で算定できるようにするものであ
る。

データと効率
スコープ3.1排出量を正確に評
価するために、どのような化学
品のPCFデータを収集すべきか
を正確に知ることができる。効
率的なサステナビリティ報告の
ために、サプライヤーから比較
可能なデータを受け取ることが

できる。

サステナビリティ戦略
サプライチェーンにおける

GHG削減の機会をより詳し
く把握し、サステナビリティ
の目標達成に向けたロードマ

ップを作成する。

サプライヤーの選定
サプライヤーと協力し、一貫し
た方法でPCFを定量化し、化
学製品のフットプリントを削

減する。

サプライチェーンへの影響
PCFガイドラインを使用してサ
プライヤーを支援することで、
より持続可能なサプライチェー
ンを構築する (サプライヤーは
他社にも供給しているため)。

サプライヤー固有のPCFを収集して組み込むことは、スコ
ープ3.1とPCFの両方の算定に有益である (図1.2)。購入物
品にサプライヤーが提供する質の高いPCFを適用すること
で、企業レベルのスコープ3.1の年間排出量が改善され、
事業者は気候変動目標に向けた経時的な進捗を追跡でき
るようになる。さらに、サプライヤー固有のPCFを企業の
3.1インベントリに統合することで、特定の原材料に関連す
るGHG排出量を化学企業の生産工程に関連付けることが
できるので、PCFの精度を向上させることができる。多く
の場合、化学企業はサプライヤーであると同時に製造者で
もあるため、化学産業の観点からは、高品質で高度に比較
可能なPCFを算出することが非常に重要である。さらに、
サプライヤーのPCFは、製品ポートフォリオの調整や脱炭
素化のためのサプライヤーとの連携といった形で、企業の
購買部門において削減ポテンシャルを見いだすことにも
活用できる。

したがって、PCFをスコープ3.1の算定に導入するための基
本条件は、化学品製造工程におけるあらゆる特有な側面
を考慮してPCFをどのように算定すべきかを示す整合性の
取れた手法となる。方法論的手法は結果とその品質に重要
な影響を与えるため、事業者にとっても正確で比較可能な
データを収集することが重要である。同様に、PCFデータ
の共有方法についても、一貫したソリューションや基準が
必要となる。

図1.2 TfS PCFガイドラインの適用により化学品サプライ
ヤーが受けるメリット。化学品サプライヤーは、正確で一
貫性のあるPCFを顧客企業に提供することで、スコープ3
カテゴリ1排出量の正確な報告と削減を支援することがで
きる。

本ガイドラインは、サプライチェーンにおける透明性と化
学セクター間での比較可能性を創り出すことを目的とし
て、スコープ3.1排出量の算定とその実施から報告までの
手順を示すことを意図している。スコープ3.1報告の基礎
となるPCFの基本的な算定方法を示し、追加情報 (データ
属性) を含むPCFの共有方法について提言している。

本ガイドラインは、化学製品のPCF算定に関する業界初の
ガイダンスとして、事業者が高品質なPCFデータを作成で
きるようにするものであり、ISO14067およびGHGプロト
コルの算定基準に準拠したものとなっている。

効率を改善し、リソースを合理化し、汎用
ガイドラインを使うことで費やす時間を
削減できる。

多くの顧客が求めている具体的なレベ
ルのPCFを報告することで、顧客満足
度を高め、新たな売上を生み出すこと
ができる。

(1) How to build a more climate-friendly chemical industry | World Economic 
Forum

自社製品に関連するGHG排出量の理解を
深めることで、サステナビリティのパフォ
ーマンスと報告を改善し、排出量削減目
標を達成することができる。

https://www.weforum.org/stories/2020/01/how-to-build-a-more-climate-friendly-chemical-industry/
https://www.weforum.org/stories/2020/01/how-to-build-a-more-climate-friendly-chemical-industry/
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このガイドラインに
ついて

2.1	背景と経緯
化学業界におけるグローバルな主導団体であるTfSは、本
書において、PCFとスコープ3.1報告の算定に関する世界的
なオープンソースの業界独自のガイドラインを策定した。
本ガイドラインは、化学業界のみならずそれ以外の業界に
おいても適用することができる。また、本ガイドラインで
は次のようないくつかの課題を取り上げている。

•	 購入物品のスコープ3排出量は、化学製品の製造工程が
複雑であるため、これまで測定が困難であったが、新ガ
イドラインはこれを解決することを目的としている。

•	 本ガイドラインは、企業とサプライヤーの双方が、スコ
ープ3の上流の排出量を把握し、追跡し、削減するために
活用することができる。

•	 本ガイドラインは、業界を問わず適用可能であり、オー
プンソースであるため、化学材料を使用する他の産業界
にも広く活用してもらうことができる。

これにより業界全体でPCF算定方法を調和させ、ほとんど
の化学製品に適用することができる。将来的には消費者や
より幅広いマーケットにおいて、製品の気候変動への影響
を直接比較・評価できるようになる。実務者は、本ガイド
ラインが自社の特定の製品に適用できるかどうかを評価
し、適用できない場合はその理由を明示するべきである。

TfSイニシアチブは、PCFとスコープ3排出量の算定に関
するガイダンスを提供することで、より持続可能な化学産
業における主導的な役割を果たすためにこのガイダンス
を策定した。策定にあたっては、TfSメンバー企業の専門
家グループが主体となり、外部の専門家の支援を受けつ
つ、化学産業界の55以上の企業によって査読され、TÜV 
Rheinland社による監査を受けた。化学産業における業
界専用の文章を作成する上で、そのベースとして既存の
基準やガイドラインが参考として用いられた [WBCSD 
(2013), ICCA & WBCSD (2013)]。

これまで、化学業界では国際的に認知されたGHG基準
に従った場合、様々な選択肢があるため、スコープ3の
GHG排出量の算定・報告は事業者間で異なっていた。本
ガイドラインは、化学業界の事業者が製品カーボンフッ
トプリント (PCF) や購入した物品やサービスに起因する
排出量 (スコープ3.1) を算定する際に準じることができ
る一貫したガイドラインを導入するために策定されたも
のである。[WBCSD (2013), ICCA & WBCSD (2013), 
WBCSD (2014)]

本ガイドラインに準じることで、TfSのメンバー企業とその
サプライヤーは、GHGの算定と報告において足並みを揃え
ることができる。一貫した報告基準を導入することで、化
学企業間の比較可能性が向上し、企業、クライアント、投
資家や外部のステークホルダーがパフォーマンス評価を
行う際に利益をもたらす。

また、複数の化学企業が同じ基準で排出量やサステナビ
リティ指標を透明性をもって開示することで、各事業者の
社内での経営判断が改善され、GHG排出量削減における
化学製品の役割全般を社内外のステークホルダーやビ
ジネスパートナーに効果的に伝達することができる。さら
に、TfSは、同様の問題に直面している他の業界に対して
も、それぞれの報告基準の改善を促すことを目指してい
る。

2.2	現行ガイドラインの定期的な見
直しのためのガバナンスプロセス

本ガイドラインは、化学企業の製品カーボンフットプリン
トや購入した物品・サービスから生じる排出量の算定・報
告 (スコープ3.1) の改善を支援するためにTfSが作成した
PCFガイドラインの第3版である。TfSは、基準や他の基礎
となる文書が変更される可能性があるため、このガイダン
スの現行版は将来さらに発展させることが可能であり、ま
たそうすべきであると認識している。参加企業やその他の
ステークホルダーは、追加や調整の余地について随時報
告することができ、それらの報告はガイドラインの更新時
に反映される。さらに、TfSは、ISOなどの国際的に認知さ
れた規格やその他関連するガイダンス文書における新た
な変更については、定期的にガイドラインを調和させる予
定である。

2.3	問題提起
2.1章で述べた一般的な問題については、ここで取り扱
い、より詳細に記述される。基準とのギャップの関連性分
析が、新しい記述の作成と統合を支えた。欠落している要
素のうち、化学産業とスコープ3.1に大きく関連するのはど
れか？特定のポイントについて深く掘り下げる必要がある
か？必要な場合、それはどこか？などである。

問題点や要件を取り上げる。例：

•	 Cradle-to-gateのライフサイクルインベントリのバウ
ンダリ (境界) は、製品の使用または使用終了 (End of 
life) までのプロセスを含んではならない。

•	 本ガイドラインの適用範囲は、化学品のCradle-to-
gateの算定であり、ゲートとはTfSメンバーの生産拠点
のゲートと定義する。

•	 一次データまたは二次データ情報源の分類、評価、およ
び利用の仕方に関するガイダンス。

バイオマス、バイオマスバランス材料、リサイクル材料、シ
ステム拡張、配分スキーム、カットオフルール、システム境
界 (システムバウンダリ) の取り扱いを含む特定製品に関
する算定規則は重要な側面であり、考慮すべき方法論的要
素である。

2.4	本ガイドラインの目的

2.4.1	 スコープ3.1データ収集のための一貫したプロ
セスの設計

•	 材料製品カテゴリのスコープ3.1データ収集のためのバ
ウンダリと原則を記述する。

•	 データ収集と排出量算定のための統一されたプロセス
策定

•	 すべてのTfSメンバー企業が適用できる信頼性が高く監
査に耐えうるガイドラインを確立する。

•	 PCF算定のために調和のとれたセクター固有のガイド
ライン。
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2.4.2	 下流のPCF算定へのサプライヤーPCFデータ
の組み込み

化学物質の用途は、いくつかのGHGプロトコルの特定の
カテゴリに含まれる追加のトピックである。意味のある
Cradle-to-graveでの用途を算定するには、高品質のPCF
数値が必要となる。本ガイドラインは、これらのカテゴリ
での報告を間接的に支援するものであるが、このことはこ
こでは焦点としない。ただし、化学物質の原材料として下
流で使用されるリサイクル材料やバイオ由来の材料は、こ
こでも考慮される。

2.5	考慮すべき内容の重要性
多くの組織が現在、事業者がGHG排出量を調和のとれた
受け入れられた環境で報告できるよう、ガイドラインや補
助資料の開発を始めている。本ガイドラインでは、化学業
界における透明性の向上と調和を図るために、化学業界に
特化したガイダンスを提供する。本ガイドラインは、化学
業界におけるスコープ3.1 (購入した物品・サービス) の排

出量と製品カーボンフットプリント (PCF) の評価をより一
貫して算定するための基準を設定することを目標としてお
り、カーボンフットプリント報告のこれらの側面について
改善を望む化学産業の事業者によって利用されることを
意図している。

2013年、持続可能な開発のための世界経済人会議 
(WBCSD) は「化学業界のバリューチェーンにおける企業
のGHG排出量算定および報告に関するガイダンス」を発
表し、その中で、スコープ3.1排出量は予測される排出量の
大きさと企業がそのカテゴリに与える影響の両面から、化
学企業にとって最も関連性の高いスコープ3カテゴリであ
るとした (図2.1参照)。このため、TfSは、ガイドラインの
最初の焦点を化学企業におけるスコープ3.1排出量の算定
に関する一貫したガイドラインの策定に置くことを決定し
た。[WBCSD (2013), GHG Protocol Corporate Value 
Chain Standard ] (図 2.1)]
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6.出張
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9.�下流の輸送・配送
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大

中

小

図2.1 化学企業のスコープ3排出量の関連カテゴリ 
(Guidance for Accounting & Reporting Corporate GHG Emissions in the Chemical Sector Value Chain, 
WBCSD, 2013)

13.�下流のリース資産
14.フランチャイズ
15.�(金融、負債、債券、年金

基金等) 投資

8.上流のリース資産
15.�(重要株式) 投資

10.�販売した製品の加工

12.�販売した製品の廃棄処理 11.�販売した製品の使用に
よる間接排出

このガイドラインの第2部では、サプライヤーのPCFデー
タを下流の顧客のPCF算定に組み込むための要領に焦点
を当てる。化学製品はしばしば更なる加工を受けるため、
これらの製品のPCFは他の産業や用途の製品のPCFに対
する化学産業の寄与度を算定する上で極めて重要であ
る。PCFの数値は、これらの製品を購入する事業者が、企
業の算定のカテゴリ3.1で報告する。

スコープ3.1のインベントリとPCFの算定方法の標準化は、
化学企業やその顧客が、GHGの潜在的な影響やバリュー
チェーンに沿って関連するリスクを低減するための戦略を
信頼性をもって伝達するのに役立つ。さらに、環境に配慮
した製品やサービスに対する需要が高まるなか、PCFとス
コープ3.1排出量に関する信頼できる情報は、将来の製品
や市場戦略に関する社内の意思決定プロセスにとって重
要なものとなるであろう [WBCSD (2014)]。

2.6	方法論と既存の基準および指針
文書の参照

本書で示すガイドラインは、国際的に認められた規格や要
件との整合性を図ることを目的としている。 
次の規格が考慮された。

•	 ISO 14064 -1:2019
•	 ISO 14067:2019
•	 ISO 14040:2006/Amd 1:2020
•	 ISO 14044:2006/Amd 2:2020

このガイダンスは、次の基準に準拠している。

•	 GHGプロトコル 企業バリューチェーン (スコープ3)。
•	 GHGプロトコル スコープ3算定ガイダンス。
•	 GHGプロトコル製品基準。

さらに、本ガイドラインの手法の構成や論理を統一するた
めに、他の様々な文書も参照された。それらの文書は適宜
参考資料リストに記載されている。本ガイドラインは、製
品に化学物質を使用している他の業界や業界独自のガイ
ドラインへのドロップインソリューションとして使用するこ
とができる。そのため、一部の章や文章は他の業界独自の
ガイドラインに統合すると有用となる可能性がある。

このガイダンスの主要部分は、3つの部分に分かれている。

第3章 では、GHGプロトコル基準を実施する際の指針と
なるGHG算定の5つの原則を紹介している。

第4章 は、スコープ3.1排出量の評価について述べてい
る。活動量データの処理 (4.3章) 、排出係数の選択と評価 
(4.4章) 、入力データの処理 (4.4章) 、目標ベースライン
の再算定 (4.5章) 、その他の算定と報告に関するガイダン
ス (4.6章) について解説している。

第5章では、サプライヤーの製品カーボンフットプリント
算定要領が示されている。5章ではPCFの一般的な目的
と範囲 (5.1章) 、算定規則 (5.2章) を解説し、5.3章にお
いてPCF算定の検証に関する情報と、PCFの報告に関す
る注意事項を解説して終了している。[WBCSD (2023), 
European Commission (2021)]

2.7	用語 (「shall」「should」
「may」の用法)

この基準では、基準のどの条項が要件であり、どれが推奨
事項であり、どれが事業者が従うことを選択できる許容可
能なオプションであるかを示すために、正確な用語を使用
している。「shall」 (訳注：日本語訳は「～しなければなら
ない。～する必要がある」) という用語は、GHGインベン
トリがGHGプロトコル スコープ3基準に準拠するための
要件であることを示すために、この基準全体で使用され
ている。「should」 (訳注：日本語訳は「～すべきである。
～することが望ましい」) という用語は、推奨事項を示す
ために使用されているが、要件ではない。「may」 (訳注：
日本語訳は「～することができる」) という用語は、認めら
れる、または許容されるオプションを示すために使用され
ている。このガイダンスでは、「required」 (訳注：日本語
訳は「～する必要がある」) という用語は、基準の要件を
指すために使用されている。「needs」 (訳注：日本語訳
は「～が必要」) 「can」 (訳注：日本語訳は「～できる」) 
「cannot」 (訳注：日本語訳は「～できない」) は、要件の
実施に関するガイダンスを提供するため、またはその行為
がいつ可能か不可能かを示すために使用される場合があ
る。[GHG Protocol Corporate Value Chain (Scope 3) 
Standard]

この基準は、提案されたガイドラインに従う際に事業者
が直面する義務のレベルを区別するために正確な用語を
使用しており、それらは次のISO国際規格の定義のとおり
である。

•	 「Shall」は要件を示す。
•	 「Should」は推奨事項を示す。
•	 「May」は、何かが許可されていることを示すために使

用される。
•	 「Can」は、何かが可能であることを示すために使用さ

れる。例えば、ある組織や個人が何かをすることができ
ることを示す。

ISO/IEC専門業務用指針第2部2021の3.3.3では要件
とは、「文書の内容において、文書に従うことが要求さ
れた場合で、基準からの逸脱が認められない場合の、
満たすべき客観的で検証可能な基準を示す文書内容の
表現」であると定義されている。

ISO/IEC専門業務用指針第2部2021の3.3.4において、
推奨事項は「必ずしも他の可能性に言及もしくはそれ
を排除することなく、示唆された選択肢または措置が
特に適切と考えられることを示す文書内容の表現」と
定義されている。1 
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報
告
の
原
則

はじめに

14

03
報告の原則

スコープ3または 
製品インベントリ 
GHG算定と報告 
次の原則に基づ 
ものとする。
妥当性、完全性、一貫性、透明性、
および正確性。[World Resources 
Institute and WBSCD (2004)]

これら5つの原則の主な役割は、GHGプロトコルの基準
の実施とインベントリの保証を導くことであり、特に特定
の状況において基準の適用があいまいな場合に有効であ
る。また、同じ原則は、報告されたデータ内の不確実性を
検証するためにも使用される。

実務において、事業者は原則間のトレードオフに遭遇する
ことがある。例えば、最も完全なインベントリを達成する
ために、より精度の低いデータに依存することで、全体的
な精度が損なわれることがある。逆に、最も正確なインベ
ントリを達成するためには、精度の低い活動を除外する必
要があり、その場合、全体的な完全性が損なわれることが
ある。事業者は、個々の事業目標に応じて、原則間のトレ
ードオフのバランスをとるべきである。スコープ3とPCFの
GHGデータの精度と完全性が高まれば、これらの算定原
則間のトレードオフは減少するものと考えられる。

各原則については以下で簡単に示すが、詳細については第
4章で説明する。

妥当性
関連するスコープ3.1の報告書は、社内外の利用者が意思
決定に必要とする情報を含んでいる。事業者は、インベン
トリ境界から活動を除外するかどうかの決定、データ源の
選択、およびデータの収集において、妥当性の原則を使用
すべきである。

完全性
事業者は、インベントリが事業者のスコープ3.1のGHG排
出量を適切に反映していることを確認するべきである。状
況によっては、データ不足やその他の制限要因により、事
業者が排出量を正確に推定できない場合がある。しかし、
事業者は、報告するインベントリの妥当性を損なうような
排出源を除外すべきではない。除外する場合は、透明性を
もって文書化し、正当性を示すべきである。保証の提供者
は、その除外が報告書全体に及ぼす潜在的な影響と妥当
性を判断することができる。

一貫性
算定手法、インベントリ境界、計算方法の一貫性は、経時
的に比較可能なGHG排出量データを作成するために不可
欠である。インベントリ境界の変更 (例えば、以前は除外
していた活動を含めるなど) や、手法、データ、その他排出
量の推定に影響を与える要素に変更があった場合、それら
は透明性をもって文書化し正当化する必要があり、基準年
排出量の再算定が正当化される場合がある。

透明性
透明性は、GHGインベントリのプロセス、手順、仮定、 制
限に関する情報が、明確な文書に基づいて明白で、事実に
基づき、中立的で理解しやすい方法で開示されている度合
いに関連する。透明性の高い報告は、関連する問題を明確
に理解し、事業者のスコープ3排出量の排出実績を有意に
評価することができる。情報は、社内の審査担当者や外部
の保証提供者がその信頼性を証明し、基礎となるデータ
源が提供された場合と同じ結果を導き出せるような方法
で記録、編集、 分析されるべきである。

正確性
データは、利用者が報告された情報が信頼できるもので
あると合理的に確信を持って意思決定できるよう、十分に
正確であるべきである。GHGの測定、推定、算定は、判断
できる限り、実際の排出量を系統的に上回ったり下回った
りするべきではない1。事業者は、定量化プロセスにおけ
る不確実性を可能な限り減らし、意思決定のニーズに応え
るために十分な精度のデータを確保するべきである。正確
性を確保し、時間の経過とともに正確性を向上させるため
にとった手段を報告することは、信頼性を高め、透明性を
向上させるのに役立つ。

1514

(1) マスバランスの場合、従来型 (非マスバランス) 製品は、マスバランス製品のための持続可能な原料の専用使用によって影響を受ける。その意味で、非マスバランス製品のPCFでは、二重計上が発生せずCO2収支が閉じるように、原
料の実際の混合は考慮されない。
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04
企業レベルでの 
スコープ3.1算定に 
関するガイダンス

Cradle-to-gate
のPCFの製品シス
テムは、輸送を含む
資源の採取から報
告企業のゲート (生
産拠点のゲート) ま
での、製品に関連す
るCO2 換算値で表
されるGHG排出量
の合計である。
PCFの算定には、顧客までの輸送を
含めることもできるが、それぞれの
GHG排出量は、Cradle-to-gateの
PCFとは別に追加情報として記載し
なければならない。

化学物質のPCFは、製品に関連する全てのGHG排出量を
含まなければならない。化学物質のPCF算定方法について
は、本書の第5章に詳述している。

企業報告において、PCFはスコープ3.1排出量の算定に使
用される。報告企業のGHG排出量は、温室効果ガスプロ
トコル (GHGプロトコル) が定義する3つのスコープに分
けられる。

スコープ1のCO2 換算直接排出量は、報告企業が所有また
は管理する生産工程からの直接排出に起因するものであ
る。例えば、報告企業の工場における化学反応、焼却、廃
棄物処理からの直接排出や、生産拠点でのエネルギー生
産による排出などである。

スコープ2のCO2e排出量は、報告企業の工場で使用する
電力や蒸気などの購入エネルギーの生成に起因するもの
である。

スコープ3のCO2e排出量は、バリューチェーン内の他の事業
者が所有または管理する排出源から発生するものである。
スコープ3には、バリューチェーンの上流と下流からの排出量
を対象とした15のサブカテゴリ [GHG Protocol Corporate 
Value Chain (Scope 3) Standard] がある。本ガイドライ
ンでは、スコープ3.1の「購入した物品・サービス」について
焦点を当てており、主に購入した物品について取り上げてい
る。他のスコープ3の排出量が関連している可能性はあるが、
ここでは考慮しない。化学企業は、これらのカテゴリの関連
性とPCFへの影響を評価することが望まれる。上流の輸送が
スコープ3.1の一部に含まれない場合は、スコープ3.4の一部
として報告されなければならないが、これは本ガイドライン
の適用範囲外である。

化学企業において最も排出量の多い購入物品は、使用されて
製品になる原材料であることが多い。企業の年次報告では、
各購入物品のPCF値を1つの値に集計し、スコープ3.1のカテ
ゴリで報告する。これらの購入物品のPCF情報に基づいて、
事業者はCradle-to-gateの結果を得るために最終製品の
PCFを算定する。このPCFの結果がサプライチェーンにおけ
る次の生産者への算定の基礎となる。

4.1	スコープ3.1 購入した物品・サー
ビスの定義

温室効果ガスプロトコル [GHG Protocol Corporate 
Value Chain (Scope 3) Standard] によると、このカテ
ゴリには、報告企業が購入または取得した製品のすべての
上流 (すなわち、Cradle-to-gate) の排出量が含まれる。
製品には、有形の物品とサービス (無形のもの) があり、他
の上流のスコープ3排出量のカテゴリ (すなわち、カテゴ
リ2～8) に含まれないすべての購入した物品とサービスか
らの排出量がこのカテゴリに含まれる。 

Cradle-to-gateの排出量とは、購入した製品を報告企業
が受け取るまでのライフサイクルにおいて発生する全ての
排出量 (報告企業が所有または管理する排出源からの排
出量を除く) をいう。Cradle-to-gate排出量には、次のも
のがある。

•	 原材料の採取。
•	 農業活動。
•	 製造、生産、加工。
•	 上流の活動で消費される電力の発電。

•	 包装材およびその他の補助材料(ろ過助剤など)。
•	 上流の活動で発生する廃棄物の処分・処理。
•	 土地利用および土地利用の変更。
•	 上流のサプライチェーン内および報告企業までの輸送 (

報告企業が負担していない場合)。
•	 報告企業が取得する以前に行われたその他の活動。

第5章では、Cradle-to-gateのPCF算定方法について説
明する。化学業界にとって、スコープ3.1の材料は非常に重
要である。なぜなら、PCF全体に対しての比較的高い寄与
は、原材料の生成の初期段階において生じるからである。
スコープ3.1の上流の報告に加えるために、サプライヤーか
らのPCF情報を使用する事業者は、次のことを確認するべ
きである。

•	 サプライヤーから提供されたデータは、5.2.2章に記載
された許容年数内であり、それを超えるものでない。

•	 申告単位が、事業者が製品を使用している形態に正確
に適合している。

•	 品質と濃度が使用された製品に適合している。
•	 データの品質は、報告書に使用するのに十分である。
•	 複数のサプライヤー間においてばらつきがあるが、妥当

性があり、証拠により裏付けられている。
•	 製品のPCFとともに提供される属性は、その製品にとっ

て必要十分であり、代表的なものであるべきである。

4.2	スコープ3.1算定プロセスの基礎
本項では、GHGインベントリの作成のためのベストプラ
クティスとGHG排出量の算定方法について述べる。GHG
インベントリは、報告企業が大気中に排出した、あるい
は大気中から除去した全てのGHGを算定するものであ
る。GHGインベントリは、排出源やGHGスコープごとに、
特定の期間 (主に事業者の報告サイクルの期間内) に大
気中に排出されたGHGの量をリスト化するものである。
インベントリの境界の選択には特に注意が必要である。
境界は、スコープ3.1排出量との関連性と完全性・一貫性
を両立させる必要がある。温室効果ガスプロトコルの第
3章には、インベントリ境界の設定のためのベストプラク
ティスに関する詳細な指示が記載されている。[WBCSD 
Chemicals, (2013)]

スコープ3.1のGHGインベントリを作成するためには、イン
ベントリ境界、データの根拠、方法論が、有意な結論と実
績の経時的な追跡を可能にするために一貫している必要が
ある。したがって、インベントリ境界と活動量データのデー
タソースおよび排出係数は、慎重に選択する必要がある。
つまり、排出量を最も正確な方法で算定するためには、継
続的にデータの質の改善を目指すべきである。前年度から
の変更は、その事業者のスコープ3のGHGインベントリに
影響を与える可能性があるため、活動の重要性とデータ品
質の向上から期待される便益を慎重に検討した上で実施
することが望ましい。ただし、経年の比較可能性を確保す
るため、算定方法の変更は透明性をもって報告されるべき
であり、基準年排出量の再算定が必要となる場合がある。
第4.4章では、品質を過度に損なわずに労力と複雑さを軽
減するための様々な手法が示されている。

GHGインベントリにおける排出量の定量化には、直接測
定法と算定法がある。スコープ3については、報告企業が
直接測定したデータを入手することが困難であることか
ら、通常は、活動量データおよび排出係数を用いた算定
手法により推計する。GHGプロトコルによると、「活動量
データ」とは、GHG排出をもたらす活動のレベルを定量的
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に測定したもの (例えば、購入した材料のキログラムや活
動に費やした金額など) である。「排出係数」は、活動量
データをGHG排出量に変換するための係数である (例え
ば、キログラム当たり、または支出額当たりのkg CO2 )。図
4.1は、スコープ3.1に関するGHGインベントリデータの要
素の概要を示し、活動量データの生成 (4.4章) および排
出係数の収集 (4.5章) については、これに続く項で詳しく
説明する。

GHGプロトコルでは、GHGの算定を支出額手法、平均手
法、混合手法、サプライヤー手法の4つの基本的な手法
に区別している [GHG Protocol Scope 3 Calculation 
Guidance (2013)]。これらの手法は、データの収集方法
や処理方法が大きく異なるため、労力と精度に大きな差が
生じる可能性がある。部分的に非現実的であったり、さら
なる労力を要するかもしれないが、方法論は組み合わせて
使用することができる。 
特定の手法の採否は、事業者の事業目標、スコープ3.1内
の物品とサービスの排出量の重要性、データの入手可能性
と量に依存するが、データの質が許すならば、サプライヤ
ー固有の値を適用することが常に望ましい。

スコープ3.1 GHGインベントリ

Kg CO2e

材料と年度

活動量データ 排出係数

X =

外部データソース (サプライヤ
ーの消費データシステムなど)

- �電力消費量 (MWh)
- �GHG排出量 (kg)
- �一次エネルギー使用量 (t, l, 

MWh) 
- �支出額 (ユーロ)

- �Kg CO2e/kg (材料)
- �Kg CO2e/kg (製品)
- �Kg CO2e/支出額 (ユ

ーロ)

内部データ源 (調達システム
など)

- �化学工場からの直接測定
- �重量 (kg)
- �体積 (m3)
- �個数 (個)
- �支出額 (ユーロ)

- �Kg CO2e/リットル (
燃料)

- �Kg CO2e/MWh (電力)
- �Kg CO2e/kg (廃棄物)

図4.1 GHGインベントリ作成の一般的な算定方法

4.3	活動量データ
スコープ3.1排出量の算定に使用する活動量データは、通
常、報告年度内に調達した原材料の量およびサービスや技
術的な物品に対する支出額となる。

4.3.1	 活動量データの収集と処理

活動量データは、GHG排出量算定のための重要な情報で
あり、原材料の購入トン数など、GHG排出量を生み出す活
動に関連するデータを指す。この活動量データは、物理的
な単位 (トン) または費やされた金額で収集され、排出係
数および関連する温室効果ガスのGWP値と組み合わせ
て、CO2 e (CO2 換算値) を算定する。活動量データの収集
は、報告企業の主要な責務であり、GHGインベントリを作
成する際に最も大きな課題となることが多いだろう。その
ため、しっかりとした活動量データの収集手順を確立する
ことが不可欠である。事業者は、生産に関連する製品と生
産に関連しない製品の購入を区別することが有用であると
考えられる。そうすることで、現行の調達慣行に沿うこと
ができるため、データをより効率的に整理・収集すること
ができる有用な方法となりうる。

生産関連の調達 (直接調達とも呼ばれる) は、事業者の製
品の生産に直接関連する購入した物品で構成される。生産
関連の調達には、次のようなものがある。

•	 事業者が加工、変換、または別の製品に含めるために購
入する原材料および中間製品 (材料、部材、部品など)。

•	 再販目的で購入した最終製品 (小売・流通会社のみ)。
•	 事業者が製品の製造、サービスの提供、商品の販売・保

管・配送のために使用する技術的な物品および資本財 (
工場、不動産、設備など) 、あるいは顧客が製品の化学
物質や正確な適用を可能にするために購入が必要なも
の。化学業界における技術的な物品や資本財の例とし
ては、包装材、水質浄化剤、冷却塔に使用される化学物
質などがある。

なお、資本財はスコープ3のカテゴリ2 (資本財) において
報告する。

非生産関連の調達 (間接調達とも呼ばれる) とは、事業者
の製品に不可欠なものではないが、業務を可能にするため
に使用される購入した物品やサービスから構成されるもの
である。非生産関連の調達には、家具、事務機器、コンピュ
ータ、あるいはコンサルティング、保守作業、請負労働など
のあらゆる種類のサービスが含まれる。[GHG Protocol 
Corporate Value Chain (Scope 3) Standard]

活動量データの生成、準備、取り扱いのプロセスを図4.2
にまとめ、以下に詳しく説明する。

データの有無の確認

1.1) �活動量データは、検針、購買記録、直接監視、マスバ
ランス、化学量論、またはその他の方法によって取得
することができる。事業者のバリューチェーンにおけ
る特定の活動からデータを取得するための方法につ
いては、5.2.5章および5.2.8章の本文も参照された
い。活動量データは、内部調達およびERPシステム
から取得したり、サプライヤーに直接要求することも
できる。 
 
支出額および製品の質量、体積、数量に関するデータ
は、社内で要求しなければならない。さらに、内部シ
ステムの更新頻度、単位、フォーマット、予測値の利
用可能性、潜在的な変更点を把握して、意図する算定
システムへの影響を予測する必要がある。さらに計
算を行うために、適切な時期に適切な品質のデータ
が入手できるように、年間算定サイクルの中でデータ
が入手できるかどうかも考慮しなければならない。

1.2) �実際の活動量データの数値の他に、購入した物品の
属性が必要となる。一次属性は材料を直接参照し (
材料名、番号、CAS、化学構造、化学グループなど) 、
二次属性はさらに間接的な特性を指定する (年、販
売者の国名、サプライヤー名、サプライヤー番号な
ど)。これらの属性により、活動量データから排出係
数へのマッピング、データの分析・解析を行うことが
できる。

1.3) �検証手順の最終段階では、内部システムから抽出し
たデータが正確で一貫性があることを確認するべき
である。こうした確認は内部で行うことができ、外部
検証を必要としない。

データの有無の
確認

データの準備 活動量データの抽
出・収集

単位変換 データの分析・分類 優先順位設定とデ
ータ戦略

1.1 活動量データの
利用可能性、一貫性、
完全性、代表性のチ
ェック

1.2 データ属性の利
用可能性の把握

1.3 データ範囲の
確認

4.1 適用する排出係
数情報源の標準単位
への単位の変換

2.1 データギャップ
の特定と解消

2.2 データマッピン
グのための識別子
の設定
2.3 商品名から材料
名への変換

5.1 データギャップ
の把握と数量

5.2 主な寄与要素
の特定

3.1 社内部門または
サプライヤーへのデ
ータ要求についての
明確化

3.2 内部データ要求
の文書化 

6.1 運営上および戦
略上の追加活動量デ
ータの需要について
の明確化

6.2 サプライヤーと
連携し、短期、中期、
長期の削減ポテンシ
ャルを特定

1 2 3 4 5 6

図4.2 スコープ3.1活動量データの生成、準備、取り扱いの主なプロセスの手順
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データ収集の準備

2.1)� 財務会計上の要件により、支出額データは十分な完
全性を備えているかもしれないが、購入した物品の
数量、体積、質量に関する物理的データは、しばしば
不完全であったり、あるいは一貫性がない可能性があ
る。通常、企業の購買プロセスには数十人、数百人が
関与しているため、データ収集のプロセスを変更する
と、プロセスやシステムに大きな影響を与えることが
ある。完全な物理的インプットデータ一式を手に入れ
ることは、多くの企業にとって長期的な課題であるた
め、できるだけ早くデータ準備の手順を開始すること
が推奨される。

2.2) �扱うべきデータ量が膨大になる可能性があること
や、材料番号の形式が不均一であったり、入手が難し
かったり、さらに社内外の様々なデータソースを使用
することにより、広く使われているExcelベースのシ
ステムに勝る適切なデータ管理システムの確立が必
要になる場合がある。いずれの場合においても、デー
タベース入力項目のトレーサビリティと一意性を保証
するために識別子の使用は不可欠である。化学分野
ですでに使われている識別子の一覧を表4.2に示す。

この中で、CAS (Chemical Abstract Service) は、
化学企業だけでなく排出係数データの提供者の間
においても最も広く受け入れられ、使用されているシ
ステムである。事業者は、包装材、労働サービス、IT
製品など、化学分類システム以外の購入した物品や
サービスについて、独自の識別子を定めることがで
きる。

(1) https://www.cas.org/cas-data/cas-registry 
(2) https://www.chemeurope.com/en/encyclopedia/Simplified_molecular_input_line_entry_specification.html 
(3) https://www.eclass.eu/en/index.html 
(4) https://www.unspsc.org/ 
(5) https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=Glossary:PRODCOM 
(6) https://ec.europa.eu/taxation_customs/online-services/online-services-and-databases-customs/ecics-european-customs-inventory-chemical_en 
(7) https://unstats.un.org/unsd/tradekb/Knowledgebase/50018/Harmonized-Commodity-Description-and-Coding-Systems-HS

表4.1 活動量データと排出係数のマッピングの際に識別子として使用できる分類システムの例

略称

CAS登録番号 (Chemical 
Abstracts Service Registry 
Number) 

CAS登録番号は、特定の物質に対する一意で曖昧さのない識別子で、これを
用いることで明確な情報伝達を可能にし、CAS科学者の協力のもと、その物
質に関するすべての利用可能なデータと研究を結びつける1。

SMILES記法 (Simplified 
Molecular Input Line Entry 
System)

SMILES記法は、化学構造を短いASCII符号の文字列で記述するための表
記方法である2。

ECLASS ECLASSは、世界的なISO/IECに準拠した製品・サービスに関するデータ規
格である3。

UNSPSC (国連標準製品/サービ
ス分類コード)

国連標準製品/サービス分類コードは、製品およびサービスの世界的な分類シ
ステムである。このコードは、製品やサービスの分類に使用される。サプライヤ
ーの場合は、自社の製品やサービスの分類に、国連職員の場合は、調達機会を
公表する際に製品やサービスの分類に使用される4。

PRODCOM (欧州連合統計局の産
業生産物リスト)

PRODCOMは、欧州連合 (EU) における工業製品 (主に製造品) の生産に関
する統計を金額ベースと数量ベースで収集・公表するための年次調査であ
る5。

ECICS (欧州化学物質関税インベ
ントリ)

欧州化学物質関税インベントリは、欧州委員会税制・関税同盟総局 (DG) 
が管理する情報ツールで、ユーザーはこれを利用することにより、次のことを
行うことができる。
- 化学物質を正確かつ容易に識別する。
- 化学物質を正確かつ容易に合同関税品目分類表で分類する。
- 規制上の目的で、すべてのEU言語でそれらに名前を付ける6。

HS (商品の名称および分類につい
ての統一システム)

国際的な商品分類法であるこの統一システムは、参加国が通関目的で貿易
品を共通の基準で分類することを可能にする。国際レベルでは、商品を分類
するこの統一システム (HS) は6桁のコードシステムである7。

(1) 環境拡張型産業連関 (EEIO) モデルは、経済内の様々なセクターや製品の生産活動や上流のサプライチェーンの活動から生じるエネルギー使用量およびGHG排出量を推定するものである。その結果
得られるEEIO排出係数は、特定の産業や製品カテゴリのGHG排出量を推定するために使用することができる。EEIOデータは、データ収集の優先順位を設定する際に、排出源を選別するのに特に有効であ
る。EEIOモデルは、産業セクター間の経済的な流れに基づいて、国内のGHG排出量を完成品のグループに割り当てることによって導き出される。EEIOモデルは、対象とするセクターや製品の数、更新の頻度
により異なる。EEIOのデータは包括的であることが多いが、他のデータ情報源と比較すると粒度は比較的低い。 

2.3) �その他の処理とマッピングの手順として、サプライヤ
ーが定めた商品名を標準化された材料名に変換する
ことが役立つ場合がある。このような作業が必要か
どうかは、調達データベースの質だけでなく、活動量
データと排出係数のマッピングに適用される戦略に
もよる。例えば、CAS番号に基づく自動マッピングで
は、一意に定義された材料名は必要ない。材料名に
基づいて排出係数と活動量データを手作業でマッピ
ングする戦略では、整理された個別の材料名が必要
となる。

活動量データの抽出・収集

3.1) �内部のシステムからの活動量データの抽出やサプラ
イヤーからの収集は、データ要求の明確な定義から
始めるべきである。材料固有の定義の他に (典型的
なデータ属性と比較して) 、利用可能なデータおよび
ファイル形式に関する一般的な情報が必要となる。

•	 データ抽出の日付。
•	 使用したデータシステムおよびバージョン。
•	 関連するデータポイント (PCF/インベントリデータ

の質量、体積、エネルギーなど)。
•	 時間枠 (基準期間など)。
•	 地理的境界 (国)。
•	 技術的境界 (材料や製造仕様 (濃度) など)。
•	 会社の範囲 (運営上の境界など)。
•	 単位。
•	 その他のデータ属性 (Pro Taxonomy、サプライヤ

ー名、Dun & Bradstreet (DUNS) 番号)。

3.2) 社外・社内のデータ要求のプロセスでは、報告企業
の調達システムやERPシステムからデータを抽出する必要
がある。データベースの抽出 (クエリなど) は、長期にわた
る比較可能性と一貫性を保証するだけでなく、保証会社の
検証プロセスに信頼性をもたせるために文書化し保存す
るべきである。

単位変換

4.1)� 明確に定義された活動量データは、異なる単位、あ
るいは排出係数データセットに適用される単位に対
応しない単位で提供されるかもしれない。異なる測定
単位 (メートル/インペリアル) や通貨単位からの単位
変換は標準化された係数で簡単に処理できるかもし
れないが、異なる物理単位 (体積と質量、個数と質量) 
間の変換は製品や材料に固有の係数が必要となる。
例えば、密度に関する平均的な係数は、ほとんどの場
合において役立つだろうが、特定の製品への適用は慎
重に確認するべきである。また、個数単位から質量単
位への変換にも同じことがいえる。

データの分析・分類

5.1) �分析手順は、報告企業がデータの完全性と品質に基
づき、データのさらなる処理と改善に関して決定を下
すのに役立つはずである。最初の手順として、報告企
業は、様々な種類のデータ (物理的、支出額ベース) 
について、どの活動量データポイントが入手できるか
どうかを把握するべきである。第二段階として、デー
タ戦略の定義を容易にするために、既存のデータギ
ャップの程度を推定する必要がある。

5.2) �物理データや支出額データに基づくホットスポット
の分析は、インベントリに最も寄与している主要なサ
プライヤーや物品・サービスの特定に役立つ場合が

ある。また、類似の特性を持つ物品やサービスを分
類することが、5.1章で定められたデータギャップを
埋めるのに役立つかもしれない。

優先順位設定とデータ戦略

6.1) �データ分析に基づき、サプライヤー、物品、サービス
のカテゴリごとに優先度の高い分野と、さらなるデー
タ需要が特定される場合がある。運営上および戦略
上のデータ需要は、データ戦略、およびギャップを埋
めるための手法、プロセス、システムで定義されるべ
きである。

6.2) �報告企業のすべてのサプライヤーがPCFデータを提
供できる可能性は低い。そのような場合、事業者はサ
プライヤーにGHGインベントリの作成を奨励すべき
である。サプライヤーからGHG排出データを入手で
きない場合、他の情報源からの排出係数を使用すべ
きである (4.4章の排出係数を参照)。

4.3.2	 活動量データの分類と優先順位設定

購入した物品・サービスの優先順位設定は、スコープ3.1
の活動量データの評価において重要な手順である。これ
は、2段階の手法を用いて行うことができる。

第1段階：分類

数千の購入した物品やサービスを有する化学企業では、自
社の購入品を製品グループに分類することで算定が容易
になる [Global Compact Network Germany (2019)] 
。購入品については、入手できる排出係数の集計レベルを
考慮し、プロファイル (CAS番号など) に従って購入品を
分類することが推奨される。全体像を分かりやすくし、デ
ータ処理を容易にするために、例えば、調達カテゴリ、サ
ブカテゴリ別、または材料グループレベルで分類すること
が有用である。これにより、例えばLCA (ライフサイクルア
セスメント) データベースからの排出係数の選択が容易に
なり、場合によっては、 (化学的) 関連物質のカテゴリ内
で購入した原材料の100％を対象としたGHG排出量の外
挿が可能になる (4.4章 外挿を参照)。この方法により、外
挿の手順の精度を向上させることができる。

原材料に関連しない購入した物品・サービスについて
は、支出額データを用いて物品を分類することができ
る。ExiobaseやDefra / DECCの2014年ガイドライン「
企業報告のためのGHG換算係数」 (表13-サプライチェー
ンからの間接排出) など、環境拡張型産業連関 (EEIO) の
データ1表やモデル内のセクターや地域の分類に用いられ
る範囲や根拠を参考として、国際的に認められたセクター
グループ (NACEコードなど) で分類すると有用かもしれ
ない。この公開文書では、標準的な産業分類に従った100
を超える製品グループやセクターの支出額ベースの排出係
数が提供されている。
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https://www.cas.org/cas-data/cas-registry
https://www.chemeurope.com/en/encyclopedia/Simplified_molecular_input_line_entry_specification.html
https://www.eclass.eu/en/index.html
https://www.unspsc.org/
https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=Glossary:PRODCOM
https://ec.europa.eu/taxation_customs/online-services/online-services-and-databases-customs/ecics-european-customs-inventory-chemical_en
https://unstats.un.org/unsd/tradekb/Knowledgebase/50018/Harmonized-Commodity-Description-and-Coding-Systems-HS
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第2段階：優先順位設定

GHG排出量の大きさに基づく活動の優先順位設定

優先する活動を特定する最も正確な方法は、最初のGHG
推定 (またはスクリーニング) 方法を用いて、購入した物
品の重量や支出額などの要素に基づいて、どのスコープ
3.1の物品やサービスの規模が最も大きくなると予想され
るかを判断することである。定量的手法は、様々なスコー
プ3.1活動の相対的な大きさを最も正確に把握すること
ができる。予想されるGHG排出量に基づいて活動の優先
順位を設定するために、事業者は次のことを行うべきで
ある。

•	 最初のGHG排出量推定 (またはスクリーニング) 手法
を用いて、スコープ3.1の各活動からの排出量を推定す
る (業界平均データ、EEIOデータ、代理データ、概算値
などを用いる)。

•	 スコープ3.1のすべての物品やサービスについて、推定
GHG排出量に応じて最大から最小まで順位付けし、ど
のスコープ3.1の活動が最も大きな影響を与えるかを判
断する。

•	 本書の5.2.6章から5.2.8章のガイダンスを適用する。

また、事業者は購入した物品のバリューチェーンに、GHG
を大量に排出したりエネルギーを大量に消費する材料 (
例えば、触媒などの貴金属ベースの材料など) や活動
があるかどうかも評価すべきである。[GHG Protocol 
Corporate Value Chain (Scope 3) Standard]

事業者は、生産に関連する製品 (材料、部材、部品など) 
の購入と、生産に関連しない製品 (オフィス家具、事務用
品、ITサポートなど) の購入を区別することが有益である
と考えられる。この区別は、調達実務に沿ったものである
ため、より効率的にデータを整理・収集し、スコープ3.1 (
図4.3) の排出量全体への寄与度を示すのに有効な方法で
あると思われる。

図4.3 原材料ごとの寄与率に応じたスコープ3.1報告への影響度の例

財務収支に基づく活動の優先順位設定

温室効果ガス排出量に基づくスコープ3.1の活動の順位付
けができない場合、事業者は相対的な財務的重要性に基
づくスコープ3.1の活動の優先順位設定を選ぶことができ
る。事業者は、財務支出分析を用いて、企業の総支出額や
経費に対する寄与度により、上流の購入した物品の種類
を順位付けすることができる (例として、右側の企業事例
を参照)。

支出や収益が排出量と必ずしも相関しない場合があるた
め、財務的寄与度に基づく活動の優先順位の設定には注
意すべきである。例えば、金融サービスのように市場価値
は高いが、 排出量は比較的少ない活動もある。逆に、一部
の原材料のように、市場価値は低いが、 排出量が相対的
に多い活動もある。そのため、事業者は、財務支出や収益
への寄与度は高くないが、GHGに大きな影響を与えると予
想される活動に高い優先順位を設定すべきである。

Defra / DECCの2014年ガイドライン「企業報告のため
のGHG換算係数」の排出係数は、2011年までのものであ
り、2011年の英国ポンド (付加価値税込み) を基準として
いることに留意するべきである。これらの排出係数は、適
用前に、現在の報告年度の通貨インフレ率、関連する為替
レートおよび付加価値税に調整する必要がある。

GHGプロトコルの例：購入した物品・サービスから
のスコープ3排出量の優先順位設定

ある特殊化学会社は、スコープ3.1のカテゴリのデー
タを収集する前に、排出量と支出額に基づく分析に
よって購入した物品とサービスの優先順位設定を行
った。この会社は、排出量の80%以上と支出全体の
80%以上を占める購入した物品とサービスを特定し
た。表4.2は、GHGの代わりに支出を考慮した場合の
優先順位設定の結果の違いを示している。特に、高額
の支出を含めると、大きな差異が生じる。

4.3.3	 活動量データの更新と改善

毎年、報告企業は、購入した物品とサービスの購入金額
を更新しなければならない。また、新しいカテゴリや種
類の購入品も計上しなければならない。GHGプロトコ
ル [GHG Protocol Corporate Value Chain (Scope 3) 
Standard] に詳述されているように、前年度の算定に影
響を与えるような重大な誤りが判明した場合は、今年およ
び前年の算定で修正する。時間の経過とともに、より正確
なデータソースが特定されるかもしれない。その場合、新
しいデータソースが前年度に関連していないと判明した場
合を除き、今年度および前年度の算定にも適用される。

購入した物品・サービス 推定CO2 排出量に対す
る割合 支出額に占める割合

原材料1 35% 20%

原材料2 20% 15%

原材料3 10% 10%

原材料4 15% 5%

原材料5 5% 5%

情報技術 3% 5%

金融サービス 5% 5%

労働サービス 5% 15%

コンサルティングサービス 2% 20%

支出額に基づく方法は、インフレ、税金、為替の影響などの財務的要因に左右されるため、最も正確性に欠ける方法である。

表4.2 CO2 対支出額に基づく物品とサービスの優先順位設定。80/20の規則に従い、CO2 排出量の上位80%
では原材料のみを優先させ、支出額の80%では原材料とサービスの両方を優先させる。
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原材料1

原材料2

機械加工・加工サービス

原材料3

その他の原材料 

原材料4

原材料5

原材料6

包装

原材料7

原材料8

原材料9

原材料10

生産設備

ICT

電気・計装

工業用洗浄

人事関連

事務用品

安全・衛生・個人防護具

検査室用品

専門サービス 

エネルギー・ユーティリティ

0% 10% 20% 30% 40%原材料・サービス

カテゴリ1：購入した物品・サービス
支出額に占める

割合

中心的な活動 

	 35%

	 12%

	 11%

	 11%

	 9%

	 6%

	 5%

	 4%

	 4%

	 2%

	 1%

	 0.6%

	 0.5%

	 0.4%

	 0.1%

	 0.1%

	 0.1%

	0%

	0%

	0%

	0%

	0%

	0%
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適用されるデータ収集方法は、適切な対比や進捗を確認
するために、毎年維持されなければならない。しかし、時
間の経過とともに、当初の想定とは異なるスコープ3のカ
テゴリでの購入が必要であることが判明する場合がある。
これは、事業者にとってスコープ3排出量の重大な変化と
はならないが、データ集計の精度を向上させる機会とな
る。このような変化は、一貫した比較を維持するために、 
基準年排出量の再算定の対象となり得る。

4.4	排出係数
前述したように、排出量は直接測定あるいは算定によって
定量化することができるが、スコープ3排出量は、活動量
データと排出係数を用いた算定方法を用いるのが最も一
般的である。

排出係数を用いたスコープ3排出量の算定は、大きなばら
つきや不確実性を伴うため、適切な排出係数を入手できる
かどうかは、スコープ3.1のGHGインベントリの質を左右
する重要な要素となる。次に示す手順は、排出係数の見つ
け方や使い方におけるベストプラクティスのガイダンスを
提供する (図4.4)。

1) データの有無の確認と排出係数戦略

排出係数は、様々な情報源から、異なる質、 異なる範囲
のものを得ることができる。表4.3に、様々な種類のデー
タの一覧を示す。データベースから排出係数を取得する場
合、それらは常に検証されたデータベースからの取得でな
ければならない。次に排出係数の情報源の例をいくつか
示す。

•	 ISO 14067に準拠した協会の検証済みデータ。
•	 Sphera Managed LCA content (MLC) 

、Ecoinvent、Carbon Minds、Agribalyse、ELCD 
(PEF) データベースなどのLCAデータベース。

•	 アメリカ合衆国環境保護庁 (US EPA) 、国際エネルギ
ー機関 (IEA) 、英国環境・食糧・農村地域省 (Defra) (
支出額ベースのデータについては英国エネルギー・気候
変動省 (DECC) など) 、などの各国の公式排出係数デ
ータベース。

•	 サプライヤーのデータ。

2) データ抽出

サプライヤーからの排出量を追跡するために、どのデータ
を使用するかについて、社内で優先順位の設定を行う必要
がある (図4.3)。この社内の優先順位設定は、会社が一貫
したインベントリを設定し、スコープ3.1排出量の削減とス
コープ3.1目標を推進するという会社の目標を示すのに役
立つはずである (図4.4の1.2を参照)。このような排出係
数の優先順位設定のガイダンスとして、図4.5の決定木を
用意した。特定のデータ源の選択では、自社の算定や目標
追跡システムのためにデータが入手できるかどうかを考慮
する必要がある。データ管理計画の策定と実施に関する包
括的な情報は、[GHG Protocol Corporate Value Chain 
(Scope 3) Standard] に記載されている。報告企業は、
報告するスコープ3カテゴリ1の排出量インベントリが最高
の品質となるように、常に最も具体的で正確であり入手可
能な排出係数を適用しなければならない。このため、デー
タ管理計画を実施することが推奨される。これは、継続的
なデータ改善プロセスに役立つが、データ量によっては、
取り組みの優先順位設定に役立つこともある (図4.4の
1.3を参照)。一貫性を保つため、二次排出係数は、可能で
あれば常に同じデータベースから取得されるべきである。
さらに、利用可能なデータの信頼性は常に評価されるべき
である。その概要は表4.3に示すとおりである。

データの有無の確認と
排出係数戦略 データ抽出 データマッピング 排出係数の更新・改定 サプライヤーとの

連携

1.1 排出係数データの有
無の確認

1.2 排出係数優先順位 (
適用順序) の設定

1.3 排出係数マッピング
戦略の策定

4.1 更新頻度の設定

4.3 サプライヤーへの
PCFデータの要求

4.2 データベースからの
新しいデータ情報の有無
を確認し、データテーブ
ルに統合

4.4 排出係数改定による
影響に応じた基準年排出
量の再算定

2.1 主要な属性を含む排
出係数データの抽出

5.1 より具体的なデータ
を提供するよう関連サプ
ライヤーを説得

5.2 運営上・戦略上の追
加活動量データの需要に
ついて明確化

3.1 排出係数から活動量
データへの自動化、半自
動化、または専門家によ
る手作業でのマッピング

1 2 3 4 5

図4.4 スコープ3.1の排出係数の生成、準備、取り扱いの主なプロセスの手順

表4.3 スコープ3.1排出量の算定に利用できるデータソースの一覧

定義 EEIO 業界平均LCA 特定PCF サプライヤー
PCF ハイブリッド OCF*

概要 購入量に対応
してマッピング
されたセクター
別/国別/世界
の排出係数

LCAデータベ
ースからの製
品業界平均デ
ータ

業界平均より
も技術的また
は地理的に粒
度が細かいモ
デル化された
データセット

特定のサプラ
イヤーから収
集した製品別
PCFデータ

スコープ1およ
びスコープ2
のサプライヤ
ー固有の配分
OCFと、サプ
ライヤーのス
コープ3の活
動量データお
よび平均排出
係数データ

スコープ 1、2、3 
のサプライヤー
固有の OCF (ユ
ーロまたは物理
単位当たり、ま
たはCO2排出量
として)

前提条件 事業者の支出、
通貨、インフレ
率の把握
インプット/ア
ウトプットのモ
デルへのアク
セス

利用可能な物
理データ
LCAデータの一
貫したベース

物理データを
含むサプライ
チェーンに関
する詳細な
知識
製品レベルの
PCFデータ 

ベースライン
のための製品
別データを共
有することに
対するサプラ
イヤーの意欲

製品別インベ
ントリデータ 
(材料量) を共
有することへ
のサプライヤ
ーの意欲

OCFや購入量
データ、物理デ
ータの有無

適用 ベースとなるイ
ンベントリ
ホットスポット
分析 (国、材料
グループの寄
与度)

幅広い製品ポー
トフォリオ

一般的な削減
による排出削
減量の捕捉

サプライヤー
の実績測定
気候変動目標
に対する進捗
状況の把握

一般的なサプ
ライヤーのパ
フォーマンス

一般的なサプ
ライヤーのパフ
ォーマンス

活動量データ
の情報源

購入記録 (＋価
格調整)

報告企業の
ERPシステム 
BoM

報告企業の
ERPシステム 
BoM

報告企業の
ERPシステム 
BoM

サプライヤー
のデータ

サプライヤー
の調達システム
またはERPシス
テム

排出係数の情
報源

環境拡張型産
業連関モデル

LCAデータベ
ース
オンデマンドの
文献またはデ
ータ

報告企業また
はコンサルタ
ント部門/製
品固有のモデ
ルおよび平均
LCAデータ

一次データ
収集に基づく
サプライヤー
PCF

一次請けサ
プライヤーの
OCFデータ
および一次請
けサプライヤ
ー上流の平均
LCA/PCFデ
ータ

サステナビリテ
ィレポート
CDPレポート

長所 すべての製品の
完全かつ一貫し
たインベントリ
優れた地域網
羅性

比較的詳細な
製品差別化
年度別の差
別化
入手が容易

細かい製品差
別化
年度別の差
別化

正確な製品差
別化

サプライヤー
固有のパフォ
ーマンス
年次更新が
可能
労力とデータ
の正確さに
おいて妥協が
必要

サプライヤー固
有のパフォーマ
ンス
年次更新が
可能
算定が簡単で
速い

*OCF = Organizational Carbon Footprint (組織のカーボンフットプリント)
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定義 EEIO 業界平均LCA 特定PCF サプライヤー
PCF ハイブリッド OCF*

短所 大まかな製品
差別化のみ
統計データの
タイムラグがあ
り、次の更新の
直前に使用する
とデータが古く
なるリスクあり
(価格や為替の
影響による不正
確さ)
EEIOモデルが
標準化されてい
ない
サプライヤー固
有の情報なし

物理的活動量
データが完全
ではないことが
多い
すべての製品や
国についての排
出係数のデー
タを入手できる
わけではない
方法論の更新に
より基準年排出
量との比較可能
性が限定的
時間的代表性
LCAデータベー
スのコスト
サプライヤー固
有の正確な情
報がない

物理的活動量
データの利用
可能性
算定の不確
実性
サプライヤー
固有の正確な
情報がない

物理的活動量
データが完全
ではないこと
が多い
手作業で行う
場合、データの
生成、妥当性
確認、収集に
多大な労力を
要する
手作業で行う
場合、年次更
新なし
利用可能性が
低い
詳細な文書が
ない場合、トレ
ーサビリティ
が低い

データ収集に
多大な労力を
要する
精度が低い
妥当性の確認
が難しい

方法論の違い  
(スコープ3) や
配分による不正
確さと比較可能
性の低さ
通貨単位の場
合、価格や通貨
の影響を受け
やすい

結論 非常に基本的
なアプローチで
あり、精度やサ
プライヤーのパ
フォーマンス測
定に関して限界
がある

基本的なアプ
ローチだが、製
品ポートフォリ
オが特定され
ればされるほ
ど、利用可能な
データは少なく
なる

限られた製品
カテゴリのデ
ータしかない

サプライヤー
への依存を含
めて、大きな労
力をかけて最
高の精度を実
現可能。しか
し、これはPCF
やPCFデータ
を算定・共有
するためのIT
ツールの自動
化や導入によ
り、労力は軽
減可能

サプライヤー
への依存を含
めて、中程度
の労力

基本的なアプ
ローチ。サプラ
イヤーの製品ポ
ートフォリオが
均質な場合に
のみ適用可能

* OCF = Organizational Carbon Footprint (組織のカーボンフットプリント)

データ精度の低い排出係数 (支出額データ手法、 平均デ
ータ手法) を用いる以外に、報告企業はサンプリング法や
外挿法を使用することができる。異なるデータタイプに移
行する代わりに代理法を用いることで、インベントリ内の
データの比較可能性を高め、それによって一貫性を向上さ
せることができる。この場合、事業者は購入した物品とサ
ービスの少なくとも80％ (体積、重量、あるいは支出額。
優先順位設定の方法は表4.2を参照) から排出量を算定
し、その結果を外挿して100％の排出量を推定するべきで
ある。[WBCSD (2013)] 

GHGプロトコルは、スコープ3.1のGHG排出量を評価する
上で、外挿法と代理法を完全に正当な手順と見なしてい
る。スコープ3.1の総排出量を推定するために、多くの事業
者は、購入した特定の部分の排出量を、同等の排出量原単
位の物品やサービスをさらに購入した場合に外挿する方法
をとっている。以下では、データを推計するための主な方
法を、その用途と典型的な例とともに簡潔に説明する。表
4.3ではデータ源の概要を示す。

表4.4 スコープ3.1排出量算定のための推定方法

推計方法 適用 例

寄与度の高いものに対してよ
り精度の高いデータ/算定方法
を適用

可能であれば、80：20の手法を適用 報告企業のスコープ3.1フットプリントに
80%寄与する購入製品の20%について、
サプライヤーから一次データを収集

寄与度の低いものに対しては
精度の低いデータ/算定方法を
適用

•	� サプライヤー固有のPCFを使用する代
わりに、同じ製品の業界平均PCFデー
タセットを適用

•	� 完全に網羅している業界平均の代わり
に、技術、地理、時間に関して完全に網
羅していない業界平均のデータセット
を適用 (代理値)

•	� LCAデータベースの「DE：水酸化ナト
リウム」データセットを使用して、ドイ
ツにある特定の水酸化ナトリウムのサ
プライヤーからの影響を推定

•	� サプライヤーや国別の業界平均が入手
できない場合、例えばGLOやEUの平
均的な「水酸化ナトリウム」データセッ
トを使用

類似の活動量データ (購入した
物品やサービスなど) のグルー
プ化または組み合わせ

次に基づいて化学物質のグループを構築
•	 SICまたはNAICSによるグループ化
•	 類似の化学構造
•	� 同一または類似の生産技術・工程
技術、地理、時間に関して特定のグループ
を代表する製品のPCFを適用

SICコード2869 (工業用有機化学物質、
他に分類されない) に属するすべての化
学物質に、メタノールのPCFを適用

代表的なサンプルからデータを
取得し、その結果を全体に外挿

GHGプロトコルのスコープ3算定ガイダ
ンス、付録Aで説明されているように、単
純な無作為抽出、系統的または層別抽出
を使用してサンプルを作成

ある事業者が特定の化学製品カテゴリの
製品を100個購入し、平均PCFを求めた
い場合、代表サンプルとして無作為に選
んだ20個の製品からデータを収集するこ
とを選択できる

代理手法の使用 特定の活動をより代表的にするための外
挿、スケールアップ、またはカスタマイズ

•	� ある製品の購入質量の80%を占める
サプライヤーは、活動量の100%を代
表するものとして外挿できる

•	� カナダ産の水酸化ナトリウムのサプラ
イヤーの排出量が、米国産の水酸化ナ
トリウムの排出係数を用いて概算され
る

最低限となる80%を満たすのに十分な品質のデータが入
手できない場合、事業者はデータのギャップを埋めるた
めに代理データを使用することができる。代理データと
は、特定の活動の代用として使用される類似の活動から
のデータである。代理データは、特定の活動をより代表
するように外挿、スケールアップ、またはカスタマイズで
きる (例えば、活動の100%を代表するように外挿または
スケールアップした活動の部分データ)。[GHG Protocol 
Corporate Value Chain (Scope 3) Standard]

3) データマッピング

排出係数のデータ抽出は、データの情報源によって異な
る。EEIOデータは、公的な情報源やコンサルタント会社
から取得できるかもしれないが、PCFデータは、 (サプラ
イヤー固有でない場合) 通常、LCAのデータベースから取
得する。同じ材料の排出係数はLCAデータベースによって
異なる場合があるため、長年にわたる比較可能性と一貫
性を確保するためには、あまり多くのデータベースを使用
できないように、データベースの優先順位設定を定めるべ
きである。 

サプライヤー固有のデータは、現在ほとんどの場合手渡し
される (Excelの表など) が、将来的には事前設定された
ツールやインターフェースを介して渡されることになるだ
ろう (TｆS PCF交換ソリューションを参照)。CDPは、PCF
や収益原単位などのサプライヤーデータの優れた情報源
である。OCFデータは、生産量と製品区分が利用可能で
あれば、サプライヤーの公開報告書から取得するか、CDP
やEcovadisを介して年1回収集することができる。排出
係数を説明する属性 (例えば、地理的、時間的、技術的範
囲) は、活動量データに対する排出係数のマッピングに役
立つかもしれない。LCAデータベースで利用可能な国際基
準ライフサイクルデータ (ILCD) 形式では、一貫した属性
セットが利用可能である。この形式は、通常サプライヤー
が提供できない粒度を提供し、OCFやEEIOデータには利
用できないものである。企業内でのPCFデータの交換に
関連する属性については、TfS PCFデータモデルに記載さ
れている。 
 
意思決定プロセスを支援する決定木を図4.5に示す。
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4) 排出係数の更新と改定

排出係数の活動量データへの帰属処理は、手作業で行う
と時間のかかる作業となり得る。あらかじめ定義された
属性、規則、品質基準のセットは、マッピングプロセスの
自動化 (あるいは半自動化) に役立つ。事業者が購入する
材料のポートフォリオが複雑な場合には、製品分類や排
出係数の専門家による最終的な精査が必要となることが
ある。

5) サプライヤーとの連携

報告と報告の合い間には排出係数の定期的な更新が必要
となる。GHG削減目標のために、多くの事業者は排出イン
ベントリの年次更新に努めている (図4.4の4.1を参照)。
活動量データと排出係数の更新は、時間の経過に伴う実
際の変化、特定された誤りの修正、その他のデータ品質の

向上、 または算定方法の変更となりうる。事業者は、デー
タがどのように変化しているのか、また、変化の理由を理
解しなければならない。データ収集の最初の数年間はデ
ータの質が低い場合があると理解できるが、事業者は自社
の目標に沿ってできるだけ早く、データの質を向上させる
ように努めるべきである。化学業界にとって、サプライヤ
ー固有のデータへの移行は、データ品質を向上させる最も
効果的な方法の一つである。この取り組みは、使用率の高
いインプットやGHG排出量の比較的多いインプットに対し
て優先的に行うことができる。サプライヤーは、自社製品
のPCFの削減に集中的に取り組み、自社の排出量を削減す
るだけでなく、顧客のスコープ3.1排出量の削減にも貢献
することができる。

LCAデータベースのデータは毎年更新されるが、サプライ
ヤーからのデータはそれほど頻繁に更新されないかもし
れない。 

図4.5 排出係数データを選択するための決定木 (注：本ガイドラインの5.2.2章に従い、PCFの有効期間は最長3年とし、有効
期間の終了前に更新すること)

EEIO (平均イン
フレ率を含む)

EEIO (特定の価
格調整を含む)

OCF/ハイブリッ
ド (物理的配分)

 LCAデータベー
ス/物理的インプ

ットデータ

特定のPCFデー
タ/物理的インプ

ットデータ

OCF/ハイブリッ
ド(経済的配分)

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ いいえ

いいえ いいえ いいえ

はい

はい

または

はい はい はい

はい はい はい
物理的活動量

データは入手で
きるか

サプライヤー固
有のPCFは入手

できるか1

材料を明確に定
義できるか (CAS

など)

PCFは一般に承
認された基準

に従って算定さ
れ、検証されて

いるか

PCFのデータは
定期的に更新さ

れているか

価格推移のデータは
あるか

高品質なデータベースやモ
デルから、適切な平均値ま
たは特定の排出係数が入

手できるか

物理データベースからサ
プライヤー固有のOCFデ
ータを入手できるか/上流
の活動量データまたはス
コープ3データを含むか

(1) 一次データおよび二次データはサプライヤーが提供することができる。サプライヤー固有データの提供者は、第5章のすべての要素を考慮する必要がある。データは5.3章に示されるように検証
されるべきである。

サプライヤーPCFデータの時間的範囲に関する要件は、5.2.2
章に詳述している。排出係数の更新ルーチンの正式なプロセ
ス化および自動化は、プロセスを安定化させ、労力を削減する
ことができる。サプライヤーのPCFデータの要求には、早期の
計画と各サプライヤーとの交換を必要とするかもしれない (
図4.4の4.3を参照)。排出係数の更新には、ある排出係数の改
定、例えば、ある排出係数源から別の排出係数源への移行も
含まれる。例えば、報告年度内にLCAやEEIOデータベースの
業界平均データセットからサプライヤー固有のデータセットに
移行する場合、 (重要度と会社の再算定方針に応じて) 基準
年排出量やそれ以前の算定を新しい排出係数で調整する必要
がある (4.5章「ベースラインの再算定」と比較)。支出額ベー
スの手法から、よりサプライヤー固有の手法に移行するために
は、事業者は次のことを行う必要がある。

•	 スコープ3のインベントリから、対象となっている購入した
物品・サービス固有の支出額ベースのデータを除外または
削減する。

•	 新しいスコープ3の算定では、この支出額ベースのデータの
代わりに、サプライヤー固有のPCFデータを使用するか、そ
うでない場合は特定のPCFデータや業界平均のPCFデータ
を使用する。

•	 この新しい算定方法を基準年排出量とそれ以前の年度の算
定に適用する。

その結果、算定方法が組み合わされることになる。

例えば、A社は毎年、購入した物品・サービスのために
合計500万米ドルを費やしている。この支出のうち10万
ドルは、300kgのインプットYに対するものである。A社
はスコープ3排出量の計算に支出ベースの方法を使用し
ていたが、インプットYのサプライヤーはインプットYの
PCFを提供できるようになった。インプットYのPCFは
10kg CO2 e/kg インプットYである。この変更を行うた
めに、A社は次のことを行う。

$5,000,000-$100,000  
= $4,900,000 (引き続き支出額ベースの方法を使
用)

300kg (インプットYの購入量) × 10kg CO2e/kg イン
プットYの購入量  
＝ 3,000kg CO2eインプットY

スコープ3カテゴリ1の購入した物品・サービスの合計 
＝ $4,900,000の支出額ベースの方法により算出さ
れたGHG + インプットYの3,000kg CO2e

事業者は、サプライヤーに対してGHGデータの作成と報告を
奨励すべきである (図4.4の5.1を参照)。サプライヤーと緊密
に連携することで、排出関連情報、GHG削減を達成する機会
と便益について共通の理解を得ることができる。積極的な関
与は、上流および製品の使用や廃棄による排出要因をより良
く理解する上で、両者の助けとなる。また、PCFデータの交換
に関する懸念を軽減することにも役立つ。最後に、排出係数に
対する運営上および戦略上の要求は、報告企業のGHG削減目
標 (図4.4の5.2を参照) に沿って、データ管理計画で定められ
るべきである。

サプライヤーのデータの重要性 

脱炭素化は直線的なものではない。業界や地理、政
策、市場原理によって異なる速度で進む。言い換えれ
ば、ある事業者や製品の低炭素化は他の事業者より早
く進むだろう。こうした力学により、地域や世界の排出
係数は、購入した物品の実際の排出量を過大評価する
ことも過小評価することもあり得る。結果として生じる
不確実性は、スコープ3の気候目標達成に向けた進捗
状況を把握しようとする事業者にとって、喫緊の課題と
なりつつある。

CDPや業界団体などのプログラムを介して、あるいは
直接サプライヤーから収集するサプライヤーのデータ
は、ここで有効な解決策となる。サプライヤーのデータ
は、排出係数の代わりとして、購入量や支出額などの報
告企業の活動量データに基づいて乗算することで代用
することができる。次にその例を示す。

•	 関連する購入品のサプライヤーPCF (製品1kg 当た
りのkg CO2 e)

•	 関連する購入した物品・サービスの収益炭素原単位 
(収益1ユーロまたは1米ドル当たりのkg CO2 e)

サプライヤーの排出係数を適用する場合、係数が正し
く算定され、方法論の背景に照らして適切であるよう
に、また、それらが正しい購入した物品・サービスに適
用されるように妥当性を確認することに気を配るべき
である。

4.5	スコープ3基準年排出量の再算定 - 
課題と解決策

明確で達成可能な気候変動目標を設定することは、持続可能
で責任あるビジネス慣行に向けた重要な第一歩である。信頼
性が高く、明確に定義された基準年の炭素排出量は、意味の
ある気候変動目標を設定するための基礎となる。これは、進捗
を測定するための出発点となり、事業者が排出削減戦略の有
効性を評価することを可能にする。ただし、科学的理解やデー
タの利用可能性は日進月歩であるため、目標に向けた進捗を
正確に測定するには、基準年の炭素排出量を定期的に再評価
し、調整する必要がある。

本章の目的は、化学企業が企業の気候変動目標のために、いつ
どのように基準年の炭素排出量を再算定すべきかについて、包
括的な指針を提供することである。温室効果ガスプロトコル
に準拠し、買収や売却、新情報やデータの入手、排出量の測定
方法や報告方法の変更など、基準年排出量の再算定や再表明
が必要となる可能性のあるシナリオに対応している。ベストプ
ラクティスを概説し、実践的な提言を行うことで、本ガイドラ
インは、化学企業が気候変動目標を追求する上で、透明性、説
明責任、信頼性を維持できるようにする。
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本章は、スコープ3.1だけでなく、スコープ3の全てカテゴリに
関連するものであることに留意されたい。ベースラインの再算
定のトピックは、単一のスコープやスコープのカテゴリの枠を
超えた包括的なものであり、炭素算定の全領域に関連するも
のである。

1) 始め方：再算定方針の確立と基準年排出量の決定

基準年排出量とは、定義された基準年における気候変
動目標の境界内の排出量である。例えば、ある企業の
気候変動目標が2020年を基準年として、 2030年まで
にスコープ3の排出量を20%削減することである場合、
基準年排出量は2020年のスコープ3の排出量となる。
スコープ3には、それぞれの境界と基準年を持つ複数の
目標があり得る。

GHGプロトコルによると、事業者は、社内で明確な基準年排出
量の再算定方針と手順を策定し、確立しなければならない。こ
の方法は、排出削減量を経年的に追跡し、経年比較可能性を
確保するための一貫したベンチマークを作成するものである。

事業者は、何が再算定の要因となり、何が再算定の要因となら
ないかを詳細に定義した基準年排出量再算定の方針を確立す
るべきである。このような文脈において、基準年排出量の公的
な再表明が必要となる閾値を設定することで、どのような (累
積的) な変化が重大な変化とみなされるかを定義する必要が
ある。GHGプロトコルは、特に重要度の閾値を定めていない
ので、この点に関して他の要件がない限り、事業者は自ら閾値
を設定することができる。例えば、SBTiの重要度の閾値は、組
織の基準年の総排出量 (tCO2e) の累積変化率が5%以上と定
義されている (Target Validation Protocol for Near-term 
Targets, TWG-PRO-002 / バージョン3.1, 2023年3月, 34
ページ参照)。

再算定が必要な場合でも、公的な再表明は必要でない場合も
ある。再算定が必要になるのは、大幅な変更、あるいは小さな
変更がいくつか重なったことにより、重要度の閾値を超えた場
合である。

さらに、方針にはどのように再算定を行うかについての記述を
含めるべきである。表4.5では、一般的な再算定が必要となる
要因の概要と、再算定の方法に関する提案が示されている。こ
れを出発点として、それぞれの事業者のニーズに応じて調整す
ることができる。

基準年排出量を再算定し、その結果、排出量が大幅に変更され
た場合、事業者は再算定の理由とともに更新後の数値を公表
しなければならない。さらに、基準年排出量の修正の理由、使
用したデー タソース、方法論、計算方法について、包括的な説
明を社内で文書化することが極めて重要である。

推奨事項：気候変動目標とそれに関連する基準年排出
量を設定する場合、その境界、スコープ、基礎となる算
定は、可能な限り正確かつ包括的なものとし、入手可
能な最良のデータに基づいて行うべきである。基準年
排出量の再算定には常に時間がかかり、サプライチェ
ーン内で既に達成された排出削減が失われる可能性が
ある。

2)�スコープ3基準年排出量の再算定が必要になるとき

業界や企業の特定の事業における炭素排出量の理解を大きく
変えるような新たな情報やデータが入手可能になった場合、基
準年排出量を再評価、再算定、 再表明し、最新の知見と整合
させる必要が生じることがある。例えば、科学的研究、排出量
測定技術の進歩、方法論や規制要件の変更により、炭素排出
量とその環境への影響に関する理解は絶えず進んでいる。さら
に、企業の合併、買収、売却や特定の事業活動のアウトソーシ
ングなど、構造的な変化を遂げる場合も考慮しなければなら
ない。サステナビリティの実践に取り組む化学企業として、自
社の気候変動目標との関連において、これらの変化を常に把握
することは不可欠である。

基準年排出量の再算定と、定義された重要度の閾値に基づく
再算定が必要となる要因はいくつかある。一般的に、企業が遭
遇する可能性のある4つのケースと、それぞれのケースに対す
る望ましい対応策を紹介する。

再算定が必須の場合会社の再算定方針の重要度閾値に、1つ
の要因、または数年にわたる複数の要因の累積効果によって達
した場合には再算定が必要となる。

この場合、閾値を超えて再算定の原因となった影響を受けるカ
テゴリのみを再算定しなければならない。軽微な変化しかな
かったカテゴリは、元の値を維持することができる。しかし、
累積的な変化により、将来再度の再算定と再表明が必要とな
らないように、対象となる境界内のすべてのカテゴリを再算定
することが望ましいかもしれない。

再算定が推奨される場合構造的または方法論的な調整によ
り、定義された閾値を下回る正味の排出量に変化が生じたが、
前年比の比較可能性を制限する歪みが生じた場合、再算定が
推奨される。

再算定が推奨されない場合1つ以上の要因による排出量の累
積的な変化が互いに相殺され、その結果、それぞれのスコープ3
カテゴリ内での正味の変化が重要度の閾値より低くなり、比較
可能性に影響を与えない場合、再算定は推奨されない。

変更の確認基準年の排出量を表していないサプライヤーの製
品カーボンフットプリントを使用する場合など、過去の年のよ
り正確なデータインプットが利用できない、または適用できな
い場合、さらに変更の影響そのものが重要度の閾値を超えな
い場合、その変更を確認することができる。この確認は、社内
で透明性をもって文書化されるべきである。事業者は、確認し
たことをどのように公表するかを決定すべきである (詳細につ
いては、GHGプロトコル (38ページ) を参照)。

累積的変化による再算定の適切な時期を決定する場合、社内
で算定したすべての変化を継続的に記録し、追跡することが望
ましい。この社内における算定の追跡は、基準年の排出量に基
づき継続的に実施し、時間経過に伴うすべての方法論的、構造
的な変更を含めるべきである。その結果を現在表明している
基準年排出量と比較することで、大きな、あるいは軽微な累積
的変化により、重要度の閾値を超えた時点を特定し、再表明が
必要になる時点を特定できる。

 
重要度を特定する最初の指標として、現在および基準年の
支出額に基づく外挿法による基準年排出量の推計を用い
ることもできる。

重要度の閾値を超えた場合、特に構造的、方法論的な変更
の場合、その逸脱をもたらした全ての変更を織り込んで、
基準年排出量を公式に再算定し、再表明しなければなら
ない。

累積的な変更に伴う再算定と再表明の例

「A社は、2020年の排出量をスコープ3目標の基準年
としている。2021年に排出量を算定する際、2020年の
算定の活動量データに誤りがあったことが判明した。そ
の誤りがなければ基準年の排出量は2%少なくなって
いたはずである。同時に、現在の気候科学に合わせるた
め、LCIA方式をIPCC AR5からIPCC AR6に切り替え
たいと考えている。これにより、基準年排出量は0.5%
増加する。しかし、両変更を合わせても、会社の再算定
方針に定められている重要度の閾値5%によれば、基
準年の排出量から大きく逸脱することはない。したが
って、2021年の排出量の算定では調整分は考慮される
が、基準年排出量は維持された。2022年、会社が事業
の一部を売却した。売却により、基準年排出量が4%減
少した。基準年排出量の設定以降、基準年排出量は累
積で5.5%変化している。これは、定義された閾値に照
らして重要であるとみなされ、基準年排出量は、3つの
構造的・方法論的変更の影響を考慮して、公式に再算定
され、再表明された」

図4.6 基準年排出量の再算定が必要となる要因を特定するための決定木

1a.それは構造的な
変化か。例：
•	合併、買収、投資

や売却
•	インソーシングや

アウトソーシング
の変更

•	所有構造の変更や
合弁会社の設立

何もする必要
はない
=> 質問3へ

基準年排出量の再算定は不要

何もする必要
はない 
=> 質問2へ

基準年排出量の再算定が必要

1b.それは有機的な
成長や減衰か。例：
•	会社が所有または

管理する事業単位
の閉鎖や新設

•	生産量の減少また
は増加

1.会社に何らかの変化があったか。

排出量の変化は重要度の閾値を超えるか。

3.排出係数が変更されたか (サプライヤー固有のも
のだけでなく、二次的なものも)。

3a.その変化は方法
論の適応によるもの
か。例：
•	二次データベー

スのソースの切
り替え

•	より適切な排出係
数の使用 (代理係
数から材料別係数
への変更など) 

3b. 変化は「現実
の」発展からもたら
されたものか。例：
•	購買決定の変更 (

異なるサプライヤ
ーへの切り替えや
代替原材料の選択
など)

•	燃料の種類や技術
の変更など、現実
世界の発展による
排出係数の変化

いいえ いいえ

いいえはい

はい

はい いいえ

はい

2.最近、算定方法やエラ
ー検出に変更があった
か。例：
•	スコープ3インベント

リの変更
•	支配力基準やその他の

算定規則の変更
•	重大な誤りの発見や新

たな科学的知見
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(1) �GHGプロトコル改訂：「報告組織の構造的変化で、事業者の基準年排出量に大きな影響を与えるもの。構造的変化とは、排出を生み出す活動や事業の所有権や支配力が、ある会社から別の会社に移譲されることを指
す。単一の構造的変化は、基準年排出量に大きな影響を与えないかもしれないが、いくつかの軽微な構造的変化の累積的影響が、重大な影響をもたらす可能性がある」

表4.5 基準年排出量の再算定の要因となる活動の概要

要因 要因の定義 コメント 再算定方法 (推奨)

構造的変化1：合併、
買収、投資または売
却、資産/技術の所
有権の変更 

企業の構造的変化やインフラストラクチャ
の変更により、ある企業から別の企業への
排出量の移行、または排出量の統合や再
配分により企業のインベントリに変更をも
たらす活動。

以前別の会社が運営していた個別の事業単位や工場を購入するような小規
模な投資や売却は、重要性が 低いため、再算定が必要となる可能性は低い。
ただし、特により大規模なプラントコンポーネントを取引する場合には、累
積的な影響が作用する可能性があるため、そのような行為には留意すること
が不可欠である。
買収または売却された企業、工場、資産が基準年には存在しなかった場合、
基準年排出量の再算定を行ってはならない。基準年と買収・売却年の間の年
数も再算定する場合は、資産が存在するようになった年から再算定を行うこ
とができる。[GHGプロトコル (改訂版) 、38ページ]

•	 活動の排出量を含めるか除外するか
•	 構造変更の年に再算定が不可能な場合 (例えば、買収した

会社のデータがないため) 、翌年に再算定を行うことができ
る。[GHGプロトコル改訂版、37f.ページ]

•	 基準年の詳細な活動量データがないため、新たに取得した
活動の排出量が翌年度も不明なままである場合は、入手可
能な最善のデータに基づいて、基準年には存在しなかった買
収した企業や工場を考慮して、基準年の排出量の推計を行わ
なければならない。 

他社 (の一部) 買収の例：排出量データが入手できない場合、
過年度の収益に、買収した会社の収益当たりの排出量比率 
(tCO2e/€) を乗じたものを使用する方法もある。

あるいは、構造変更後に最初に入手可能な実際の活動量データに基づいて基
準年排出量を算出し、実際の年度の収益と基準年と比較した比率で調整する
こともできる。 

例：買収された会社の資産が、投資した会社の基準年には存在していなかっ
た場合：
A社は2022年に5つの工場からなるB社の一部を買収した。しかし、A社の基
準年である2019年には、そのうちの1つの工場 (第5工場) は存在していなかっ
た。第5工場は2021年に建設されている。A社の基準年排出量の再算定では、
第5工場の排出量は考慮されない。その代わり、2021年から始まる第5工場か
らの排出量は、有機的成長として扱われ、会社の通常のGHG排出量インベン
トリに計上されなければならない。 

構造的変化：アウト
ソーシング/インソ
ーシング

ある企業から別の企業へ、またはスコープ
間で排出量を移行させるような活動であ
るインソーシングやアウトソーシング。

事業者が社内の活動を第三者に委託する場合、その活動は、スコープ1また
はスコープ2からスコープ3に移行する。逆に、以前は第三者が行っていた業
務を社内で行うことで、排出量をスコープ3からスコープ1またはスコープ2に
移行することができる。
ある活動のアウトソーシングまたはインソーシングが基準年排出量の再算定
が必要となる要因になるかどうかは、次の条件による。
•	 その事業者が、以前にその活動からの排出量を報告していたかどうか。
•	 その事業者は、全てのスコープに対して単一の基準年またはGHG目標を

設定しているか、または、スコープごとに基準年とGHG目標を設定してい
るか。

•	 アウトソーシングまたはインソーシングされた活動が、その事業者の排出
量に大きく寄与しているかどうか。

もし、排出量がこれまで報告されていなかったカテゴリに移行
する場合は、推計を行なわなければならない。この推計は、社
内の情報またはサービス提供者から提供された情報に基づく
ことができる。

新規の、あるいは改訂されたトーリング契約は、スコープ間の排出量の大幅
な移行につながる可能性があることに留意されたい。影響を受けるスコープ
全体の包括的な気候変動目標がない場合、再算定が必要になる場合がある。
複数のスコープで包括的な気候変動目標が設定されている場合、再算定の必
要はない。

構造的変化：合弁事
業における既存の
資産/技術の所有権
の変更

事業の一部が他社の事業と合併し、合弁
事業となる。

合弁会社の新規設立や立ち上げは再算定の対象とはならず、有機的成長と
みなされる。

2つ以上の会社の既存部分が合併して合弁事業となった場合、
排出量は合弁事業の経営支配または財務支配に従って算定し
なければならない。経営支配または財務支配が、新たに設立さ
れた合弁会社の以前の完全所有の活動にもはや適用されない
場合、スコープは3.15に移行し、重要度閾値を超える場合には
再算定が必要となる可能性がある。

構造的変化：スコ
ープ3インベントリ
の変更

スコープ3インベントリのカテゴリを除外
または追加する。

スコープ3インベントリに、あるカテゴリの報告を含めるか除外するかを決定
したことで変更を加えた場合、基準年の排出量を再算定する必要がある。こ
れにより、インベントリの比較可能性が保たれる。たとえば、ある事業者が
スコープ3カテゴリ10 (販売済み製品の加工) の報告を開始すると決定した
場合、基準年にこのカテゴリを含めなければならない。
しかし、それぞれのスコープやカテゴリについて、異なる基準年や目標が定
義されている場合は、この規則の例外となる。そのような場合、基準年およ
び報告を含めるか除外するかは、それらの具体的な定義に基づいて変えるこ
とができる [GHGスコープ3基準の101ページ参照]。

事例1 事業者は、あるスコープ3カテゴリを報告しないと決定
した。そのカテゴリは、少なくとも現在の報告年度および基準
年から除外される。
事例2 事業者が新たなスコープ3カテゴリを報告することを決
定した。そのカテゴリは、少なくとも現在の報告年度および基
準年について算定されなければならない。基準年の再算定に
必要な活動量データが欠落している場合は、適切な近似値を
選択するべきである。

例) カテゴリ10: 基準年におけるこのカテゴリの排出量を推計するには、現
在の報告年度と基準年の両方の売上デー タを用いて排出量を推計すること
ができる。
新たに算出されたカテゴリのインベントリに占める割合がわずかで (報告企
業が定めた重要度閾値に対するアプローチによると) 、基準年の排出量の適
切な近似値が見つからない場合、現在の報告年度を基準年とすることも一つ
の方法である。

活動量データの改
善：正確性

すでに報告されている活動量データに、さ
らに情報を追加する 
例：より詳細な情報。

事例1：排出量算定に関連するデータの情報がより正確になった (例：体積/
発熱量の質量への変換が標準化された)。
事例2：より詳細で粒度の細かい活動量データ (例：化学物質分類データの
代わりに製品固有のデータ、地域別データの代わりに国固有のデータなど) 
が利用可能になり、これにより、各PCFデータ (サプライヤー固有または二
次データ) とのマッピングが向上する。

基準年に対する新たな活動量データの適用可能性を評価し、
そのデータが基準年の期間に適合するかどうか、また同様の
解像度を定義できるかどうかを判断する (例えば、新たなデー
タが地域に基づくものである場合、基準年に地域データが利
用可能かどうかを評価する)。 
適用可能であると判断された場合、基準年の活動量データに
新しい改善された換算係数を適用して、基準年の排出量を再
算定する。

類似の解像度をもつデータが入手できない場合は、既存のデータから基準年
のデータへの結論を導くことが可能かどうかを確認し、適切かつ合理的であ
れば適用する (重要度基準)。 

活動量データの改
善：完全性

新たな情報が入手可能になったり、新たに
知った場合は、追加の活動量データを含
めるべきである。

例：ある事業者は、企業資源計画 (ERP) システムの強化により、データギャ
ップを埋めた。したがって、活動量データはより完全なものとなる。

•	 基準年度にまだ収集が必要なデータがあるか、または他の
情報源からの追加データが必要かどうかを確認する。デー
タが欠落していたり、補完が必要な場合は、新たに取得また
は収集したデータを使用して、基準年の排出量算定を完成
させる。

•	 基準年のデータ収集がもはや不可能であるが、重要度と関連性から再算定
が必要な場合は、当年のデータを基準年に移行する。可能であれば、例え
ば、当年と基準年の間で該当する活動量データの量を比較することで、 デ
ータを再スケーリングする。
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要因 要因の定義 コメント 再算定方法 (推奨)

方法論の変更：支配
力基準の変更 (財務/
経営)

支配力基準やその他の算定規則の変更。 GHGプロトコルでは、事業者の組織境界の定義について3つの異なるオプショ
ンを規定しており、それはGHG排出量の連結方法に影響を与える。たとえば、
以前は出資比率基準を採用していた企業が、法律上の要件により経営支配力
基準への変更を決定する場合がある。この変更は、その事業者が経営支配力
のあるGHG排出量の100%を計上しなければならないことを意味し、その結
果、スコープ1～3のGHG排出量の算定全体に影響を与えることになる。 

新しい組織の境界と連結方法を適用して再算定する。

方法論の変更/改善 - 
算定方法

カテゴリ別の排出量を算出する方法は、使
用するデータベースに応じて、または適切な
データが入手できない排出量の一部を推計
するための外挿法によっていくつかある。算
定に必要な入手可能な情報が改善された場
合、算定方法を変更することは、より高い精
度に到達するために有用である。

次のような方法論の変更は、基準年排出量の再算定が必要となる要因になり
うる。
事例1： 事業者が算定方法を、支出額手法 (製品の経済価値と収益ベースの
排出係数に基づいて排出量を推計) から、より正確な平均手法 (数量・重量ベ
ースの排出係数に基づいて排出量を推計) またはサプライヤー手法 (サプライ
ヤーからのPCFデータを適用) に変更した場合。
事例2：外挿の手順の変更。
事例3：報告規則の変更、新しいガイドライン。

新しい方法に従って基準年排出量を再算定する。基準年排出量
の再算定に必要なPCFデータは、理想的には基準年の時点の状
況を反映したものであるべきである (対応するPCFデータの入
手方法については、後述の「方法論の改善 - データベースの変
更」を参照)。

方法論の変更/改善 - 
データベースの変更
または改善された排
出係数の使用

製品やサービスの気候への影響の実際の改
善・悪化とは必ずしも関連しないが、より最
新の、より正確なデータに基づいて、一つ以
上の排出係数を交換すること。

データベースの変更：
ある排出量データベースから別の排出量データベースへの変更
事例1：事業者が、二次データベースからサプライヤー固有のデータにデータ
セットを置き換える。
事例2： 事業者がデータベースソースを (例えば、新しいデータベースのPCF
値がより適合しているなど) 、つまり、より適切であり、購入した原材料に使用
されている技術や生産地域をより適切に反映しているなどの理由により、変
更する場合。

改善
改善とは、より完全な、または実際の生産状況や生産地域をよりよく反映して
いるなど、より質の高い別のPCFに交換することである。

再算定には、基準年の時点で有効であったPCFデータが必要で
ある。これは、PCFデータベースからの情報だけでなく、サプラ
イヤー固有のデータや改善された排出係数を指す。
1)	�データベース提供者またはサプライヤーに、基準年のPCFデ

ータを求める。
2)	�入手できない場合、重要な変更があったかどうかをサプライ

ヤーに尋ねる。
3)	�変更がない、または情報が入手できない場合は、基準年のた

めに、当年 (＝PCFが初めて取得された年) のデータも使用す
る (効率向上が失われる可能性あり)。

多様で粒度の細かいインベントリ、特にスコープ3カテゴリ1に
関連するインベントリを考慮する場合、二次データから一次デ
ータへの移行によって必要となる再算定は、過度の労力となる
可能性がある。 

その理由は次のとおりである。
•	 基準年に関する一次データは容易に入手できない。
•	 二次データは、二次的な基準年データよりも代表性が低い可能性があるた

め、現在のサプライヤー固有データよりも基準年排出量の近似値として適し
ている可能性がある。

このような場合、事業者はある活動の方法論的変更が再算定の必要となる要因
にならない閾値を決定することができる。このような閾値は、3項 (情報開示の
項 - 事業者の再算定方針の一部としての内部的なもの) に列挙されている事項
とともに開示するべきである。 
閾値を超過しているかどうかを判断するためには、当年のサプライヤー固有デ
ータと二次データのGHG影響の差を算出する必要がある。閾値を超えている
場合は、上述の3つのオプションに関する追加情報についてさらに調査する必
要がある。

方法論の変更/改善 - 
LCIA方法の変更

LCIA方法の変更は、あるLCIA方法で排出
量を報告していた事業者が、IPCCの最新報
告書との整合性を確保するためなどに、他
の方法に変更する場合に起こりうる。

例：CML2001 - 2016 (IPCC AR5による特性化係数を使用) から、IPCC 
AR6に準じた最新の特性係数を含むLCIA方法への変更。

基準年の排出量は、以前のLCIA方法と今後のLCIA方法の排出
係数を用いて算定されるべきである。影響が再算定の方針で定
義された重要度閾値に従って重大である場合、基準年排出量の
再算定または再表明を行わなければならない。

方法論の変更：配分
手法 (排出係数)

配分手法 (調査対象製品のライフサイクル
と副産物のライフサイクル間の共通のプロ
セスからの排出量と除去量の分割) は、規
制要件や自主的な基準/ガイドラインにより
変更することができる。したがって、結果と
して得られる排出係数は変化する。

例：LCAデータベースは、TfS PCFガイドラインの配分原則を採用している。
製品1kg当たりの個々のCO2e係数は影響を受け、以前の値とは大きく異な
る。

正確性を確保するために、事業者の排出量に影響を与える大幅
な変更には、基準年の現在の配分手法に基づいて算出された
PCFデータが必要となる。これは、サプライヤー固有のPCF情報
にも適用される。
しかし、基準年に更新されたPCFデー タが利用できない場合
は、基準年の排出量には、当年 (PCFが初めて入手された年) の
PCFデータを用いることができる。

異なる原材料を大量に扱う事業者にとって、このプロセスは困難な場合があ
る。そのような場合、80:20の手法 (排出量の80%を占める原材料に焦点を当
てる) に従い、スコープ3排出量に最も寄与している原材料に焦点を当てること
がより現実的である。

重大な誤りの発見 誤りは、内部的なものや外部的なものの場
合がある。

事例1：事業者がERPシステムに誤っ て入力された実績データを使用してい
る (単位換算の誤りによるものなど)。 
事例2：事業者が計算ミスを含むサプライヤー固有のPCF値を使用している。

重大な場合は、誤りを排除する再算定が必要となる。新規およ
び訂正されたサプライヤーのデータは更新する。

排出係数の変更：新
たな科学的知見

一般的に認められた新たな科学的知見や研
究に起因する排出係数の変更。ただし、ある
LCIA 方法から別のLCIA方法への変更に起
因する場合もある。

例：
•	 IPCCの新しい報告書による特性係数の変更
•	 天然ガスと石油の採掘による排出量は2019年まで想定を上回り、一般に使

用されているデータベースにおける石化由来の原材料の排出係数の大部分
に影響を与える。

更新された排出係数の影響を評価するためには、基準年の活動
量データと改訂された排出係数を併用して、排出量への影響を
推計する必要がある。

影響が大きい場合、基準年の活動量データと更新後の排出係数を組み合わせ
て、基準年排出量を再算定する必要がある。

算定規則の変更 GHGプロトコルのような算定基準は、新た
な科学的知見を反映したり、既存の内容を
修正したり、規定したりするために、随時調
整される。 
そのため、以前の算定方法の調整が必要に
なることもある。

例：GHGプロトコルの土地分野と除去のガイダンスの発表により、生物起源
CO2排出量の考慮の方法が変わる可能性がある。

改訂または追加されたガイダンス基準の発表後、あるいは公式
に決定された一定の移行期を経た後、新たな算定規則に準じて
算定を行わなければならない。算定規則の変更により排出量に
差異が生じ、 比較が不可能になった場合 (報告要件の違いによ
るなど) 、または重要度の閾値に達した場合、基準年の排出量の
再算定が必要となる。 

•	事例1 - より詳細な情報が必要：報告年度と基準年の比較可能性を確保する
ため、追加情報は基準年についても算定しなければならない。

•	事例2 - あるカテゴリの算定方法の変更：現在の報告年度の排出量は、新旧
両方の算定方法を用いて算定することができる。算定方法の違いが結果に大
きな影響を与えない場合は、再算定の必要はない。
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表4.6 基準年排出量の再算定の対象とならない活動の概要

再算定が必要とならない場合 理由

有機的な成長または減衰 基準年の排出量および過去のデータは、有機的な成長や減衰により再算定してはならない。有
機的な成長または減衰とは、生産量の増減、 製品ミックスの変更、会社が所有または管理す
る事業単位の閉鎖や新設を指す。その根拠は、有機的な成長や減衰は、企業の排出量プロフィ
ールに経時的な変化をもたらし、大気への排出量の増減として計上しなければならないからで
ある [GHGプロトコル企業基準改訂版]。 

汎用またはサプライヤー固有の排出
量デー タ (PCF) の経年変化。

GHGプロトコル スコープ3基準の106ページによると、燃料の種類や技術の変更など、排出量
や活動の実際の変化に起因する排出係数の変化については、再算定の必要はない。

購入決定の変更 (異なる技術、異な
る地域、または異なる原料に基づい
て生産された同じ原材料の購入な
ど)。新しい排出係数は、二次的なデ
ータベースかサプライヤー固有のも
のを使用できる。 

上記も参照のこと。CO2e排出係数やPCFの値が、例えばエネルギー効率の改善、再生可能エ
ネルギーの使用、技術や地域の変更など、実質的な改善に基づいて減少しても、再算定が必要
となる要因にはならない。このような改善は、設定された削減目標に計上できる実質的な削減
手段とみなされる。逆の効果、すなわち効率の悪化、生産技術の変更、その他の状況による排
出係数の増加についても同様である。

サプライヤーの変更、または同じ原
材料に対する同じサプライヤーの更
新されたPCFの提供は、新しいPCF
が以前のサプライヤー固有のPCFを
置き換える場合、再算定にはつなが
らない (実質的な改善なしにデータ
ベースのPCFをサプライヤー固有の
PCFと交換する場合とは異なる)。

上記と同じ。排出量の実質的な変化 (燃料の種類や技術の変更) を反映した排出係数や活動
量データの変更は、再算定が必要となる要因とはならない。

報告企業の活動の構造的変化によ
り、スコープやカテゴリ間で排出量
の移行が生じた場合。ただし、影響
を受けるすべてのスコープやカテゴ
リが、その企業によって報告され、
同じ基準年を共有し、同じ目標の野
心を持っている場合に限る。

GHGプロトコルでは、「アウトソーシング/インソーシ ング」のケースを、異なるスコープ間での
排出量の移行につながる構造的変化と説明している。それぞれの段落によると、「事業者が関
連するアウトソーシングやインソーシングの活動からの (間接的な) 排出量を報告している」場
合、また、影響を受けるすべてのスコープの排出量が長期的に一緒に追跡され、同じ基準年を
参照している場合、異なるスコープ間で排出量の大幅な移行がない限り、再算定は必要ないと
されている (GHGプロトコル改定版、38ページ参照)。
同じ手法が適用できるスコープやカテゴリ間で、排出量の移行につながるような構造的な変化
があるかもしれない。
しかし、スコープが別々に追跡または報告されている場合、異なる基準年、または根本的に異
なる目標の野望を参照している場合は、再算定が必要である。

3) 社内で文書化すべきこと

基準年排出量の再算定 (場合によってはそれに続く再表明と複数
年にわたる可能性もある) に対する賛否を決定するためには、重要
な1回限りの決定を文書化して正当化し、計算で裏付けることが重
要である。異なる状況でのサプライヤー固有のPCFの使用のよう
な、繰り返し行われる小さな決定については、 規則を定め、それを
基準年排出量の再算定の方針に書込み、一貫してそれに準じるこ
とが有用であろう。この場合、一般的な規則に対する例外のみを、
例えばデータベースや変更履歴のコメントとして別途文書化する
必要がある。複数の小さな変更やその累積的な影響を経時的に追
跡するために、前述のような社内における計算を行うことが推奨さ
れる。再算定の方針では、再算定が必要となる要因の発生後の再

算定のタイムラインも定義すべきである。再算定は、相応の努力を
もって、可能な限り早急に行うべきである。GHGプロトコルのスコ
ープ3基準では、構造的変化の翌年に再算定を行うことを認めてい
る。この基準に沿っ て、構造的変化、つまり再算定が必要となる要
因が発生した後の報告年度全体について再算定を行うことができ
る。これにより、報告年度全体のデータを収集する時間をつくり、
また、過去のデータに基づく仮定を排除することができる。

4) 基準年排出量の再算定に関して、外部報告で開示すべ
きこと

基準年排出量、関連目標、現在のGHGインベントリを公表
する際には、再算定が発生した場合、少なくとも次の情報
を提供しなければならない。

•	 再算定が行われたという情報
•	 再算定の一般的な理由 (構造的変更、方法論的変更、 

活動量や排出量データの改善、誤りの修正など)

構造的変更の場合、「XY社の一部売却のため」など、すで
に公開されている情報へのリンクを示すことができる。重
要な方法論的変更については、例えばデータベースの切り
替えなどを開示することができる。

5) 結論と助言の要約

企業の気候変動目標を追求する上で、 化学企業は、基準
年の炭素排出量を定期的に再評価し、再表明することの重
要性を認識しなければならない。そうすることで、事業者
は、進捗状況を正確に把握し、新しい情報や方法論に対応
し、持続可能性と環境スチュワードシップへの取り組みを
示すことができる。この実践的なガイダンスとベストプラ
クティスに従うことで、化学企業は、基準年の炭素排出量
を調整する複雑な作業を円滑に進めることができ、より持
続可能な未来に向けた取り組みにおいて、信頼性と透明性
を維持することができる。

4.6	その他の算定と報告に関するガ
イダンス

化学業界では、種々の算定方法では取り扱われていない
特殊なケースについて対処しなければならない。その意味
で、ここでは次に示す項目を取り上げ、その手順を説明す
る。二重計上を極力避ける、正確なデータ処理の方法、特
定の状況での算定などの課題について説明する。

4.6.1	 委託製造 (トーリング契約を含む)

委託製造活動の排出量報告の原則

•	 生産工程の外部委託は、製品関連の排出量の外部押し
つけにつながらないようにすると同時に、二重計上を最
小限に抑えることを担保しなければならない。

•	 排出量の算定に必要な情報は、適度な努力で入手可能
であるべきである (最悪の場合、データ品質について
は、5.2.11.2章を考慮して、支出額ベースに基づくアプ
ローチを適用するなど)。

用語の説明 :
受託製造業者とは、他社 (クライアント) から委託を受け
て、自社の資産を使って受託製造品を製造する企業であ
る。委託製造品を製造するために必要な原材料、エネル
ギー、ユーティリティ (水道光熱費など、詳細は用語集を
参照) は、受託製造業者がすべて購入するか、一部購入す
るか、あるいはクライアントがすべてを提供することにな
る。

トーリング契約製造業者とは、上記で定義された受託製
造業者のうち、他社 (クライアント) の知的財産を代行し、
それを約因として製造する業者を指す。

クライアントとは、受託製造業者に製造を委託している事
業者をいう。

4.6.1.1	 原材料、エネルギー、ユーティリティなどを受託製
造業者のみが調達する委託製造

GHG算定の観点から、受託製造業者のみが原材料、エネ
ルギー、ユーティリティを調達する委託製造品 (CMP) は、
取引商品やその他の購入原材料と同様に扱わなければな
らない。

排出量スコープ3.1 = 質量CMP ×PCFCMP

受託製造業者は、製造した製品のPCFを算定し (PCF算定
のガイダンスは第5章参照) 、クライアントである報告企業
にPCFを提供すべきであるが、受託製造業者固有のPCFが
ない場合は、データベースのPCF値または代理値を使用で
きる (5.2.5「データの種類と情報源」を参照のこと)。

4.6.1.2	 原材料、エネルギー、ユーティリティなどを受託製
造業者が部分的に購入、またはクライアントがすべて提供
する委託製造

原材料、エネルギー、ユーティリティなどを一部のみ受託
製造業者が購入する場合や、クライアントがそれらをすべ
て提供する委託製造においては、スコープ3.1排出量の算
定は、受託製造業者が提供する排出量データの精粗の度
合いや、クライアントが受託製造業者の製造工程において
提供する原材料やエネルギーの範囲によっても異なる。

排出量とPCFは、受託製造業者が一次または二次排出量
データを使用して収集した活動量と、クライアントから提
供された原材料やエネルギーの排出量に関する情報に基
づいて算定されるべきである。一般に、活動量データは、
独占禁止法に抵触する可能性がある場合、クライアントか
ら要求すべきではない。

クライアントから提供された原材料、エネルギーなどに関
しては、 これらの原材料やエネルギーからの排出量が、
クライアントの温室効果ガスインベントリ、例えばスコー
プ3.1やスコープ1または2の排出量として既に考慮されて
いることが、以下の算定規則の提案の前提条件となって
いる。

集計されたPCFの交換に基づいた活動量データの抽出は
不可能である。しかし、プリカーサーのPCF値がクライア
ントから受託製造業者に送られる場合、製造工程に関連す
るGHG排出量、例えばエネルギー使用によるものなどは、
受託製造業者が新たにPCFを算定するなかで、PCFに加算
しなければならない。受託製造業者は、その後、製造工程
を反映した新しいPCFをクライアントに提供するべきであ
る。その際に事業上重要な情報が算定から抽出されること
は避けるべきである。このガイドラインは、適用される法
律や独占禁止法に違反することは意図しておらず、そのた
め、部分的にPCFを交換する際には各事業者がコンプライ
アンスについて法律顧問に確認することを推奨する。

クライアントが発注して受領した委託製造品からの排出
量と、 クライアントが購入して提供した原材料からの排
出量の二重計上は避けるべきであるが、一般的には許容さ
れる。しかし、より精度の高い情報が入手できる場合は、
二重計上の程度を減らすためにそれを使用しなければな
らない。
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提供された情報に応じて、次に示す方法を適用しなければ
ならない。ただし、委託製造品に関する一次データの提供
が常に優先される。

1)	�受託製造事業者から、活動量データおよび一次排出量
または二次排出量データに基づいて算定された委託製
造品のPCFが提供されない場合、データベースのカーボ
ンフットプリント、代理値または推定PCFを受託製造事
業者からの排出量の算定に使用しなければならない。
この汎用のPCFは、汎用PCFの未知の仮定による間違
いや誤解を招くモデリングを回避するために、製品を製
造するためにクライアントが提供するエネルギーおよび
材料の既知の量に応じて調整してはならない。

2)	�受託製造業者がCradle‑to-gateの完全なPCFを提供で
きる場合、報告企業 (クライアント) は、次に示す選択肢
の一つに従って排出量を算定しなければならない。

	 2a) �委託製造品の排出量は、受託製造業者から提供さ
れたCradle-to-gateのPCFを用いて算定する。こ
の場合、クライアントが提供したエネルギーおよび
原材料に起因する排出量は、排出量を報告するク
ライアントがそれぞれのスコープ3.1排出量から差
し引くものとする。クライアントが生産した原材料
が受託製造業者に提供された場合、委託製造品の
PCFは、委託製造品の製造に必要となるクライアン
トによって生産され提供された原材料の割合を考
慮して、提供された製品のkg当たりの排出量で減算
することができる。

	 2b) �委託製造に関連するスコープ3.1の排出量は、受託
製造業者が提供するCradle-to-gateのPCFを用い
て算定される。この場合、クライアントが提供する
エネルギーおよび原材料に起因する排出量が二重
計上される。

3)	�可能であれば、受託製造業者は、二重計上を避けるため
に、クライアントから提供されたエネルギーや原材料別
に既に減算されたCradle-to-gateのPCFを提供するこ
とが望ましい。この場合、クライアントは、提供したエ
ネルギーおよび原材料に起因する排出量を排出量の算
定や報告の際に差し引いてはならない。

次の場合の算定方法

1)	�原材料の質量の90%以上 (常に触媒などGHG排出量の多
い原材料を含める) 、エネルギー、ユーティリティがクラ
イアントから提供される。

2)	�また、受託製造業者が触媒などのGHG排出量の多い原
材料を使用しないことが保証されている。

排出量を算定するために、次に示す追加的なオプションに
従うことができる。

受託製造業者は、委託製造品の製造時の直接排出量、廃
棄物・廃水処理による排出量の情報を [kgCO₂e/kg] の単
位でクライアントに提供するべきである。この場合、クラ
イアントは前文で述べたこれらの追加的な排出量のみを
スコープ3.1に算入しなければならない。

委託製造工程を熟知している場合、クライアント自身が燃
料消費量と化学量論に基づいて、直接排出量と廃棄物・排
水処理による排出量を算定し、スコープ3.1の排出量から
減算するべきである。

特殊な例「短い1工程だけの外部委託」

単純な機械的・熱的プロセスや化学反応など製造工程の
うちの短い1工程を他社 (受託製造業者) に委託する場合
で、なおかつ、原材料や中間製品は、加工のために受託製

造業者に納入され、加工後にクライアントが購入するか引
き取り、輸送排出量や梱包材なども含める必要があり、原
材料または中間製品と加工製品の両方が、社内の記録シス
テム (ERPシステムなど) に記録される場合。

次の算定方法が適用できる。

1)	�排出量は、委託加工後に委託製造品のCradle-to-gate
のPCFを用いて算定する。スコープ3.1排出量から、最
初の材料となった原材料・中間製品の排出量または購
入量を減算する。

2)	�排出量は、原材料・中間製品のPCFと委託加工工程の部
分のPCFを用いて算定する。委託加工の部分的なPCFが
不明な場合には、ホットスポット分析 (80：20手法) に
より、特定される重要な (費用、質量、エネルギー使用
量などにより) 加工工程について推定しなければならな
い。このように決定された質量/消費量/エネルギー加
重のPCFは、まだ考慮されていない重要ではない工程か
らの排出を推計するために使用するべきである。もし、
製品が加工工程後にERPシステムで追加的に追跡され
る場合、異なるシステムに計上されていることによる二
重計上を避けるために、その排出量をスコープ3.1排出
量から減算するべきである。

3)	�もし、ISO14067で定義されたライフサイクル全体の一
部のみを対象範囲とする (部分的) PCF (Cradle-to-
gateなど) が、外部委託の工程からの製品および外部
委託工程以前の原材料について入手できない場合は、二
重計上が認められ、そのように開示するべきである。最
終的な外挿の段階では、購入材料と加工材料を合わせ
て、調達材料の100％となるように考慮されなければな
らない (4.4章参照)。

受託製造業者が報告企業である場合、上流工程での排出を
含む製造に起因する全ての排出量 (それぞれスコープ1、スコ
ープ2、スコープ3.1排出量として) を、購入せずにクライアン
トから無償で提供された原材料・エネルギーなどを含めて報
告しなければならない。

4.6.2	 材料/商品の取引

化学企業が本業に加えて取引活動も行っている場合、ス
コープ3、特にカテゴリ1 (購入した物品・サービス) 、カテ
ゴリ4と9 (上流と下流の輸送・流通) 、カテゴリ11 (販売
した製品の使用 - 該当する場合) 、カテゴリ12 (販売した
製品の使用後処理) に関連する排出量を報告しなければ
ならない。

ただし、取引活動がスポット取引の定義を満たし、化学企
業が (a) バックトゥバック取引チェーンの参加者として象
徴的な1秒以内、(b) 2営業日以内、または (c) 標準的な貨
物配送期間としてそれぞれの製品市場で一般に受け入れら
れている期間内に、現物引き渡しを行っている場合、化学
企業はそれぞれのGHG排出量をスコープ3インベントリか
ら除外することができる。疑義を避けるため、時間決定に
関連するのは、買付取引の所有権移転から各販売取引の
所有権移転までの経過期間である。

除外の対象となる取引の事実と状況について、次の合理的
な証拠を提供するべきである。

•	 それぞれの売買取引の最終目的は、物理的な流通、物
理的な保管、物理的な混合または物理的な消費などの
ための物理的な製品の所有権に対する利益ではもはや
ない。

•	 材料の「暫定的所有権」が短期的に頻繁に変わり、その
結果、製品の暫定的所有者がその後それぞれ報告を行
うことは、複数のスコープ3算定において、 同じCO2排
出量の二重計上が多発する要因となる。必然的に、複数
の産業にわたるCO2排出量データのシステム的な膨張と
不正確な報告につながる。

4.6.3	 スワップ契約

スワップ契約*とは、取引先事業者 (第三者) 間で、相互に
製品を受け渡したり、交換したりする製品取引のことであ
る。通常、同一製品または同等製品を同量ずつ交換する。
このような相互の受渡し取引は、一般にスワップを行う両
者にとって有益であるため、例えば、次のような理由で実
施される。

•	 物流の最適化 (運賃、タンク代、通関費用の節約)。
•	 一時的な製品の不足や余剰の解消。

スワップ契約の場合、報告企業は、当該製品の製造に関連
する自社事業のスコープ1および2の排出量を報告しなけ
ればならない。

•	 スワップ取引先からのスコープ1および2の排出量は、ス
コープ1、2、3のインベントリで報告してはならない。

•	 化学企業は、スワップ契約を結んでいる場合、提携先企
業の排出量を別途報告することができる。

化学製品に関するスワップ契約の一例を次に示す。ヨーロ
ッパにあるA社は製品Xを製造し、アジアにあるB社は製品
Yを製造している。両社はスワップ契約を締結し、B社は製
品X (A社製) を欧州の顧客に販売し、A社は製品 (B社製) 
をアジアの顧客に販売している。

スワップ契約の異なる事例、すなわち、年間 (つまり年次の
バランスシートにおいて) の化学製品の交換が、それぞれ
同量か同等の量であるか、異なる量であるかによって区別
する必要がある。

すべてのスワップ契約において、各社は自社の製品に関連
するスコープ1、2、3の排出量を算定しなければならない。
すなわち、A社は製品Xの製造に関連するスコープ1、 2、3
の上流での排出量を、B社は製品Yの製造のためにかかる
排出量をそれぞれ算定し報告する。これは、スワップ契約
に関わる両社が、スコープ3.1において自社の原材料購入
に関連するGHG排出を算入し、スワップ契約により物理的
に顧客に届けられる製品に関する原材料購入は算入しな
いことを意味する。スワップ取引先の事業者から顧客まで
の輸送に伴うGHG排出量においてのみ販売事業者が報告 
(スコープ3において) しなければならない。すべてのスワッ
プは、石化を石化由来製品と、バイオをバイオ由来製品と
交換するなど、似たような性質を持つはずである。 
材料のみがスワップされ、PCFは例に示したように別々に
算出される。事例2を図4.6に示す。スワップは、受け手側、
送り手側のいずれの事業者についてもPCFの算定に影響
を与えない。

図4.6 同じ製品で数量がほぼ同じものをスワップする場合－事例1

A社

B社

製品X

製品Y

スコープ3 上流

スコープ3 上流

B社の顧客

A社の顧客

100t

100t

スコープ1・2

スコープ1・2

シクロヘキサン 

シクロヘキサン 

*出典：[化学部門バリューチェーンの企業GHG排出量算定および報告に関するガイダンス、WBCSD 2013、ISBN番号978-2-940521-03-6]。 
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A社の算定と報告

1.	�シクロヘキサン (製品X) 100トンの製造に関わるスコ
ープ1、スコープ2の排出量および上流のスコープ3排出
量。

2.	�スワップ取引先の事業者 (B社) から顧客までのシクロ
ヘキサン (製品Y) 100トンの輸送に関わるスコープ3排
出量。

B社の場合もこの逆で同じ要領である。

顧客に通知されるPCFは、販売会社の同一製品のPCFであ
る。つまり、例えば、B社の顧客は、B社が製造したシクロ
ヘキサンのPCFを受け取り、納入されたA社の製品のPCF
を受け取るわけではない。

これにより、事業者が顧客にその算定とデータの根拠に
責任を有するPCFのみを通知することが保証される。さら
に、顧客との情報交換は、スワップ取引の相手が変わって
も一貫性を保つことができる。また、カーボンフットプリ
ントの高い製品をスワップするインセンティブにもならな
い。事例1を図4.6に示す。

図4.7 同じ製品を異なる数量でスワップする場合－事例2

A社

B社

スコープ3 上流

スコープ3 上流

B社の顧客

A社の顧客

100t

50t

スコープ1・2

スコープ1・2

シクロヘキサン 

シクロヘキサン 

A社の算定と報告

1.	�シクロヘキサン (製品X) 100トンの製造に関わるスコ
ープ1、スコープ2の排出量および上流のスコープ3排出
量。

2.	�スワップ取引先の事業者 (B社) から顧客までのシクロ
ヘキサン (製品Y) 50トンの輸送に関連するスコープ3排
出量。

B社の算定と報告

1.	�シクロヘキサン (製品Y) 50トンの製造に関わるスコ
ープ1、スコープ2の排出量および上流のスコープ3排出
量。

2.	�スワップ取引先の事業者 (A社) から顧客までのシクロ
ヘキサン (製品X) 100トンの輸送に関連するスコープ3
排出量。

3.	�スコープ3.1の購入原材料としてのA社からの差分50ト
ンに相当するCradle-to-gateのGHG排出量。

それぞれの事業者のバランスシート上の数量の差を補うた
めに、実質的に50トンしか製造していないが、100トンの
シクロヘキサンを顧客に販売したB社は、スコープ3.1*の
購入原材料として「足りない」50トンに関するCradle-to-
gateのGHG排出量を計上しなければならない。

顧客に対するPCFの通知は、事例1と同じ規則に従う。

4.6.4	 合弁事業/共同支配契約

本項は、共同支配事業や合弁事業など、2社以上の事業者
が共同で責任を負う構造から製造される製品のGHG排出
量の算定方法を明確にすることを目的としており、このよ
うな事業者間の関係における生産工程の影響を、購入した
物品・サービスに対してどのように考慮しなければならな
いのかを記述したものである。

温室効果ガスプロトコル企業基準で規定されている方法
に沿って事業者が選択する算定方法によって、取るべき
手段は異なる。事業者は、「化学部門バリューチェーンの
企業GHG排出量算定および報告に関するガイダンス」 
(WBCSD, 2013) で提言されているように、GHG算定を
財務報告に合わせることが奨励される。この方法は、GHG
情報と報告された収益との内部的な整合性を担保するも
のである (表4.5)。

4.6.5	 リサイクル/リサイクル含有物 (何をどこに報告
するか： カテゴリ3.1とカテゴリ3.12の比較)

廃棄物とは、生産活動、加工、使用から生じる残留物、物
質、材料、製品で、その保有者が廃棄する、または廃棄を
意図する、もしくは廃棄を要求されるものをいう。最終処
分前に再び使用、リサイクル、再利用が可能な廃棄物に
は、二次材料という用語が使われる。これらの材料をリサ
イクルするために必要な労力とそれに伴うGHG排出量は、
投入された材料と生成された二次材料に様々な方法で関
連付けることができる。5.2.8.4章では、リサイクル材料
のPCFデータをどのように算定すべきかのガイダンスを示
す。事業者がリサイクル由来の材料を購入して使用する場
合、PCFを含めてリサイクル含有物の含有率を報告しなけ
ればならない。 

リサイクルやリサイクルされた含有物に伴う排出量は、様
々なカテゴリに分類できる。

A)�事業者がリサイクル含有物を含有する製品や材料 (最大
100%) を購入する場合、その製品のCradle-to-gateの
排出係数にリサイクル工程における上流排出量が組み
込まれるため、カテゴリ1 (購入した物品・サービス) に
反映される。もし、事業者が同等のバージン材よりも上
流排出量が少ないリサイクル材料を購入した場合、カテ
ゴリ1での排出量が少なく計上される。箇条B) の状況下
では、事業者は「事業において発生した廃棄物」の一部
をリサイクルすることができる。

B	�一方、リサイクル可能な成分を含む製品が最終的に廃棄
物となると、リサイクルされる可能性がある。この過程
で発生する排出量は、カテゴリ12 (販売した製品の使
用後処理) として報告される。

それぞれの事業者やカテゴリに排出量を正確かつ一貫し
た方法で配分し、二重計上を避けるためには、一貫した境
界を設定する標準化された方法が必要である。

スコープ3の算定と報告のための廃棄物の適用順序を考
慮し、リサイクル含有物手法 (GHGプロトコル [WBCSD 
(2013) 6] のスコープ3排出量算定技術ガイダンスp.77
～79で詳細説明) を事業者も適用しなければならない。こ
の手法では、リサイクル工程は、リサイクル製品を購入して
使用する事業者のカテゴリ3.1 (購入した物品・サービス) 
に含めなければならないとしている。

カテゴリ3.12 (販売した製品の使用後処理) への対応は、
次のとおりである。

•	 事業者は、製品の最初のライフサイクルからの排出量
のみを計上し、製品のリサイクル後の排出量は計上して
はならない。

•	 リサイクル製品の排出係数とエネルギー回収の配分比率
は、ゼロとして報告する。

リサイクル含有物手法は、リサイクル材料の投入に利用可
能な二次排出係数とおおむね一致しているため、適用が
容易である。

表4.7 出資比率基準と支配力基準の概要

出資比率基準 事業者のスコープ1およびスコープ2のGHG算定の一部として
出資比率分を含める

支配力基準 経営支配力基準 合弁事業が事業者の経営支配下にある場合、事業者のスコープ
1およびスコープ2のGHG算定に含める。または、
合弁事業が事業者の経営支配下にない場合、事業者のスコー
プ3 (カテゴリ15) に含める 

財務支配力基準 合弁事業が事業者の財務支配下にある場合は、事業者のスコ
ープ1およびスコープ2のGHG算定計算の一部として出資比率
分を含める。または、合弁事業が会社の財務支配下にない場合
は、事業者のスコープ3 (カテゴリ15) に含める

*PCFとスコープ3.1の算定には違いがある。
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4.6.6	 生物起源の排出量と除去量 

化学産業における算定段階でバイオマスおよびマスバラ
ンス製品を設定するための指針は、5.2.10.5章に記述して
いる。さらに、5.2.10.1章から5.2.10.2章、5.2.10.5章で
は、生物起源除去量および炭素に関するPCF算定のための
さらなるガイドラインを提供している。

4.6.6.1	 Cradle-to-graveの製品のLCAにおける生物起源
の排出量と除去量

欧州委員会の製品環境フットプリント (PEF2021) システ
ムおよび［GHGプロトコル製品基準］によると、生物起源
のCO2排出量および生物起源のCO2除去量は、製品使用後
処理とは無関係にニュートラル (差し引きゼロ) と見なさ
れる。CO2除去量は、使用終了製品 (EoL) のCO2排出量と
釣り合いが取れている。ISO規格では、生物起源の炭素除
去量の算定を認めており、用途や炭素の使用期間などに
応じて、別個の排出量算定を要求している。製品使用後の
用途における長期的な使用や他の用途を個別に考慮する
ことができる。

ISO 14067 [ISO 14067: 2018] によると、バイオマスの
成長過程におけるCO2吸収による生物起源除去量は、PCF
の算定に含めなければならない。バイオマスへのCO2の
除去量は、PCFの算定において、製品システムに入る際
に－1kg CO2ｅ/kg CO2と示さなさなければならない。
一方、生物起源のCO2排出量は、生物起源炭素の＋1kg 
CO2e/kg CO2と示さなさなければならない [ISO 14067: 
2018]。詳細については、5.2.10.1章を参照されたい。

焼却を伴う材料の短期的な使用の場合、Cradle-to-
graveの考慮事項においては、どちらの方法も同じであ
る。長期的な用途の場合は、最終処分によって大きな差が
算出される。CO2排出量と除去量のタイミングの影響を評
価しなければならない。大気からCO2を除去する他の技術
についても、一般的にこれらの規則が適用され、GHG削減
に対する特定の便益が考慮されなければならない。 

製品の使用段階および使用後における当該製品の内包炭
素から生じるCO2排出量 (および先行除去量) が、製品が
使用開始された後、なお定義が必要な長い期間にわたって
発生する場合 (関連するPCRで別途規定されていない場
合) 、これらの排出量は長い期間無視されるか、あるいは
炭素吸収源として扱われる可能性がある。恒久的な貯留の
場合、その期間は100年であるが、漏出があれば特定し、
監視し、報告し、製品のPCF算定で考慮しなければならな
い。製品の製造年に対するこれらのCO2排出量の時間枠
は、ライフサイクルインベントリで明記されなければなら
ない。製品システムからのCO2排出量と除去量のタイミン
グの影響を算定する場合は、インベントリで別途文書化し
なければならない [ISO 14067: 2018]。

4.6.6.2	 企業の算定における生物起源排出量 

バイオマス源からの排出量は、通常、光合成の際に吸収
されるCO2によって補われる。そのため、多くの事業者は、
バイオマスの燃焼に関連する排出量をゼロとして報告し
ている。事業者によって生物起源の排出量を報告する方
法や形式が異なれば、矛盾や混乱が生じるかもしれない 
[WBCSD (2013)]。

GHGプロトコル企業基準によると、報告企業のバリューチ
ェーンで発生する生物起源のCO2排出量 (バイオマスの燃
焼によるCO2など) は、公開報告書に含めることが求めら
れているが、スコープ3とは別に報告されている。

生物起源のCO2排出量を別途報告するという要件には、バ
イオマスの燃焼または生分解によるCO2排出量のみが適
用され、その他のGHG (CH4やN2Oなど) の排出量や、燃
焼または生分解以外のバイオマスのライフサイクルで発生
するGHG排出量 (バイオマスの加工や輸送によるGHG排
出量など) には適用されない。

スコープ1、スコープ2、スコープ3のインベントリには、排
出量のみが含まれ、除去量は含まれない。除去量 (生物学
的なGHG隔離など) については、スコープとは別に報告す
ることができる [WBCSD (2013)]。

企業報告内で、次の情報を報告する場合がある。

•	 生物起源のCO2排出量や除去量を除いたスコープ3の総
排出量 (必須)。

•	 別途：あらゆる生物起源のCO2排出量 (必須)。
•	 別途：生物起源のCO2隔離など、あらゆる生物学的CO2

除去量 (必須)。

4.6.7	 スコープ3 GHG算定におけるマーケット基準の主張手段

マーケット基準のGHG算定の主張手段は、企業や製品のGHG算定にお
いて、スコープ3の排出量を緩和する役割を果たすようになってきてい
る。現在のGHGプロトコルは、スコープ2で使用されているようなスコ
ープ3のマーケット基準の戦略を正式には承認していないが、この矛盾
を埋める改正が予想される。GHGプロトコルの「マーケット基準の算
定手法に関する調査メモ」は、マーケット基準の主張手段の初期定義を
次のように示している。

1.	�環境属性が、マスバランスや台帳方式 (Book and Claim) の証明書
のようなメカニズムを介してサプライチェーン全体にわたって移行す
る生産・流通・加工過程の管理 (CoC) のモデル

2.	�企業の主な調達地域内での排出量の削減を目的としたバリュー チェ
ーン介入型。

3.	�カーボンオフセットやインセットなどのプロジェクト基準のクレジッ
ト。

企業のスコープ3算定に関連するマーケット基準の算定メカニズムにつ
いて、いくつか次に説明する。

4.6.7.1	 生産・流通・加工過程の管理 (CoC) のモデル

生産・流通・加工過程の管理 (CoC) とは、材料がサプライチェーンを移
動する際に、材料に関する情報を伝達、監視、管理する管理プロセスで
ある [ISO 22095:2020]。ISO 22095規格では、複数のCoCメカニズ
ムが説明されている。化学製品バリューチェーンのスコープ3算定に関
連するCoC手法のうち、2つを次に説明する。EPDプログラムなど、場
合によってはこれらの手法の使用が許可されない場合もある。

4.6.7.1.1	マスバランス 

GHGプロトコルは、マスバランスのマーケット基準の主張手段を「特定
の特性を持つ材料または製品が、その特性を持たない材料または製品
と混合された証明書の購入」と定義している。 

マスバランス方式は、特定の特性 (リサイクル含有物、バイオ含有物、
低排出量原材料、5.2.8.1章で定義されたその他の持続可能性属性な
ど) をもつ材料が、その特性を持たない材料 (バージン石化由来材料な
ど) と定義された基準に従って混合できる生産・流通・加工過程の管理
モデルである。化学産業において、マスバランスのCoCにより、石化由
来原料をより持続可能な代替材料に置き換え、化石資源の消費を抑え
ることで、より循環型の経済への移行に貢献することができる。

マスバランスCoCシステムでは、認証された代替原材料の量は、(変換
係数と工程歩留まりの損失を調整した後) 個々の製品の特定の量に帰
属させることができる。代替原材料の分離使用とは対照的に、マスバ
ランスは、新しいプロセス技術や生産設備への投資を最小限に抑え、
あるいは全く行わずに、既存の生産ネットワークを利用できる。ISO 
22095によれば、マスバランス方式では、管理文書のフローと材料や製
品の物理的なフローとのつながりを示さなければならない。 

本ガイドラインでは、5.2.10.5章にマスバランス算定のためのPCF算
定のガイドラインを示している。

注： 本ガイドラインでいう「マスバランス」とは、CoCシステムのこと
であり、物理的な質量保存の概念とは異なるものである。

適切に適用するためには、二重計上および購入した代替原材料の量よ
り多くの代替帰属製品の販売を避けるため、信頼できる帳簿システム
を導入する必要がある。また、化学産業へ原料として投入されるリサイ
クル材料についても、マスバランス方式は適用できる。

4.6.7.1.2	マスバランス製品の算定

マスバランスは、加工中に持続可能な素材と従来素材の物理的な分離
を維持することが現実的でない複数の産業で使用されている。マスバ
ランス方式は、サプライチェーンにおける持続可能な生産量が、持続可
能な素材の投入量と釣り合っている (インプットを超えない) ことを保
証し、歩留まりと換算係数を適切に調整する。

持続可能な原材料と従来原材料の混合加工により、組成や技術的特性
の点で区別できない混合起源 (石化由来、バイオ由来、リサイクル廃棄
物由来など) の材料が製造される。マスバランスにより、持続可能な素
材の含有量を個々のアウトプットに帰属させ、持続可能な素材のインプ
ットの使用から価値を生み出すことができる。

マスバランス製品のPCFは、石化由来原料の負荷を代替原材料で交換
した量に置き換えて算定する。代替原材料の二重計上は避けなければ
ならない。代替原材料がマスバランス対象の製品に割り当てられてい
る場合、その他の製品はすべて石化由来原料の負荷で算定されなけれ
ばならない。さらに、代替原材料からマスバランス製品を製造すること
が、技術的または化学的に可能でなければならない。

4.6.7.2	 台帳方式 (Book and Claim) 

GHGプロトコルの「マーケット基準の算定手法に関する調査メモ」で
は、台帳方式 (Book and Claim) を「企業が物理的に消費する製品か
ら環境属性を分離した証明書の購入」と定義している。このようなシス
テムの例としては、物流業者からの低炭素燃料証書や、バンドルされて
いない再生可能エネルギー証書のようなプログラムがある。

4.6.7.3	 バリューチェーン介入

GHGプロトコルは、バリューチェー ン介入を「報告企業の供給品倉庫
や調達エリア内で、排出量を削減したり、除去量を増やしたりするプロ
ジェクト/介入であり、スコープ3のインベントリ手法 (介入を実施する
個々のサプ ライヤーに固有の一次データから得られた排出係数を使用
するなど) を用いて計上されるもの」と定義している。カーボンニュート
ラルに関するISO規格14068は、ここでも考慮することができる。
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4.6.7.4	 プロジェクト基準のクレジット

GHGプロトコルは、プロジェクトのクレジットを「プロジェク
トやより広範な介入による定量化された緩和の成果であり、
事業体間で移行するGHGの主張にクレジットされるもの。ク
レジットは、プロジェクト基準の算定方法を用いて定量化さ
れ、プロジェクトや介入から生じる排出削減量や除去量は、
反実仮想のベースラインシナリオと比較して定量化される」
と定義している。ISO14064-2や「プロジェクト算定のため
のGHGプロトコル (GHG Protocol for Project Accounting)
」のようなプロジェクト基準の算定方法は、温室効果ガス 
(GHG) の排出削減や除去強化を意図した活動の定量化、監
視、報告の標準化を提供し、それらはカーボンクレジット (オ
フセットとも呼ばれる) として知られる取引可能な証書に変
換される。ISO14068-1のカーボンニュートラル規格は、カー
ボンフットプリントの定量化、削減、オフセットを通じてカー
ボンニュートラルを達成・実証するための原則、要件、ガイド
ラインを規定している。

カーボンクレジット (オフセット) には特定の規則が適用
される。 
直接的または間接的な除去が一つの工程として含まれ、報
告企業の境界外にあることが多い。一般に、次の側面を考
慮しなければならない。

•	 GHGプロトコル企業基準のガイダンスに従い、報告企業
はすべてのオフセットをスコープ1、2、3の排出量とは別
個に報告しなければならない。これには、証書のあるオ
フセットと証書なしのオフセットの両方が含まれる。

•	 規制上の報告要件をすべて満たす必要がある。
•	 事業者は、報告するオフセットの起源について、それが

どのようなスキームの下で生成されたかを含めて、透明
性をもって開示しなければならない。

•	 事業者が報告境界内で実現した排出削減量に対
して受け取った証書を売却する場合、プラスの影
響を与える「オフセット」を報告しなければならな
い。[ISO 14064:2019, WBCSD (2013)]

•	 事業者は、オフセットやその他の種類のカーボンクレジ
ットが同じGHGスキームに由来し、かつ適切な年代のも
のであれば、合算して加えることができる。

4.6.7.5	 スコープ3のマーケット基準の主張手段に関するそ
の他のガイダンス

GHG算定の状況が進化し続けるなか、TfSガイドライン
は、GHGプロトコルやその他の新しい方法論との整合性
を維持するために改訂される可能性がある。事業者は、マ
ーケット基準の主張手段の使用が最新の基準に準拠して
いることを確実にするために、これらの動向について常に
情報を得ることが奨励される。先頃、カーボンニュートラ
ルに関するISO 14068が発行されたので、これに従って考
慮することができる。GHGプロトコルがさらに明確化され
るまでは、企業のスコープ3の算定と報告においてマーケ
ット基準の主張手段を使用する場合、組織はこれらの原則
に準じることが推奨される。

•	 厳格な信頼性、透明性、包括的な文書化を備えたプログ
ラムにのみ参加する。

•	 透明性が高く、GHGプロトコルまたはその他の適用基
準に沿った算定実務を維持する。

•	 マーケット基準の主張手段の適切な実施を裏付ける決
定的な証拠を収集する。

•	 マーケット基準の主張手段を通じて得られた環境上の
利点を、できれば認証によって実証し、定量化する。

•	 カーボンオフセットを明示的に文書化する。カーボンオ
フセットは、組織の直接・間接排出量のインベントリか
ら減算されず、区別されたままであるべきである。

4544
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バリューチェーンに
おける製品レベルの
CO2の透明性は、サ
プライチェーンの事
業者と協力して温室
効果ガス (GHG) 排
出量を特定、追跡、
削減するために非常
に重要である。
この透明性は、GHG排出量削減をより
一層大きな目標として掲げるあらゆる
産業分野の顧客からますます求められ
ている。

サプライチェーンの事業者間で製品カーボンフットプリント 
(PCF) 情報を共有することで、事業者はスコープ3のGHG
排出量を把握し、削減努力を促進することができる [GHG 
Protocol Scope 3 Standard (2011)]。

次に示す要件は、製品関連のCradle-to-gateのGHGインベ
ントリの算定に適用され、化学産業におけるPCFの算定のた
めの世界基準/ガイドラインとして機能するものである。これ
らの要件を遵守することで、PCFの算定における比較可能性、
ひいては公平な競争の場を実現することができる。透明性を
高め比較可能にするために、適用された方法や基準に関する
正確な情報が、データ交換のための要素の一部として下流で
共有されなければならない。

本ガイドラインは、最終用途に関わりなく、すべての化学
製品に適用される。

PCFは、比較のためのガイドラインや基準に従ってモデル
化され、結果をモデル化する方法において一貫性を持たせ
ている。2つの比較可能な材料間におけるPCFの結果は、
技術や使用されたサプライヤーからのデータ、地理的側面
などの違いにより異なる場合がある。

しかし、モデル化の根拠は、異なる評価手法を用いること
から生じる差異を避けるために、本ガイドラインのような
ガイドラインと関連づけ、十分な説明がなされるべきであ
る。また、算定結果は、特に様々な異なる方法を適用した
場合には、どのような方法で算出し、どのような根拠で結
果を出したかを説明する、有意かつ整合性のある報告を
付けるべきである。さらに、特に様々な異なる手法を適用
した場合の算定根拠は、このガイドラインに従わなければ
ならない。実務者またはPCF算定担当者は、PCF算定の準
備、算定、品質、および第三者への報告においての責任を
有する。

この算定は、サプライヤーが正確に報告を行っている場合
にのみ監査が可能となる。そこでTfSは、特定のプラットフ
ォームを介したデータ交換を可能にし、受信者が明確かつ
高品質で有意な情報を得られるようにするために、TfSデ
ータモデルを公表した。

本ガイドラインは、「Together for Sustainability (TfS)
」組織の専門家が、試験会社や第三者機関と共に作成した
ものであり、世界で認められている主な規格の基準を反
映し、化学物質に関する要件、手順、評価方法によって構
成されている。本ガイドラインは、他の一般的な基準の変
更、これまで考慮されていなかった新しい側面、市場から
の新たな要求などにより、大幅な変更または修正が必要
になった場合に更新される。その場合、TfSのウェブペー
ジで旧版と比較した変更点とともに改訂を示した後に公
開される。旧版は、TfSのアクセス可能なアーカイブに保
管される。

TfSは、類似製品のPCFデータを比較することは、算定基
礎となる適用方法論が異なること、使用するデータの不確
実性、データの質的な水準の違い、地域や技術の違い等か
ら、しばしば困難であることを認識している。このため、
本ガイドラインは、化学物質のPCFを比較する際の問題を
軽減することを目指している。今後、PCFは企業のGHG削
減戦略を支援するための重要な情報源となることが予想
される。

業界固有のガイドラインに従ったサプライヤーからのPCF
情報は、サプライチェーンの透明性に貢献する。すべての
関連情報 (対象範囲、使用した基準、適用したPCR、使用
したデータ源、適用した配分方法など) を網羅した優れた
報告書は、化学物質のPCF結果についてより深い理解を
もたらす。

PCF調査報告書の目的は、PCFまたは部分的なPCFを含
むPCF調査を記述し、本書の規定が満たされていることを
実証することである。各事業者のPCF算定結果は、様々な
方法で利用することができる。第一の例として、内部審査
が推奨されているB2Bでのデータ交換が挙げられる。さら
に、事業者は、外部審査が要求されるPCF結果を様々な方
法で公表することができる [ISO 14026:2017]。PCF調
査の結果および結論は、偏りなくPCF調査報告書に文書化
されなければならない。結果、データ、方法論、仮定並び
にライフサイクルの解釈は、透明性があり、読者がPCF調
査に内在する複雑さと妥協点を理解できるように、十分詳
細に提示されなければならない [ISO 14067:2018]。

本ガイドラインは、気候変動に関する政府間パネル 
(IPCC) により定義された、関連する全てのGHGに焦点を
当てるものである。関連するGHG排出量とその排出係数
は、5.2.6章で詳細に説明されている。

しかし、GHG以外の環境影響 (大気質、水利用、生物多様
性など) に対処する必要がある場合、一般原則は化学物質
にも使用・適用できる。これらは、化学産業の顧客から寄
せられる質問においてますます一般的になってきており、
同じ方法を影響全体において活用することが可能である。
この文脈ではさらに細部の明確化が必要となるが、本ガ
イドラインの拡充につながる将来の課題と見なすことが
できる。

図5.1では、本書の利用個所の閲覧を容易にするべく、最
も関連性の高い章を見つけやすくし、他の章をスキップで
きるように概要を示している。図5.1は、この主題の初心
者が、最初の算定をできるだけ迅速に開始し、不明点があ
れば後に具体的な質問を付け足すための助けにもなるは
ずである。

現在、TÜV Rheinland Energy & Environment 
GmbH社は、TfSに対して次のサービスを提供してお
り、2024年第4四半期に完了する予定である。

•	 適用されるすべての関連基準 (SBTi、PACT 
Methodology、GHGプロトコルなど) に照らして
ガイドラインを評価する。

•	 申請者の報告要件がガイドラインで十分に定めら
れているかどうかを確認する。

•	 使い勝手の良さを検証し、最適化のための工夫を
提供する。

•	 テスト段階 (TfSのWP1-4) と最終段階 (TfSの
WP1-5) において、議論の積み重ねと改善点の洗
い出しをおこなう。

用いられた手法や算定方法は、ガイドラインの目的に
沿って合理的で透明性があり、適切であることが確認
された。提示された手法や算定例は、一貫性があり、
透明で分かりやすいものであった。

https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#tfspcfdatamodel
https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#tfspcfdatamodel
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5.2.8.1章から5.2.8.3章の
データ要件を読む

5.2.1章から5.2.3章を読む

データ品質評価は5.2.11章
検証と報告は5.3章

製品、すべての前駆体、インプットが明確に定義されているか？

はい

はい

いい
え

工程で使用されるすべての前駆体
とその量は分っているか

5.2.5章から5.2.7章のデータ要
件を読む

廃棄物処理
やリサイクル
が工程の一

部となってい
るか

PCF算定

「炭素の回収と
貯留」または「炭
素の回収と利用」
の工程は含まれ

ているか

マルチアウト
プット工程が
含まれてい

るか

バイオベース
の材料が使わ
れているか

いい
えはい

はい はいはいはい

エネルギー使用量を含む
すべての必要なインプット
とデータセットのリストを

作成する
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5.1	目標および適用範囲 

5.1.1	 一般

本ガイドラインの適用範囲は、いわゆる「Cradle-to-
gate」のPCF算定方法を対象とし、「申告単位」 (5.1.3
参照) に関連するものである。

本ガイドラインに従うことで、各組織で策定された基準
やガイドラインに基づいたCradle-to-gateのPCFを算定
することができる。

一般的な項目は、5.2.4章で述べた基準に準拠している
が、現在の基準に詳細が反映されていない化学物質に
ついて、本ガイドラインで特定の規則を定めている場
合は、その旨を記載している。本ガイドラインは、ISO 
14067:2018およびGHG プロトコル 製品ライフサイク
ル算定・報告基準に完全に準拠している。具体的な要件
として、dLUCと航空機からのGHG排出量は、関連する場
合、データ交換形式に従って報告しなければならない。そ
の他の関連する可能性のある基準やガイドラインに完全
に準拠することは今後の課題である。本ガイドラインの
準拠性については、TÜV Rheinland社によって妥当性が
確認された。

本書全体で使用しているCradle-to-gateのPCFとは、製
品システムにおける一つ以上の選択された工程でのGHG
排出量と除去量の合計であり、 CO2換算値 (CO2e) で表
され、ライフサイクル内の選択された段階または工程に
基づくものである。本ガイドラインにおける選択された段
階とは、5.1.2章で詳細に定義されたシステム境界内の全
ての活動を対象としている。

GHGのみに限定した製品評価には、分析が簡素化され、
利害関係者に明確に伝えることができる結果が得られる
という利点があることに留意しなければならない。GHG
のみのインベントリの限界は、環境影響間の潜在的な
トレードオフまたはコベネフィットが見逃される可能性
があることである。したがって、GHGのみのインベント
リの結果は、 製品の全体的な環境性能の伝達には使
用すべきではない [GHG Protocol Product Standard 
(2011)]。

5.1.2	 システムバウンダリ

本ガイドラインにおける境界とは、製品が工場の門を出
るまでの、採取、製造、輸送の全過程からなるCradle-
to-gateのPCFをいう。製品の使用と使用後の製品から
の下流の排出量は、一般的にCradle-to-gateのPCFから
除外される (図5.2)。

Cradle-to-gateのPCFの算定には、次の活動を含めな
ければならない：石化由来または生物起源の除去物、エ
ネルギー消費 (スコープ2：電気、外部熱、蒸気。スコープ
1：天然ガス、バイオガスなどの燃料消費) 、ユーティリテ
ィ、製造、搬入輸送、生産拠点間の輸送、プロセス廃棄物
の処理、廃水処理、反応に消費される触媒を含む原材料
消費のすべてのスコープ3関連のGHG排出量を含む生産
工程のすべての直接 (スコープ1) および間接 (スコープ2) 
のGHG排出量 [BASF SE 2021]。これらに含まれる活動
に関する詳細情報は、表5.1に記載されている。

本ガイダンスは製品に関するものであるため、次の活動
はCradle-to-gateのPCFの境界内に含めてはならな
い：生産設備、建物、インフラストラクチャ、その他の資

5.2.8.4章を
読む

5.2.10.4章を
読む

5.2.9章を
読む

5.2.10.1章か
ら5.2.10.2章
まで読む。バイ
オマスバラン
スは5.2.10.5

章を読む

図5.1 本ガイドラインの主な章の概要

本財の製造、従業員の出張、従業員の通勤、研究開発活
動。[PACT Methodology]、表5.1。再生可能エネルギー
のインフラストラクチャについては、特に太陽光発電と風
力発電の設備をPCFに含めるべきである。太陽電池や風
力タービンの場合、排出量の大部分は製造に由来するもの
であり、エネルギー消費量が関連するのであれば、PCFの
算定に含めるべきである。また、5.2.3章の活動をカットオ
フするための要件も参照のこと。

次の活動は、カットオフ基準や顧客の要件に応じて、シス
テムバウンダリに含めるか、除外すべきである。 
製品の搬出輸送は原則として除外する (図5.2参照)。顧客
の要求により、搬出輸送を考慮する必要がある場合は、別
途算出し報告してもよい。当該製品の包装材も含めるべき
である。多くの化学品の場合、包装材のPCFへの寄与度は
無視できる。これは例えば、サプライヤーから顧客の生産
拠点に納入されるバルク化学品の場合である。包装材を
含める場合、申告単位の説明において確認できるようにす
るべきである (5.1.3章参照)。

システム境界は、どの単位プロセスをPCF調査内に含め
るかを決定するために使用される基礎でなければならな
い。PCF製品カテゴリルール (PCR) が使用される場合、
含めるべきプロセスに関するPCRの要件は、上記の要件
に優先する (5.2.4参照)。ISO14067[ISO 14067: 2018]
によれば、PCRとは、「...1つ以上の製品カテゴリに対する
製品カーボンフットプリントまたは製品の部分的カーボン
フットプリントの定量化と伝達に関する一連の特定の規
則、要件および指針」である。カットオフ基準 (5.2.3) な
どのシステム境界の設定に使用した基準は、PCF算定報告
書の中で内部的に特定し文書化するべきである。 

どの単位プロセスをPCF調査に含めるか、およびそれらの
単位プロセスをどの程度まで詳細に分析するかについて
決定しなければならない。ライフサイクルの段階、工程、
インプット、またはアウトプットの除外は、それらがPCF算
定の全体的な結論を大きく変えない場合にのみ許される。
「Cradle-to-gate」の手法では、使用段階と廃棄段階は、
必ずしも関連性が低いとは限らないが、分析範囲に含まれ
ないため除外される。カットオフ手法については、5.1.3章
において詳細に説明する。

次の表5.1は、システムバウンダリに含める活動、除外する
活動、および任意に選択できる活動の概略を示したもの
である。

5.1.3	 PCFの申告単位 (DU) 

申告単位 (DU) は、Cradle-to-gateのPCFの定量化にお
いて基準単位として使用される製品の量を表す。化学製
品の場合、申告単位は製品1kgとして定義されることが多
い。

本TfSガイドラインは、Cradle-to-gateのPCFを算定する
際の手引きとなるものであり、製品のライフサイクル全体
を含むものではないため、申告単位の使用についてのみ取
り上げる。

PCFは、申告単位当たりのkg CO2換算値で表され、温室
効果ガス (GHG) の大気排出による気候変動への累積的
な影響を示す。同じ製品を扱うすべてのサプライヤーは、
同じ申告単位を用いて排出量を算定しなければならない 
[BASF SE 2021]。

基準単位は、できれば製品1kg当たりCO2換算kgとするこ
とが望ましい。ガス (水素、LPGなど) のようないくつかの
特定の製品では、PCFは、製品の単位ノルマル立方メート
ル当たりで表される場合がある。さらに、体積単位 (リット
ルなど) や個数単位 (自動車部品など) で販売される製品
もあり、その場合、PCFはそれぞれの単位で表すことがで
きる。このような場合、TfSデータモデルの属性リストで要
求されているkgへの換算係数 (関連条件をともなう密度) 
はサプライヤーから提供を受けなければならない。なお、
ユーロなど他の測定単位を使用してはならない。

プロセスについては、PCFは蒸留製品1トン当たり、排水処
理1トン当たり、または晶析工程における製品1トン当たり
のCO2e換算値として表される場合がある。

セクターによっては、申告単位に他の単位を使う場合もあ
るが、どのような単位を使用するかに関わらず、これらの
単位をkgに換算できるよう、十分な物理的移行が報告さ
れなければならない。

Cradle-to-gate (原材料採取から工場の門まで) Cradle-to-grave (原材料採取から製品使用終了まで)

スコープ3 上流

採取 原材料 エネルギー購入 顧客

使用段階

消費者 製品使用終了 
(EOL)

スコープ3 下流スコープ1スコープ2

図5.2 システムバウンダリの定義
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申告単位に関連したPCFの結果は、申告単位当たりのCO2
換算kgとして、小数点以下1桁で報告されるべきである。
小数点以下が多くなると、数値のばらつきが大きくなるた
め、意味がない。小数点以下2桁の結果は、次のように四
捨五入されるべきである。PCFの値が高い場合は、小数点
以下を省略することができ、PCFが非常に低い場合は、小
数点以下1桁以上でも意味を持つ場合がある。

1.25kgは1.3kgのCO2換算値に四捨五入し、1.24kgは
1.2kgのCO2換算値に四捨五入する。

PCF調査は、調査対象のシステムの申告単位を明確に指
定しなければならない。申告単位は、PCF調査の目標お
よび範囲と整合していなければならない [ISO 14067: 
2018]。申告単位の主な目的は、インプットおよびアウトプ
ットが関連する基準を提供することである。したがって、
申告単位は、明確に定義され、測定可能でなければなら
ない。申告単位の例としては、例えば「含水率30%の液体
洗濯用洗剤1kg」のように、通常、製品の物理量を指す。

製品システムのPCFが算定される申告単位は、その状態 (
固体、液体、気体) にかかわらず、比重が考慮されるため、
工場出荷時の包装されていない製品の1kgである [BASF 
SE 2021]。包装が含まれる場合 (5.1.2参照) 、申告単位
は工場出荷時の包装された製品の1kgである。1kgは製品
質量のみを指す。包装された製品の重量は1kgを超える。

kgCO2e製品 (包装の影響を含む)

kg製品 (包装の質量を除く)

TfSは、本ガイドラインの次の改訂時に、包装材を含める
ための具体的なガイダンスを追加する予定である。

いずれの場合も、PCFの基礎となる申告単位の明確な定
義を開示し、PCFデータを事業者間で交換する際には、算
定結果は申告単位を参照し、成果物に統合されなければ
ならない。

表5.1 システムバウンダリに含まれる活動、除外される活動、および任意に選択できる活動

含まれる活動 除外される活動 任意に選択できる活動

生産関連原材料 (消費される触媒・
補助材料を含む) 1

エンジニアリングサービスやインフ
ラサービスなどのサービス、研究開
発活動

製品のインプット材料の包装材

ユーティリティ消費 出張や従業員の通勤 搬出物流 (システム境界内に含める
場合は別途記載すること)

エネルギー消費量 資本財および技術材

製造およびそれにかかる生産拠点
内設備における生産・発電からの直
接排出量

カットオフ要件に該当する活動 
(5.2.3章に定めるとおり)

原材料の輸送と生産拠点間の輸送

プロセス廃棄物の処理または処分、
廃水処理

(1) 非生産関連の調達 (間接調達とも呼ばれる) とは、事業者の製品に不可欠なものではないが、業務を可能にするために使用される購入した物品やサービスから構成されるものである。非生産関
連の調達には、家具、事務機器、コンピュータなどの資本財が含まれる場合がある。出典：GHGプロトコル 企業バリューチェーン基準。

5.2	算定規則

5.2.1	 PCF算定の手順

この章では、PCFを算出する際に従うべき主な算定基準を
説明する。

本書に従ったPCF調査は、次の基本的な手順をふみなが
ら、概ね4つのライフサイクルアセスメントの段階を経て
行われる。

(i) �目標および適用範囲の定義：申告単位が定義され、
システムバウンダリ内の関連するすべての活動や工
程が特定されなければならない。システム境界に
は、5.1.2章に概説されており、原材料の採取から
工場のゲートまでの製造工程、製品化、運送にかか
るすべてのサービス、材料、エネルギーのフローが
含まれる。

(ii) �活動量データの収集によるライフサイクルインベ
ントリの作成：活動量データは、システムバウンダ
リ内の各工程について収集されなければならない 
(材料投入、電力・冷却・加熱などのエネルギー投
入、購入製品、直接排出など)。各種の活動量デー
タに適用されるデータ要件は、5.2.8章に記載され
ている。収集したデータから除外できる活動の詳
細については、5.2.3章を参照されたい。

(iii) �ライフサイクル影響評価： 

a.�排出量の算定：ある工程から発生するGHG排出量
は、関連する活動量データにそれぞれの排出係数 (
申告単位当たりのCO2e) を乗じることで算出する。
活動量データという用語は、例えば、材料の投入、工
程、化学反応、作業や精製の手順を表す。  
データの種類と排出係数の情報は、5.2.5章と5.2.6
章に示されている。

b.�マルチアウトプット工程からの排出量を分割したり、
異なるアウトプットに配分するなどの追加の手順が
必要となる場合がある。このような課題に関するガ
イダンスについては、5.2.9章を参照されたい。

c.�算定基準を柔軟に適用できるようにするために、必
要に応じて異なる配分方法を適用できるような算
定を行うべきである。 これにより、必要に応じて
異なる基準のガイドラインを遵守することができる 
[PACT Methodology] 、 [BASF SE 2021] 。

(iv) �PCFの合算：PCFは、すべてのGHG排出量を合計
して算出されなければならない。

a.�事業者が製品を複数の異なる生産拠点で生産してい
る場合、その生産拠点に固有のデータ、および該当
する場合、報告する事業者の管理下にない工程に関
するその国固有の二次データを用いて、各生産拠点
のボトムアップ計算を行わなければならない。コミ
ュニケーション目的のために、事業者は生産拠点に
固有のデータを、それぞれの生産の生産量に基づい
た加重平均に集計することができる。生産拠点固有
のPCFデータを平均化した場合、その旨を透明性を
もって記載しなければならない。この場合、データ品
質スコアの低下として反映されることになる。 

b.� 一般に、データ収集は理想的には調査対象製品の
生産に関わる特定の工程から可能な限り詳細に行う
べきである。工程レベルのデータが入手できない場
合、データは工場、あるいは生産拠点レベルで収集
されなければならないが、生産拠点レベルのデータ
よりも工場レベルのデータの方が好ましい。このよ
うな場合、設備や生産拠点全体からのエネルギー使
用やGHG直接排出の排出係数は、設備や生産拠点
の特定の工程に帰属させる必要がある。これは、質
量的、時間的、あるいは他の物理的な帰属方法を用
いて行われなければならない。そのためには、設備
や生産拠点からのGHG排出量を個々の工程に帰属
させるための分割係数 (BDF) が必要となる。BDF
は、前述のように、例えば設備や生産拠点全体の生
産量 (トン) に対する比率として算定される。その
後、工場あるいは生産拠点のGHG排出量にこのBDF
を乗じることで、工程レベルのGHG排出量を算出
する。

(v) �文書化と報告。

5.2.2	 時間的範囲

PCFの時間的境界は、PCF値が代表的であるとみなされる
期間を指す [ISO 14067: 2018]。 様々な種類のデータ
に、次の時間的境界が適用される。

•	 PCFの算定に使用される一次データは、可能な限り最
近のものでなければならず、3年を超えたものであっ
てはならない。平均的な生産年度を代表する場合、直
近の丸一年 (報告年度または暦年) をPCF算定のため
の時間的境界として適用することが望ましい。生産年
度が継続的でない、あるいは不規則な場合、点検、定期
修理、あるいはその他の通常とは異なる生産条件によ
る変動を低減するために、生産データをより長い期間
で平均することができる。PCFの算定において平均生
産データを用いる場合、過去3年を超えた年数の生産 (
報告年度または暦年) 平均を、PCFの算定に使用しては
ならない [BASF SE 2021]、[PACT Methodology]。

•	 すべてのインプットとアウトプットに使用される二次デ
ータには、最新の活動量データおよび利用可能な最新
のLCIが反映されるべきである。PCFの算定に使用さ
れるLCIデータ (データベースなど) は、可能な限り最
近のもので、10年を超えたものではあってはならない 
[BASF SE 2021]。それよりも古い場合は、代わりによ
り新しい適切な代理データを使用すべきである。デー
タ品質評価は、データの選択によって影響を受けるこ
とになる。

•	 PCFは、経時的な改善を追跡するために、定期的に算
定するべきである。しかし、製品のPCF算定を手作業
に頼っている事業者や、自動算定手法を持たない事業
者にとって、これは困難なことかもしれない。したがっ
て、PCFは、生産工程に大きな変更 (元のPCFから20％
を超える影響) がない場合、データ収集の基準年から
最長3年間は有効とする。事業者は、より定期的に 
(例えば毎年) PCFの算定を更新することもできる。TfS
は、3年後または生産工程に大きな変更があった場
合、PCF値はもはや代表的なものとはみなされず、再算
定しなければならないと判断した。PCFが修正される
と、新たなPCFが元のPCFに取って代わり、その後3年
間有効となる。

•	 PCF算定の時間的境界は基準年である。PCFの基準年
および算定・報告日は、常にPCF値とともに開示されな
ければならない。
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5.2.3	 特定の活動を除外する基準 (カットオフ基準) 

一般的に、製品システムに属する全ての工程、フローおよ
び活動は、PCFに含めなければならない (一般的に除外
される活動および含まれる活動に関しては5.1.2を参照) 
[BASF SE 2021] [ISO 14067: 2018]。LCI データ収集
プロセスは、完全性を目指すものである。定量的データが
入手可能な場合は、それらを含めなければならない。ただ
し、GHG排出量においての重要性が無視できるデータの整
備に過度な労力を費やすべきではない。個々の材料やエネ
ルギーフローが、特定の単位プロセスのカーボンフットプリ
ントにとって重要でないことが判明した場合、実用上の理
由からこれらを除外することができ、その場合、データの
除外として報告しなければならない。マテリアルフローの
総質量に対する相対的な寄与にかかわらず、上流での環境
フットプリ ントが大きい材料は、PCFの算定に算入しなけ
ればならない。寄与が不確かな場合は、概算を出し、その
結果が重要であれば含めるべきである。

カットオフ基準では、PCF調査から除外できる単位プロセ
スや製品システムに関連する材料やエネルギーフローの
量やGHG排出量の重要度が指定されている [BASF SE 
2021]。さらに、データが入手できない場合、基本フロー
が非常に小さい場合 (定量化限界以下) 、またはデータの
ギャップを埋めて許容できる結果を達成するための労力
の程度が高くなりすぎる場合、カットオフが必要になるこ
とがある。

データが入手できないが、基本フローが大きい場合、デー
タギャップは5.2.6章および5.2.8章に従って埋めるべき
である。

LCAの実践では、どのインプットを評価に含めるかを決定
するために、質量、エネルギー、環境上の重要性など、いく
つかのカットオフ基準が使用される [BASF SE 2021]。 

PCFカットオフ基準の要件

1.	�単位プロセスに投入される全質量に対して累積で97%
以上となる投入材料はすべて含めなければならない。算
定の完全性を向上させてより高品質のPCFを算定するに
は、材料の全投入量の100%を含めることが望ましい。

2.	単位プロセスに投入される全エネルギーに対して累積
で97%以上となる投入エネルギーはすべて含めなけれ
ばならない。算定の完全性を向上させてより高品質の
PCFを算定するには、エネルギーの全投入量の100%を
含めることが望ましい。ほとんどの投入材料について、
質量とエネルギーのフローはPCFへの影響を正確に反
映する。非常に高いPCFを有すると考えられる、または
推定される材料が工程で使用される場合、PCF全体への
影響を評価し、カットオフはPCFの3%未満に抑えなけ
ればならない。

3.	�PCFへのインプットと影響が不明確な場合、カットオフ
を適用できるかどうかを判断するために、一般的な数値
を使用して全体的な算出を行うべきである (反復手法) 
[BASF SE 2021]。

4.	�白金族を含む触媒のような、上流の環境フットプリント
が大きい貴金属のインプットのマテリアルフ ローは、マ
テリアルフローの総質量に対する相対的寄与にかかわ
らず、たとえその投入質量が総質量の1%以下であって

も、PCF算定に算入しなければならない。PCFの算定で
は、少なくとも材料の損失 (例えば、触媒の損失) を考慮
し、バージン材料と同等のPCFを設定するべきである。
分かっている場合、リサイクルの労力もさらに考慮すべ
きである。それ以外の場合は、他のプロセスから得られ
る既知の労力を代理として使用することができる。

5.2.4	 使用した基準

5.2.4.1	 一般的な基準とPCR

この化学セクター向けのTfS PCFガイドライン
は、ライフサイクルアセスメントに関する国際規
格ISO 14040:2006/AMD 1:2020およびISO 
14044:2006/AMD 2:2020に準拠している。これらの
標準規格から派生した本ガイドラインは、製品カーボン
フットプリント (PCF) のISO 14067:2018に準拠して
いる。ISO 14067 [ISO 14067: 2018] によると、製品
カーボンフットプリントは、「CO2換算値として表され、気
候変動という単一の影響カテゴリを用いたライフサイク
ル評価に基づく製品システムにおけるGHG排出量とGHG
除去量の合計」である。ISO14067[ISO 14067: 2018]
によれば、PCRとは、「1つ以上の製品カテゴリに対する
製品カーボンフットプリントまたは製品の部分的カーボン
フットプリントの定量化と伝達に関する一連の特定の規
則、要件および指針」である。また、近年策定されたGHG
プロトコルなど他のガイドラインも参考にした。「PACT 
Methodology」や「WBCSDライフサイクル評価ガイドラ
イン」も考慮された。本ガイドラインは、概ねこれらの基準
に沿って、化学業界向けに明確化したり、例を示したりする
ものである。

バリューチェーンに沿ったPCF算定の一貫性を高めるた
め、PCF算定においては、次のガイドラインに沿って優先順
位付けされた適用順序を遵守しなければならない。

1.	�TfSガイドラインに基づき策定された、またはTfSが承
認したPCR。

2.	�ISO14000シリーズに基づく製品またはセクター固有の
ガイドライン (Plastics Europeが発表したPCRなど)。

3.	�TfSガイドラインPCRがまだない場合は、本ガイドライ
ンを使用してPCFを算定できる。

4.	�ISO 14067 規格 [ISO 14067: 2018]。

5.	PACT Methodology、GHGプロトコル製品基準 [GHG 
Protocol Product Standard]。

6.	�欧州製品環境フットプリントイニシアチブ [EU PEF] の
もとで策定された「製品の環境フットプリントカテゴリ
ルール (PEFCR)」。

同一製品について、異なる組織から公式に宣言されたPCR
が複数存在する場合、TfSは専門家チームとそれらを精査
し、「TfS承認PCR」を宣言する。決定の根拠として、まず
本TfS PCFガイドラインまたはその他の関連する基準の適
用が確認される。さらにTfSは、異なるPCRが存在する場
合、一般的な 「TfS承認PCR 」のリストを独自に発表し、
毎年更新している。各組織はTfSリスト掲載のためにPCR
を提出することができる。承認の決定には定められたプロ

セスが適用される。PCRやPEFCRとして公式に宣言され
ていないセクター固有の規則の場合、その適用もTfSによ
って正当化され検証されなければならない。

この非網羅的なリストには、TfSが認識せず審査も行
わなかった更新された文書が自動的に承認されること
を避けるため、文書の日付とTfSの最終審査の日付が
追加される。リストの掲載先リンク： https://www.
tfs-initiative.com/pcf-guideline#multioutputpr
ocessesandacceptedpcrs

5.2.4.2	  PCRの承認とリスト掲載のプロセス

PCRの承認とPCRリストへの追加を希望する組織は、PCR
とその他の説明をTfSに提出し、審査を受けなければなら
ない。TfSは、PCRが承認され、「TfS承認PCR」のレベル
を達成するためのすべての要件が満たされているかどうか
を確認する。地域の法律や規制によって管理されていない
化学品に焦点を当てたすべてのPCRは、公式かつ一般に利
用可能なTfSリストに含めるために審査され、承認を受け
ることができる。専門家チームは、ISO/TS 14027:2017
「環境ラベルと宣言 ― 製品カテゴリルールの開発」の
主な要件が満たされているかどうかを確認する。さら
に、PCRには、ISO 14044、ISO 14046、ISO 14067、お
よびTfS PCFガイドラインに準じてLCAを実施するために
適用される (次の事項などを含む) すべての要件を含めな
ければならない。

a)	��機能単位または申告単位。
b)	�システムバウンダリ：システムバウンダリの定義

は、ISO 14044:2006の4.2.3.3の要件に準じなければ
ならない。

c)	�算定で使用する特定のデータまたは算定規則の参照。
d)�配分規則：PCRは、ISO 14044:2006の4.3.4に準じて

配分規則を定義しなければならない。

PCRの審査では、最低限次の事項を取り扱うものとする。

a)	�PCRに関する一般情報 (開始者、プログラム運営者、登
録コードまたはその他の識別子)。

b)	�PCRの範囲および対象となる製品カテゴリ (1つまたは
複数) の定義。

c)	�PCRの審査に関連する製品カテゴリに適用されるその
他の基準。

d)�機能単位または申告単位に関するPCRのLCA関連要件
の批判的評価。

e)	�システムバウンダリ。
f)	�配分方法、データ品質要件、電力モデリングなどのライ

フサイクルインベントリ分析。
g)	�ライフサイクル影響評価 (LCIA)。 
h)	�ライフサイクルの解釈。
i)	�LCA算定規則の前提条件と制限。
j)	�関連する場合、指標の選択 (TfS PCFガイドラインは

GHG排出量に焦点を当てている)。
k)	�データソースと品質要件。
l)	�製品のLCAで考慮されていないライフサイクル段階に関

する申告された技術情報の文書化 (輸送距離、製品寿
命、使用中のエネルギー消費、メンテナンスサイクルな
ど)。

PCR文書は、次の事項について透明性をもって報告するも
のでなければならない。

a)	�PCRの策定における利害関係者の代表の通知、PCR委
員会の設立、およびPCRで実現される利害関係者の利
害。

b)	�PCR委員会は利害関係者によって構成される。
c)	�利害関係者の立場と能力の組み合わせのバランスを確

認する(ISO 14025:2006の5.5、6.5、9.3を参照)。利
害関係者が除外された場合は、その正当な理由を説明
しなければならない。

d)�PCR委員会の委員長が、ISO 14025に準じたLCAおよ
び環境製品申告、ならびにISO 14044、14025、ISO 
14046およびISO/ 14067、TfS PCFガイドラインに基
づくフットプリントの伝達に関する十分な知識と能力を
有していることを確認する。

e)	�寄せられたコメントに関するPCR委員会の決定を公開
する。

同一製品について、異なる組織から公式に宣言された異な
るPCRが存在する場合、TfSは専門家チームとそれらを精
査し、そのうちの1つを「TfS承認PCR」として宣言する。決
定の根拠として、本TfS PCFガイドラインとの一貫性が確
認される。

https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#multioutputprocessesandacceptedpcrs
https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#tfspcfdatamodel
https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#tfspcfdatamodel
https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#tfspcfdatamodel
https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#multioutputprocessesandacceptedpcrs
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TfSの決定プロセスでは、公表されたリストまたは次に示
すPCRでTfSが承認した配分規則を優先する。

1.	�地域の法令や規制。
2.	�国際的に運営されている団体のPCR。
3.	�地域で運営されている団体のPCR (Plastics Europeな

ど)。
4.	�EPDプログラムのPCR。

少なくとも毎年、TfSは「TfS承認PCR」のリストを発表
し、更新する。PCRやPEFCRとして公式に宣言されていな
いセクター固有の規則の場合、その適用もTfSによって正
当化され検証されなければならない。

このプロセスでは、TfSは次に示す基準で提出されたPCR
の意図も考慮する。

1.	�コンプライアンス目的で算定する場合は、地域の既存の
法律や規制に則ったPCRに準じるべきである (PEFCR
など)。

2.	�商業目的で算定する場合、事業者は世界的に有効な
PCRに準じるべきである。もしそれらが入手できない場
合は、市場の特定の地域に適用される地域のPCRに準
じることができる。

3.	�対象市場が明確でない場合、事業者はより広く受け入れ
られるよう、より包括的なPCRを優先すべきである。

5.2.5	 データの種類と情報源

データには様々な品質レベルがある。PCFの算定が有意
に適用されるためには、すべて最高品質のデータでなけれ
ばならない。高品質データとは、例えばEU-ETSのような
政府の制度のもとで検証された排出量データである。化
学反応では、いくつかのインプットが必要となる。インプ
ットに関する情報は、様々な情報源から得られる。すべて
の情報源からのインプットは、品質評価システムで評価さ
れ、品質率が最も高いデータをPCF算定に使用しなけれ
ばならない。一次データの共有とデータ品質評価について
は、5.2.11章を参照されたい。

算定時点での最新のデータベースを使用するべきである。
たとえば、2023/2024年に、石油・ガスの採掘過程からの
メタン排出量の増加に関連して、データセットに大きな変
更があった。 
そのため、これらの二次データ提供者のデータセットを
PCF算定に使用する場合は、 ecoinvent V3.10、Sphera 
MLC 2024.1またはCarbon Minds cm.chemicalデータ
ベースバージョン2.00 (2023年7月) のデータベースのバ
ージョン、またはこれらのデータベースのそれ以降のバー
ジョンを使用するべきである。他のデータソースやサプラ
イヤーのPCFも、同じ理由で更新されるべきである。これ
は、PCF算定に同じデータベースを使用している可能性が
高いためである。

情報源は次のように定義できる。

一次データ

•	 事業者固有のデータとは、その事業者 (事業者は組織
の同義語として使用) の活動を代表する1つ以上のプロ
セス (プロセス固有データ) 、1つ以上の設備 (設備固
有データまたは工場固有データ) 、1つ以上の生産拠点 
(生産拠点固有データ) から直接測定または収集したデ
ータを指す。 代表性のレベルを決定するために、サン
プリング手順を適用することができる1。

•	 一次データとは、調査対象製品のライフサイクルにおけ
る特定のプロセスからのデータと定義される。これら

は、報告企業の所有する、あるいは管理下にあるすべて
のプロセスについて収集される。直接排出データ、排出
係数、プロセス活動量データは、この定義を満たしてい
れば、一次データとして分類される。

•	 一般的に、一次データ、事業者固有のデータは、可能な
限り高い粒度で収集され、算定されることが望ましい。
これは、生産拠点固有データよりも望ましい設備固有
データ以上にプロセス固有データの方が優先されるこ
とを意味する。

•	 事業者の設備固有データまたは生産拠点固有データの
みが利用可能な場合、それらは収集または算定され、そ
れらが収集された設備または生産拠点を代表するもの
でなければならない。

•	 設備固有データまたは生産拠点固有データは、その
後、質量または他の有意の関係に基づいて、製品レベル
に細分化されなければならない。

•	 また、焼却や廃棄物処理など、複数のプロセスで共通し
て使用される単位プロセスについては、生産拠点固有
データを使用すべきである。全体の消費データは、例え
ば焼却された廃棄物1トン当たりのkg CO2eのように、
サービス単位ごとに算定するのが望ましい。 
さらに、特定のプロセスにおける特定の排出量に関する
利用可能な情報を考慮しなければならない (例えば、半
導体産業で使用されるプラズマの焼却工程からのSF6
排出量など)。

いくつかの規格では、データの質が高い場合、一次デー
タの使用を優先しており、本基準でもこれを支持する 
(5.2.11参照)。

二次データ

•	 二次データとは、事業者が入手できる特定の生産デー
タに基づいて直接収集、測定、算定されたものではな
いデータと定義されている。 
二次データには、市場レポートや特許、業界平均デー
タ、文献調査から得た工場・生産拠点レベルの詳細デ
ータから得られるサプライヤーや技術固有のデータが
含まれ、PCF算定に含めるデータの重要かつ有意な情
報源となり得る。

•	 二次データには、業界平均、文献調査に基づく推定値、
協会、公表された生産データ、政府統計、文献調査、工
学調査、特許などがあり、財務データに基づく場合もあ
る。また、外部の専門家の判断により作成された代理デ
ータ、およびその他の汎用データを含む場合もある。さ
らに、第三者のLCIデータベース、オープンソース、PCF
算定などを情報源とすることもできる。

•	 独立した審査を受けることができ、信頼性とデータ品質
評価 (DQR) スコアを向上させることができる。二次デ
ータは、一次データの収集が困難な場合、または重要性
の低いプロセス、あるいは様々な理由で二次データが
一次データよりも高い品質または適合性を持つ場合 (
例えば、特定の製品の関連データなど) にのみ、インプ
ットとアウトプットに使用されなければならない。

•	 二次データは、データの生成過程、使用するデータへの
有意な適合性、集計のレベルなどに応じて、一次データ
と同程度の品質を持つことがある。

データギャップがある場合

データギャップは、製品のライフサイクルにおける特定の
プロセスを十分に代表する一次データまたは二次データ
が存在しない場合に生じる。データが欠落している多くの
プロセスでは、合理的な推定値を提供するのに十分な情
報を得ることが可能であるはずである。従って、データギ
ャップはあったとしても、ほんのわずかなものであるはず
である。データ品質評価では、データギャップが存在し、そ
れが代理データによって埋められていることが示される。

(1) サンプリングおよびサンプリング手法の詳細については、GHGプロトコル企業基準の付録Aを参照されたい。

これに続く項では、代理データや推定データでデータギャ
ップを埋めるためのガイダンスをさらに示す。

表5.2に要約を示す。

代理データ

代理データとは、特定のプロセスの代用として使用される
類似プロセスのデータである。代理データは、特定のプロ
セスを代表するために、外挿、規模の拡大、または適合調
整できる。事業者は、十分な情報が存在すれば、製品のラ
イフサイクルにおいて調査対象プロセスの条件により近
づけるために代理データを適合調整できる。データは、プ
ロセスの地理的、技術的、または他の測定基準により適合
するように調整できる。重要なインプット、アウトプットお
よび他の測定基準の特定は、製品インベントリが存在しな
い場合、他の関連する製品インベントリまたは他の考慮事
項 (例えば、利害関係者のコンサルタントとの協議) に基
づいて行うべきである。

代理データの例としては、次のようなものが挙げられる。

•	 特定のプラスチックのインプット (HDPEなど) に関する
データが不明な場合、ポリエチレンプラスチックのプロ
セスに関するデータを使用する。特定の評価、調査対象
プロセス、PCF全体への寄与度によっては、ポリプロピ
レンの代理としてポリエチレンのデータを使用しても十
分であるかもしれない。

•	 ある地域の電力系統の排出係数を、発電構成の異なる
別の地域に適応させる。

•	 調査したプロセスに合わせて、他の製品のプロセスを適
合調整する。例えば、調査した製品の類似プロセスに適
合するように消費される材料の量を変更するなど。

推定データ

事業者が一次データを収集できない場合、あるいはデータ
のギャップを埋めるために有意な二次データや代理デー

タを統合できない場合、事業者はPCF結果への影響の度
合いを判断するために、欠落したデータを推定しなければ
ならない。推定データに基づき、プロセスが重要でないと
判断された場合、そのプロセスをインベントリの結果から
除外することができる (カットオフ基準)。重要でないと判
断する基準は、5.2.3章 [GHGプロトコル製品基準] に概
説されている。データギャップが大きく、本章で定義する
他の種類のデータで埋めることができない場合、データ
の推定値を導入しなければならない。これは、その後の推
定データの生成とデータギャップに関する全ての知識を考
慮した上で慎重に行うべきである。推定データは、PCFの
更新時にできるだけ早く一次データまたは二次データに置
き換えなければならない。データ品質評価を容易にするた
めに、製品インベントリの結果への予想される影響と併せ
て、データギャップを埋めるために行われた仮定は、文書
化することが望ましい [ISO 14067: 2018]。

5.2.6	 排出係数の要件および情報源

排出係数は、活動量データ単位当たりのGHG排出量であ
り、これに活動量データを乗じてGHG排出量を算定する。
排出係数は、1種類のGHG (CH4/燃料1リットルなど) を対
象とすることもあれば、CO2換算の単位で多くのガスを対
象とすることもある。排出係数は、製品ライフサイクルに
おける一つのプロセスを含めることもできるし、複数のプ
ロセスをまとめて含めることもできる。製品の上流プロセ
スに帰属するすべての排出量を含むライフサイクル排出係
数は、一般にCradle-to-gate排出係数と呼ばれる。事業
者は、製品ライフサイクルにおけるすべてのプロセスがデ
ータ収集過程において確実に計上されるように、インベン
トリの排出係数にどのプロセスが含まれるかを把握してお
くべきである。

排出係数は異なる情報源から得られるものであり、一次排
出係数と二次排出係数に区別される。

一次排出係数は、事業者の管理下にあるプロセスの一次
活動量データに基づいて算定された排出係数、またはサ

表5.2 一次データ、二次データ、および代理データに関する投入エネルギーおよび投入材料のデータ適用順序 [PACT 
Methodology]

アプローチ 活動量データソース 排出係数の情報源

エネルギー1  材料 エネルギー 材料

ベストケース 自社/一次 オンサイト生産の場合：自社/
一次 
購入電力の場合： 
サプライヤー固有/再生可能エネ
ルギー証書、発電源証明
その他の購入エネルギーの場
合：サプライヤー固有

サプライヤー固
有 (Pathfinder 
Network経由
など)

基本例2 自社/一次 二次データベース

ワーストケース3 自社/二次3 代理
データ

代理データとEEIOデータベース

(1) 電気、冷暖房、蒸気。 
(2) 実務で広く使われている方法。  
(3) 財務データ。
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プライヤーの管理下にあるプロセスで、サプライヤーから
提供された排出係数である。原材料の排出係数がサプラ
イヤーから提供される場合、それはサプライヤー固有のデ
ータとも呼ばれる。

二次排出係数は、LCAデータベース、公表された製品イン
ベントリ報告書、政府機関や業界団体などの情報源から
得られるものである。 二次排出係数やデフォルト排出係
数は、二次活動量データに基づいている。二次データの情
報源は、報告書に明記しなければならない。

排出係数は、常にすべてのGHGを含み、製品の上流プロ
セスに帰属するすべての排出量を含む、Cradle-to-gate
の排出係数でなければならない。

排出係数の選定には、次の適用順序を適用しなければな
らない。

1.	�一次排出係数が原材料やエネルギーのサプライヤー、ある
いは内部プロセスから直接入手できる場合は、それらを使
用しなければならない。サプライヤーまたは事業者固有の
排出係数の品質が適切であるかどうかを評価し、確認しな
ければならない (下記を参照：一次データに関するデータ
要件または適切な章の参照)。

2.	�電気や蒸気などの公益事業者からの排出係数 (いわゆ
るマーケット基準係数) を用いる場合、それらが、 燃焼
による排出量と一次エネルギー源による排出量の両方
を含む、Cradle-to-gate排出係数であることを確認す
る必要がある。公益事業者がライフサイクル排出係数を
提供できない場合、使用した一次エネルギー源やその割
合などの追加情報を開示する必要がある。エネルギー源
からの供給による上流排出量は、この情報に基づき算定
されなければならず、これにより5.2.8章にある活動量デ
ータの要件で述べたライフサイクル排出係数を得るため
に、燃焼によるCO2排出係数が補完される。さらに、提供
される排出係数は、すべてのGHGが含まれていなければ
ならないが、少なくとも、一次燃料の燃焼によるGHG排出
量の最大要因 (95％以上) であるCO2を含んだものでなけ
ればならない。排出係数は、常にCO2eとして表されなけれ
ばならない。

3.	 �公益事業者は、熱電併給設備(CHP) 工場からの排出量
を算定する際、必要に応じて使用されるデフォルトによ
る効率値を含むWBCSDの算定文書の提言に従って、
効率化手法またはエネルギー配分手法を用いるべきで
ある [WBCSD Chemicals [2013]]。

4.	�一次排出係数が入手できない場合は、5.2.6章に従って
最も適切な二次排出係数を使用する。利用可能なデー
タの中で、最も代表的で、原材料、ユーティリティ、燃料
の生産に使用される地理的・技術的に固有のPCF値を
用いる。次のような高品質で検証済みのデータベースか
らのデータのみを二次データの情報源として使用する
ことが望ましい。

原材料の二次データの選択に関する追加要件は、次に示
すように適用される。次の適用順序に従わなければならな
い [BASF SE [2021]]。

1.	�供給される原材料の生産地 (地域または国) および生
産技術が明らかな場合、地域または国/技術固有の排出
係数を選択する。地域は、全世界、いくつかの国のグル
ープ (ヨーロッパなど) 、あるいはより小さな地域 (米国
の州のグループ、カナダの州など) であることができる (
例えば、ヨーロッパにおける液化水素クロルアルカリ電
解、膜電池生産)。

2.	�供給原材料の生産地 (地域または国) は明らかだが、技
術が不明な場合は、地域または国固有の生産構成を選
択する (例えば、ヨーロッパにおける液化水素生産)。

3.	�生産地が不明な場合、入手先のサプライヤーの所在地
に基づき、地域または国の固有の消費構成を選択する (
例えば、欧州の液化水素市場)。

4.	�地域または国固有のデータセットがない場合は、GHG排
出量の観点から最も適切な他の国や地域の同じ原材料を
選択する (例：ブラジルにあるサプライヤーであれば、石炭
を主なエネルギー源とする国々の割合が高い世界平均値
を用いるよりも、ヨーロッパの液化水素クロルアルカリ電
解を用いる)。

5.	�特定の原材料のものが入手できない場合は、同じ化学グ
ループの化学物質など、適切な代理データを選択する。

搬入品および生産拠点間輸送のデータ品質は、高品質の
輸送形態の排出係数を含む輸送活動量に関するデータベ
ースの一次データに基づく。

一般的に、ライフサイクル排出係数は、次のリスト (完全
に網羅されたリストではない) のような検証済みの情報
源からデータを入手し、それに基づいて算定しなければな
らない。

•	 ISOPA、Plastics Europe、World Steel association
などの協会による検証済みデータ。

•	 GaBi (Sphera) 、Ecoinvent、Carbon 
Minds、Agribalyse、ELCD (PEF) 、IDEAデータベース
などのLCAデータベース。

•	 アメリカ合衆国環境保護庁 (US EPA) 、国際エネルギ
ー機関 (IEA) 、英国環境・食糧・農村地域省 (Defra) 
などの各国の公式排出係数データベース。

•	 輸送に関してはGLECフレームワーク [GLEC 
Framework] または DIN EN ISO 16258。

上記の参考資料において二次排出係数が得られない場
合、他の情報源や代理データを用いて不足している排出係
数を補うことができる。いずれの場合も、二次データの情
報源、または代理データの情報源の採用について報告しな
ければならない。二次データの使用範囲は、GHG排出量
全てに関してCO2換算で明記しなければならない。

情報源は、TfS データモデルで定義されているとおりに明
記するべきである。また、一次データ、二次データ、二次デ
ータのデータベースの使用について報告する必要のある
属性を含め、報告要件の詳細を明記するべきである。

5.2.7	 ライフサイクル影響評価 (LCIA)

PCFは、製品のライフサイクルにおいて、気候変動という環境
影響カテゴリに対して与えうる環境影響を表している。この影
響カテゴリは、温室効果ガスの種類によって気候変動への影
響が異なることを考慮し、単位をkg CO2換算 (CO2e) とした地
球温暖化係数 (GWP) で表される。

活動量データのGHG排出量（CO2e）を算定するための基本式
は、算定式5.1で定義されている。

算定式5.1 

Kg CO2e = 活動量デ
ータ

X 排出係数 X GWP

活動量 (kg 
GHG/活
動量)

(kg CO2e/
kg GHG)

例えば、活動が原材料であるメタノール5000kgの購入であり、
サプライヤー固有の排出係数が0.80kg CO2e/kgの場合、活動
のGHG排出量は5000 × 0.80 = 4000kg CO2eとなる。

直接排出量のCO2eを算定する基本式は、算定式5.2で定義さ
れている。

算定式5.2 

Kg CO2e = 直接排出量データ × GWP

(単位) (単位) (kg GHG) (kg CO2e/kg 
GHG)

収集された活動量データの種類により、必要となる排出係数
の種類は異なる。

図5.4では、クロルアルカリ電解のGate-to-gateプロセスデー
タを例として示している。選択した材料とエネルギーのインプ
ットとアウトプットの塩素生産量の加重平均を、塩素1kg当た
りで示す。図中の数値は配分されたものではなく、平均的な電
解プロセスのインプットとアウトプットの合計を塩素の生産量
で割ったものであり、一部のインプットのみが示されている。

配分はこのGHG情報の生成に沿って行われる。ま
た、[EUROCHLOR 2022] の配分に先立ち、ガイドラインに準拠
したデータセットを作成するために、活動量データおよび排出
係数をどのように導入するかが示されている。

GHG排出係数/PCFデータ

申告単位当たりのCO2eでのGHG総排
出量

地球温暖化係数 
(GWP) を用いたライ
フサイクル影響評価

GWP係数が、個々
のGHGを共通単位

CO2eに変換 

GHG当たりの
排出係数

活動当たりの排
出量インベントリ

の作成

活動量データを用
いた排出量インベ

ントリの算定

申告単位1kWh
当たり

排出係数の様々
な情報源が利

用可能 

活動量データ

製品を生産するた
めのシステム境界
内の活動リスト

影響寄与当た
りのGHG排

出量のインベ
ントリ

CO2

1.13kg CO2e/kWh

CO2

1kg CO2e/kWh2kg CO2/kg

CO2 CO2
X

発電機での石油
の燃焼

1kg CO2e/kg CO2石油0.5kg 

化学量論に基づく
GHG排出量の算
定：GHG LCI/石

油1kg

CO2

0.1kg CO2e/kWh0.2kg CO2/kg

CO2 CO2X

石油の購入

1kg CO2e/kg CO2石油0.5kg 

サプライヤーの 
(TfS) Cradle-to-

gate PCFのデータセ
ット：PCF/石油1kg

CO2

0.03kg CO2e/kWh0.2kg CO2/t×km 
0.01kg CH4/

t×km

CO2 CH4
CO2 CH4

X

トラックによる石
油の輸送

1kg CO2e/kg CO2 
30kg CO2e/kg CH4

石油0.5kgl  
(120kmの輸送)

LCAデータベース
「Cradle-to-gate 
LCI」のデータセ

ット： 
GHG LCI/kg×km

図5.3 1kWhの発電量を例としたPCF算定のためのデータの種類 
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PCFの算定は、製品システムからの各GHGの排出量・除去
量の合計と、必要に応じて配分規則を適用することによっ
て行われる（5.2.9章と5.2.10章を参照）。

算定されなければならないGHGは、「Required 
Greenhouse Gases in Inventories: Accounting and 
Reporting Standard Amendment」と題されたGHGプ
ロトコルのなかで定められている。このリストには、二酸
化炭素 (CO2)、メタン (CH4)、亜酸化窒素 (N2O)、ハイド
ロフルオロカーボン (HFC)、ペルフルオロ化合物、六フッ
化硫黄 (SF6)、三フッ化窒素 (NF3)、パーフルオロカーボ
ン(PFC)、フッ化エーテル (HFE)、パーフルオロポリエー
テル (PFPEなど)、クロロフルオロカーボン (CFC)、ハイ
ドロクロロフルオロカーボン (HCFC) などが含まれてい
る。GHG排出量は、CO2換算で集計しなければならず、個
々のガスについて個別に報告すべきではない。

PCFの算定には、IPCCの第6次評価報告書 (AR6) に基づ
き、気候変動に関する政府間パネル (IPCC) による100年
の地球温暖化係数 (GWP100y) を用いる。この係数には
二酸化炭素以外の温室効果ガス (非CO2ガス) の気候炭素
反応も含まれている。 今後、更新があれば、TfSは最新版
に従ってガイドラインを更新していく予定である。

AR6地球温暖化係数は、IPCCの「AR6 Climate Change 
2021 Physical Science Basis」の第7章、表7.15から
優先的に抽出されなければならない。この表には、CH4
とN2Oの化学効果が含まれている [IPCC 2021- The 
Physical Science]。

表7.15に記載されていない物質のAR6地球温暖化係数係
数は、「AR6 Climate Change 2021 Physical Science 
Basis」の第7章「Supplementary Material」にある表
7.SM.7から抽出されなければならない [IPCC 2021- 
The Supplementary Material]。

全てのPCFは、IPCCの第6次評価報告書AR6[IPCC, 
(2021a), Climate Change 2021- The Physical 
Science Basis]に準じて、100年の地球温暖化係数を用い
て正確に算定されなければならない。

PCF報告書では、どのIPCC評価報告書の根拠を用いたか
を開示しなければならない。

GHG排出係数/PCFデータ

申告単位当たりのCO2eでのGHG総排
出量

CO2

CO2

CO2

0.93 kg CO2e/kg

0.43kg CO2e/kg

0.001kg CO2e/kg

地球温暖化係数 
(GWP) を用いたライ
フサイクル影響評価

GWP係数が、個々
のGHGを共通単位

CO2eに変換 

GHG当たりの
排出係数

0.395kg  
CO2/kWh

0.2kg  
CO2/kg

0.14kg  
CO2/kg

CO2

CO2

CO2

CO2

CO2

CO2

活動当たりの排
出量インベントリ

の作成

活動量データを用
いた排出量インベ

ントリの算定

塩素1kgの申告
単位当たり

排出係数の様々
な情報源が利

用可能

X

X

X

活動量データ

系統電力の利用

塩の購入

硫酸の購入

製品を生産するた
めのシステム境界
内の活動リスト

1kg CO2e/kg CO2

1kg CO2e/kg CO2

1kg CO2e/kg CO2

硫酸 0.01kg

塩 2.15kg

2.36 kWh

影響寄与当た
りのGHG排

出量のインベ
ントリ

CO2

1.4kg CO2e/kg

電力系統からの
データを基にし
たGHG排出量の

算定： 
GHG LCI/kWh

サプライヤーの (TfS) 
Cradle-to-gate PCF

のデータセット： 
PCF/石油1kg

LCAデータベース
「Cradle-to-gate 
LCI」のデータセ

ット： 
GHG LCI/kg

図5.4 PCF算定用データのクロルアルカリ電解Gate-to-gateプロセスデータ、および配分前の基本PCFへの変換
5.2.8	 活動量データの要件

活動量データには、材料、エネルギー、サービスなどの具
体的な適用や使用を記述する。LCAでは、システム境界内
の活動を記述することが、材料の使用やエネルギー使用
などのマスフローを算出するために必要である。活動量
は、製品全体のPCFに対する当該活動の寄与度を算定す
るために、後にライフサイクルインベントリと関連付けら
れる。

5.2.8.1	 電気・熱エネルギー

この章では、電気や蒸気・熱・冷却などの熱エネルギーの
使用に伴う排出量をどのように計上するかについてのガイ
ダンスを示す。

エネルギーの使用に伴うGHG排出量には、次のものを含
めなければならない。

•	 エネルギー供給システムの上流排出量 (例えば、エネル
ギー生成までにかかる燃料の採掘と輸送、または燃料
として使用するためのバイオマスの栽培と加工)。

•	 電気または熱エネルギーの生成に伴うGHG排出量 (送
電・配電時の損失を含む)。

•	 下流排出量 (例えば、石炭火力発電所の運転から生じる
灰などの廃棄物処理)。

排出係数の情報源については、5.2.6章を参照された
い。IEAやEPAのような情報源を用いる場合、上流の活動
に関連する排出量も含まれていることを確認しなければ
ならない。

事業者は、天然ガス、石油、石炭のような一次エネルギー
源を、更なる材料加工のための原材料として、 あるいは
エネルギーを生成するための燃料として購入することがあ
る。これらの一次エネルギー源を供給するための活動の上
流排出量は、5.2.8.2章「原材料」の説明に従って推定しな
ければならない。

熱エネルギー：蒸気・加熱・冷却システム

事業者は、これらのエネルギー製品の購入と使用による排
出量を、電力と同じように報告しなければならない：用い
られる契約書が、ガス取引に適したスコープ2品質基準を
満たす場合、ロケーション基準手法やマーケット基準手法
に従って報告しなければならない。

自社で生成する熱エネルギー

エネルギーが社内 (生産拠点内など) で生成され、調査対
象製品の生産に消費される場合、製品PCFの算定には、エ
ネルギー生成システムの一次データを使用しなければな
らない。活動量データおよび直接排出量の一次データは、
ボトムアップ方式で収集しなければならない。

熱エネルギーは、化学プロセス (余剰蒸気など) の副産物
として発生することもある。エネルギーやその他の副産物
からの排出量をどのように算定するかについては、5.2.9
章を参照されたい。

購入した熱エネルギー

報告企業が熱エネルギーを購入する場合、サプライヤー固

有のエネルギー製品のGHG排出係数を使用しなければな
らない (マーケット基準手法)。

マーケット基準手法は、事業者が意図的に選択した (ある
いは選択しなかった) 電力からの排出量を表すもので、契
約書から排出係数を導き出す。契約には、エネルギー生成
に関する属性に付帯したエネルギーの売買、あるいは付帯
していない属性の主張に関する二者間のあらゆる種類の
契約が含まれる。

公益事業者が、エネルギー製品のライフサイクルベースの
GHG排出係数を提供できず、直接排出 (燃焼など) による
CO2e排出係数しか提供できない場合、エネルギー生産に投
入される燃料の上流排出を加える必要がある。この場合、エ
ネルギー供給者は、使用した一次エネルギー源とその割合に
関する情報を提供する必要がある。GHG排出係数について
は、本基準に従ってDQR評価を行わなければならない。

電力

PCF算定で使用するためには、組織は通常、マーケット基
準手法 (GHGプロトコルのスコープ2ガイダンスに記載の
とおり) に従って、電力の排出量を算定することが望まし
い。使用した電力の算定方法は、PCF報告において明記す
るべきである。図5.4の決定木に従って、調達した電力の
GHG排出量に関する選択肢を決定する。前述のように、総
GHG排出係数には、発電時 (gate-to-gate) のGHG排出
量と一次エネルギー供給システムの上流排出量を含める
べきである。便宜上、同じエネルギー単位であれば、両者
を合わせて総GHG排出係数とすることも可能である。決
定木は、3つの段階に分けられている。

第1段階の左上から開始する。例外：契約書によって受電
電力のエネルギー属性証書を第三者に売却している場合
は、第3段階から開始する (図5.4参照)。

Gate-to-gateの排出係数とは、すべての上流排出量を除
いた自社境界内の排出量を考慮したものである。
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第1段階：発電所から専用送電線経由で電力が供給
されているかを確認

Gate-to-gateの排出係数の決定

組織と発電所の間に専用送電線があり、その消費電力証
書 (契約書ともいう) が第三者に売却されていない場合
は、そのサプライヤー固有の電力のGHG排出係数を使用
しなければならない。

•	 電力が自社で発電される場合 (生産拠点での自家発電) 
、発電システムの一次データを用いて、製品PCFを算定
しなければならない。

•	 第三者から電力供給を受ける場合は、第三者から入手し
たGHG排出係数を使用することができる。

組織と発電所の間に専用送電線があり、エネルギー属性
証書が契約書によって第三者に売却されている場合、組織
は決定木の第3段階から始めなければならない。

上流排出係数の決定

発電時に発生するGHG排出量は、サプライヤー固有の排
出係数の算定に含まれる。その他の上流GHG排出量 (例え
ば、燃料の採掘や発電設備への輸送にかかる排出量) お
よび潜在的なT&D (輸送と流通または送配電) 損失は、燃
料供給者または電力会社に要求するか、 データベース値 
(適切なデータベースは5.2.6章を参照) から算定すること
ができる。もし、組織に自家発電能力があり、データベース
値から上流GHG排出量を算定すると決定した場合、発電
量当たりの燃料消費量が基礎となる。第三者からの電力の
場合、算定には電力ミックスの構成が必要となる。

電力供給源 Gate-to-GateのEF 上流のEF

 

 第1段階

第2段階

第3段階

発電所から専
用送電線で電
力供給されてい
るか？

サプライヤーとの供
給エネルギーの排出
係数に関する特定契
約はあるか？

自家発電か第
三者経由か？

サプライヤーと
の供給エネルギ
ーの排出係数に
関する特定契約

はあるか？

自社所在地域の残余ミックスは入手できるか？

EF = 上流を含めた残余ミックス (情報
源：AIB、Sphera MLC、その他のDB (5.2.6章参照)) 2

EF = 上流を含めた国別電力系統ミックス (情報源： 
Sphera MLC、その他のDB (5.2.6章参照)) 2,5

第三者

自家発電
GHG直接排出量に基づ
いてEFを算定

比例配分によりGate-
to-Gateの加重排出係
数を算定 3

比例配分により上流の加
重排出係数を算定 3

サプライヤーから
のEF 1

DB値からのEF (5.2.6
章参照) 2

/ 
燃料供給業者から

のEF

排出係数(EF) 
= 0

排出係数(EF) = 0、無
視できる割合 4

購入した証書
は石化由来燃
料の排出量を
100％埋め合
わせるか？

は
い

は
い

+

+

+

+

いいえ

はい

はい

いいえ

いいえ

はい

いいえ

いいえ

図5.5 外部調達電力の適切な排出係数の選択に関する決定木

(1) �サプライヤーからの排出係数 (EF) が入手できない場合は、そのまま第3段階へ進む。
(2) �上流のEFデータが入手できない場合、代わりにIEA値の20％を適用し、 Gate-to-Gateの排出係数 (EF) に加算する。
(3) �サプライヤーから個々のエネルギーミックスの供給を受けた後、そのエネルギー源に対応する排出係数をエネルギーミックスに占める割合に乗算し、さらに購入証書による化石燃料排出量の一部埋め合わせ分も

算入する (例：エネルギーミックス：再生可能エネルギー (RE) 20%、化石燃料 (FE) 80%。購入証書：化石燃料排出量の50%を埋め合わせする量＝EF加重＝0.2 × EFRE+ 0.5 × (0.8 × EFFE) + 0.5 (0.8 × 
EFRE))。

(4) �上流の排出量を含む影響がカットオフ範囲内 (5.2.3章参照) である場合はEF=0とし、それ以外の場合は適切なDB値を使用する：データベースからの値は、全ライフサイクルを考慮し、建設段階からの排出量も含
む (Sphera MLCまたは他のDB (5.2.6章参照))。

(5) �あるいは、DB (Sphera MLCまたは他のDB (5.2.6 章を参照)) からの追加の上流EFが加えられた場合、IEAデータを導入できる。

第2段階：電力系統からの電力供給 (電力会社との
エネルギーミックスに関する特定契約)

Gate-to-gateの排出係数の決定

組織が、PPAのような再生可能エネルギー専用であれ、 
 (部分的な) 化石燃料ベースの電力であれ、電力会社と特
定のGHG排出係数を持つ電力に関して特定契約を結んで
おり、その他には再生可能エネルギー属性証書を購入して
いない場合、組織は電力会社固有の電力製品の排出係数
を使用しなければならない。この排出係数が利用できな
い場合は、電力会社の電力ポートフォリオ全体を表す排出
係数を使用することができる。

付帯していない再生可能エネルギー証書を購入する場合、
その証書が、調達した電力の化石燃料排出量を補うのに
十分であるかどうかを確認する必要がある。もし、十分で
ない場合は、証書によって補われない残りの割合に基づい
て、その電力を比例配分したGate-to-gateの排出係数を
算定しなければならない。(図5.5の脚注 (3) 参照) 、また
はマスバランス方式を適用しなければならない (本章の再
生可能エネルギー電力に関する他の注釈を参照)。証書が
化石燃料の排出を埋め合わせることができる場合、Gate-
to-gateの排出係数をゼロに設定することができる。

再生可能エネルギー証書を購入する際には、信頼性に関す
る最低限の基準を考慮するべきである。例えば、独自の主
張、再生可能エネルギー発電所の経過年数などである。こ
れは非常に古い証書は批判的に見られるか、追加性がある
とみなされるからである。ACLCAのガイダンスは、RE100
が生産拠点の経過年数に対応しているものの、発電の同
期モードを考慮していない場合のガイダンスとして利用で
きる(環境製品申告における再生可能電力の主張手段の
定量化に関するガイダンス文書は、https://www.aclca.
org/initiatives#PCR-Open-Standardで参照できる)。  

なお、電力会社は再生可能エネルギー電力の二重計上が
発生しないよう、契約により自社が供給する電力が追跡で
きるよう保証する必要がある。

上流排出係数の決定

その他の上流GHG排出量 (例えば、燃料の採掘や発電設
備への輸送にかかる排出量) および潜在的なT&D (輸送
と流通または送配電) 損失は、電力会社に要求するか、 
データベース値 (適切なデータベースは5.2.6章を参照) か
ら算定することができる。もし、組織がデータベース値か
ら上流GHG排出量を算定すると決定した場合、算定には
電力ミックスの構成が必要となる。

再生可能エネルギー証書を新たに購入する場合、その証書
が、調達した電力の化石燃料排出量を補うのに十分である
かどうかを確認する必要がある。 
そうでない場合は、証書によって補われない残りの割合に
基づいて、その電力の上流排出係数を比例配分で算定しな
ければならない。証書が化石燃料の排出をGate-to-gate
の係数で埋め合わせる場合、組織はデータベース値から
算出し、適用する再生可能エネルギーの上流排出量を決
定するべきである。上流排出量が微量であり、カットオフ
基準 (5.2.3章参照) に該当する場合は、その上流排出量
を無視することができる。それを確認するには一次データ
を用いるべきである。もし、一次データが入手できない場
合は、二次データの情報をカットオフの検証に用いること
ができる。

第3段階：残余ミックス (エネルギー混合に関するサ
プライヤーとの特定の契約がない、または具体的な
データが入手できない場合)

サプライヤー固有の電力に関する情報が得られない場合、
または再生可能エネルギー属性のエネルギー証書が第三者
に売却されている場合は、サプライヤー固有の総電力ミッ
クスを使用することができ、それが入手できない場合は、残
余GHG排出係数を用いる (マーケット基準手法)。この係数
は、証書、契約書、サプライヤー固有の係数が主張され、算
定計算から除かれた後に残る排出量を表す。組織は、データ
ベース (5.2.6章を参照) を用いて、事業地域で利用可能な
残余ミックスについて確認するべきである。データベース値
は、Cradle-to-gateの範囲を網羅していることが望ましい。
あるいは、ヨーロッパで事業を行う組織は、AIB [AIB 2021- 
European Residual Mix] などの情報源からの残余ミックス
を用い、Gate-to-gateの排出係数を決定することができる。
この情報源を使用する場合、燃料のデータベース値を使用
し、電力ミックスの構成に基づいて上流排出係数を算定しな
ければならない。AIBのRESミックスを使用する場合、電力
の上流排出量は、使用する燃料に基づいて算定するべきであ
る。他の地域で事業を行う事業者は、残余ミックスのデータ
が利用可能かどうかを確認するべきである (例えば、米国の
特定の地域では残余ミックスが公表されている。[Green-e 
2021- Residual Mix Emission Rate]を参照)。

残余ミックスのデータが入手できない場合、GHGプロ
トコルスコープ2のガイダンス [GHG Protocol Scope 
2 Standard] に従った最後の品質オプションとして、
国別電力系統ミックスを適用することができる。組織
は、Cradle-to-gateの境界を網羅する排出係数をデータ
ベース (5.2.6章参照) で確認するべきである。データベー
ス値が利用できない場合、組織はIEAデータをGate-to-
gateの排出係数として使用することができる。この方法を
選択した場合、電力系統ミックスの構成に基づき、燃料の
データベース値を適用して上流排出係数を算定することが
必須となる。

再生可能エネルギーおよび低炭素エネルギーに関するそ
の他の注意事項

再生可能エネルギー指令 [EC-Renewable Energy 
Directive] は、再生可能エネルギーまたは「グリーン」エ
ネルギー RES-Eを次のように定義している：「再生可能な
非化石資源、すなわち風力、太陽光、空気熱、地熱、温泉、
熱水、海洋エネルギー、水力発電、バイオマス、埋立地ガ
ス、下水処理場ガス、バイオガスからのエネルギー」

重要なことは、二重計上を避けなければならないことであ
る。ISO 14067 [ISO 14067: 2018] によれば、次の場合
には、二重計上は発生しない。

電力を使用したプロセスで、他のプロセスがその電力の
発電事業者固有のGHG排出係数を主張することができ
ない。

発電事業者固有の電力生産が、他のプロセスや組織
のGHG排出係数に影響を与えない場合 [ISO 14067: 
2018]。

グリーン電力の購入と使用は、ISO 14067の 6.4.9.4.4章
の基準を満たしてることを条件として、マーケット基準の
排出係数で算入することができる [ISO 14067: 2018]。

ある装置が100%再生可能エネルギーの20%の証書で稼
働している場合、総生産量の20%が再生可能であると主

https://www.aclca.org/initiatives#PCR-Open-Standard
https://www.aclca.org/initiatives#PCR-Open-Standard


要
領

6363

張することができる。あるいは、マスバランス手法を再生可
能電力や脱炭素電力に適用することもできる。この場合、
バイオマスのマスバランスCoC (5.2.10.5章) と同じ原則
を適用することができる。特定の製品のために購入した再
生可能エネルギーは、その特定の製品に適用することが
できる。CoCモデルを適用する場合、他のLCA基準や規格 
(EPDなど) との不整合が生じる可能性があることに留意す
るべきである。

再生可能エネルギーの算定にオフセットを用いてはなら
ない。

再生可能エネルギー電力に関する同じ要件と規定が、再生
可能・低炭素エネルギー熱を含む他の再生可能・低炭素エ
ネルギー形態にも適用される。

その他の注意事項

•	 調査対象のシステム内のプロセスが小島嶼開発途
上国（国連によって定義されているSIDS）にある場
合、PCFまたはCradle-to-gateのPCFは、系統連系
性に関係なく、当該プロセスの契約書を用いて追加
的に定量化することができる。

•	 契約書とは、エネルギー生成に関する属性に付帯し
たエネルギーの売買、または付帯していない属性の
主張に関する、二者間のあらゆる種類の契約を指
す。契約書には、エネルギー属性証書、再生可能エネ
ルギー証書（REC）、発電源証明（GoOs）、 グリー
ンエネルギー証書、その他特定の市場で認められた
証書が含まれる。

•	 発電事業者の固有情報には、発電所の登録名、所有
者の名前、発電エネルギーの種別、発電能力、供給
される再生可能エネルギーを含めるべきである。発
電事業者の説明のために、その他の固有情報を追加
することができる。

5.2.8.2	 原材料

原材料は、製品を生産するために購入され使用される材
料と定義されている。原材料には、一次産品と二次産品が
ある。二次材料には、例えばリサイクル材料などが含まれ
る。 ISO 14040 [ISO 14040: 2006] (5.2.8.4章を参照)
。一次原材料はしばしば「バージン」材料と呼ばれる。

PACT [PACT Methodology] によると、原材料は次のような
ものを指す。

•	 鉱業活動や農業生産など、事業者によって直接採取され
るもの。

•	 外部サプライヤーから調達されたもの。
•	 委託生産されたもの。
•	 リサイクル工程から発生したもの。

化学製品は、石油やその派生物を原材料とすることが多
い。機械や加工工場に供給される原材料は「原料」と定義
されている。

PCFの算定では、原材料の入手や前処理、または天然資源 
(採掘など) からの直接生成から工場の門まで、原材料の上
流ライフサイクル全体を考慮しなければならない。 また、
原材料の生産中に発生する廃棄物の処理も含めなければ
ならない。

PACT [PACT Methodology] によると、材料の取得とは、 
製品を作り出すために必要な環境から資源を抽出すること
を指す。前処理とは、取得したすべての天然・生物起源の資
源を精製して、生産施設で使用できるようにすることであ
る。資源採取、前処理設備、生産設備の間の輸送も含めな
ければならない。

購入原材料および化学反応に使用される原材料に関する
情報

化学反応においては、原材料を異なる生産拠点、あるいは
生産拠点内の異なる工場から購入したり、使用したりする
ことがある。

化学製品の生産ネットワーク比率および原材料の消費ミッ
クスは、PCF算定の基礎として定義することが望ましい。
異なる供給元からの製品間の関係は、報告システムの部品
表 (BOM) を使って文書化するべきである。事業者の関連
するすべての生産拠点間の社内関係は、情報ネットワーク
に統合することができる。事業者間の関係を解決し、排除
することによって、生産ネットワークの比率 (パーセンテー
ジ率) の代表的な平均値を生成することが望ましい。算定
には連結BOMを使用する。生産・生産拠点・工場ごとの需
給バランスと事業者の情報をもとに、1社で必要なすべての
原材料の比率を求めることができる。異なる供給元からの
同じ原材料の投入量の平均を算出するために、異なる供給
元の原材料のPCFと連動した質量加重手法を用いなけれ
ばならない。

平均値の算出は、次に基づいて行うことができる。

•	 外部の情報源 (外部サプライヤーから購入したもの) ：

	 - 原材料を外部サプライヤーから調達している。
	 - �購入した全ての原材料にはPCFが付属している。PCF

情報は、原材料と一緒に提供されるサプライヤー固有
のPCFまたは原材料の二次データによって取得する必
要がある (一次データおよび二次データの要件につい
ては5.2.5章、排出係数の要件については5.2.6章を参
照)。

	 - �ひとつの原材料に様々なサプライヤーが存在する場
合、原材料のPCFは、購入量によって平均化されるべき
である。別の方法として、サプライヤー固有の原材料を
特定の製品ラインに分離したうえで、その正当な理由を
文書化することができる。

•	 事業者の情報源
- �同じ事業者の別のBOMで生産された製品。
- �社内転送製品：別の自社生産拠点または工場からの

BOMで調達された製品。

•	 混合した情報源
- �同じ社内生産拠点や工場で別のBOMで生産されてい

る製品、および社内の別の生産拠点や工場から調達
されている製品、および外部のプロバイダーから調達
されている製品 [BASF SE [2021]]。

5.2.7章の算定式は、活動量データからGHG排出量
（CO2e）を算定するための基本的な式を示したものであ
る。
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(1) 副産物の定義要件の詳細については、廃棄物枠組み指令 (2008/98/EC) を参照されたい。
(1) Well-to-wheelには、燃料の生産、流通、燃焼に関わるGHG排出量が含まれる。
(2) 排出係数は、常に輸送手段・輸送形態ごとの値である。

燃料に関する一次データが 
入手可能

輸送排出係数2 (CO2e/
ton-km) を算出し、質量と距
離のデータに適用して製品固
有の輸送排出量を求める。

製品固有の排出係数 (CO2e/出
荷1トン) を算出し、質量データ
に適用して製品固有の輸送排

出量を求める。

製品固有の輸送排出量を算定
するためには、一次質量 (およ
び/または距離) データに排出

係数を適用する。

二次データベースから関連する
排出係数を入手し、製品固有の
輸送排出量を算定するために、
一次質量 (および/または距離) 

データに適用する。

は
い

いい
え

および
/または

および
/または

は
い

いい
え

検証済み排出係数が  
第三者から入手可能

原材料に使用するデータは、一次データでも二次データで
もよい (5.2.5章を参照)。 排出係数に関するその他の要
件は5.2.6章に記載されている。

サプライチェーンの能力を育成するために必要な移行期間
に対応するため、今のところ、原材料の最低データ品質要
件 (5.2.11章を参照) はない。 将来的には、TfSまたはメ
ンバー企業が最低データ品質要件を導入することが望ま
しいと考えられる。

5.2.8.3	 輸送

輸送に伴うGHG排出量は、化学製品のPCFへの影響が軽
微である場合が多いが、PCFに重要であるかどうかを繰り
返し検討し確認しなければならない (5.2.3章のカットオ
フ基準も参照のこと)。

次に示す輸送活動は、Cradle-to-gateのPCFに含めなけ
ればならない。

•	 サプライチェーンにおける輸送。例えば、原材料の自社
生産拠点への輸送や、二次請けサプライヤーから一次
請けサプライヤーへの原材料の輸送 (まだ算入されて
いない場合)。

•	 ある生産拠点から別の生産拠点への中間製品の輸送。
•	 事業者の1つの生産拠点内での輸送 (事業者の直接活

動の一環としての社内保管場所への輸送などの搬入輸
送も考慮するべきである)。

•	 搬出輸送のGHG排出量は、Cradle-to-gateのPCFには
含めてはならず、顧客から要求があれば別途算出し報
告する。

一般に、輸送排出量の算定においては、燃料のライフサイ
クル全体 (すなわち、Well-to-Wheel) 1 に関わるGHG排
出量を考慮しなければならない。

輸送は、報告企業が直接、例えば自社の貨物車やリース車
両で行うか、外部の輸送事業者によって行われるかのいず
れかである。そのため、製品に関連する輸送排出量の算定
に用いる方法は、燃料消費量、走行距離、輸送形態、積荷

の詳細などの情報の有無により変わってくる。

次項では、入手可能なデータの種類に応じた輸送排
出量の算定方法に関するガイダンスを示す (図5.6も
参照) [PACT Methodology]。このガイダンスは、以
前はPathfinder Frameworkと呼ばれていたPACT 
Methodologyの改訂版では提供されていない。

1.	�燃料使用量に関する一次データが入手可能であれば、実
際の輸送形態、距離、車両荷重に基づき、製品関連の輸
送排出量を算定するためにそれを使用することが望ま
しい。燃料消費量データは、往復の全行程を網羅するも
のであるべきで、満載、部分積載、空車での移動に関連
する全ての燃料を含むものとする (関連する場合)。こ
れらの排出量の配分は、製品質量に基づくものでなけれ
ばならない。輸送量が限定されている場合 (貨物全量が
トラックの最大積載量より少ない場合) には、その量に
応じて配分しなければならない。

2.	�一次データは入手できないが、製品固有の輸送排出量の
データが輸送を行う第三者によって提供されている場
合には、そのデータを使用し、PCFの算出に含めるべき
である。

3.	�燃料使用量に関する一次データも製品固有の輸送排出
量に関するデータも入手できない場合には、質量と最適
距離に関する一次データを用いて排出量を算定しなけ
ればならない。製品固有の排出量を算定するためには、
輸送事業者が提供する輸送の種別などに応じた排出係
数 (CO2e/ton-kmで表わされる) をこのデータに適用す
ることが望ましい。排出係数が入手できない場合は、必
要な排出係数を得るために関連する二次データベース
を参照しなければならない (適切なデータベースについ
ては5.2.6の項または [GLEC Framework] を参照)。

図5.6 製品輸送排出量の算定 [PACT Methodology] 
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注：航空機のGHG排出量は、高高度における特定の状
況下では、大気との物理的・化学的反応によって気候へ
の影響が増す。航空機のGHG排出量に関するより詳細
な情報については、 「IPCC Guidelines for National 
Greenhouse Gas Inventories」と「IPCC Special 
Report on Aviation」を参照されたい。

輸送による影響の評価：トラック輸送の事例

トラック輸送のデータセットは、製品1トン (t) をある積
載量のトラックで1km輸送した場合の環境負荷を1tkm当
たり (ton × km) で表したものである。データセットには
輸送可搬重量 (＝最大許容質量) が示される。例えば、28
～32tのトラックの可搬重量は22tであり、1tkm (満載) の
LCAデータセットは、1tの製品を22tのトラックで1km輸
送した場合の環境負荷を表している。輸送排出量は、輸送
された製品の質量に基づいて配分され、トラックの全排出
量の1/22の分しか得られない。輸送する貨物が最大積載
量 (例えば10t) より少ない場合、製品1tに対する環境負荷
は次の2つの点で影響を受ける。第一に、トラックは輸送し
た総荷重当たりの燃料消費量が少なくなり (簡略化のため
考慮されていない) 、第二に、その環境負荷は輸送した荷
重によって配分される (例えば、1/10t)。満載の貨物の質
量がトラックの最大積載量 (例えば10t) より小さい場合、
その製品の輸送は容積限度とみなされることがある。この
場合、環境負荷は実際の積載質量で算定しなければなら
ない。空での復路輸送が判明した場合は、往復での輸送排
出量の環境負荷を考慮し、輸送した製品に帰属させなけれ
ばならない。空の復路輸送の場合、最大可搬重量と比較し
て割り引いた排出係数を考慮することができる。

総トン当たり0.5純トンの平均負荷係数の仮定に基づいて
考慮することができる。長距離輸送における空の車両km
の割合は、道路輸送と比較して鉄道の方が依然としてか
なり高いと結論付けることができる。鉄道の追加の空の車
両kmは、部分的に輸送される物品の特性に起因する可能
性がある。

したがって、バルク貨物や体積の大きい貨物については、
その差はより小さいと想定し、次のように仮定する。

•	 バルク貨物を積載した車両kmで満載とする。追加の空
の車両kmは、道路輸送の最大積載量の60%と鉄道輸
送の最大積載量の80%の範囲で推定される。

•	 体積の大きい貨物を積載した車両kmの重量に関連す
る積載率は、道路輸送と鉄道輸送の最大積載量の30%
の範囲と推定される。空車率は、最大積載量に対して、
道路輸送で10％、鉄道輸送で20％と推定される。これ
らの仮定は、道路輸送の高い柔軟性と、復路輸送にお
ける他の物品の輸送手段としての汎用性を考慮したも
のである。

EcoTransIT Worldは、EN16258とGLEC Framework
に準拠したGHGと排気ガスの排出計算機を提供して
いる [Eco TransIT - Emission Calculator for GHG 
Emissions]。

ISO 14083は2023年に発行され、輸送に関するさらなる
ガイダンスを提供している。輸送を考慮したすべての仮定
とカットオフを報告しなければならない。さらに、Global 
Logistics Emissions Council (GLEC) が開発したGLEC 
Frameworkは、マルチモーダルのサプライチェーンにおけ
る物流GHGフットプリントの整合性のある算定と報告の
ための世界的に認められた方法論を適用することができ
る [Global Logistics Emissions Council (GLEC) ]。

5.2.8.4	 �廃棄物処理とリサイクル

化学製品の製造には、固形物、液体、気体、排水などの廃
棄物が発生することが多い。

廃棄物とは、保有者が廃棄する、または廃棄する予定
である、あるいは欧州廃棄物枠組み指令 [EU Waste 
Framework Directive] または類似の国内法により廃棄
することが法的に義務付けられているあらゆる物質を指
す。使用前に更なる処理を必要とする廃棄物 (すなわち、
回収廃棄物) は、本章に定める要件に準じなければならな
い。図5.7の決定木に従って廃棄物として識別された材料
については、環境負荷の帰属から除外しなければならな
い。処理工程からの影響は、廃棄物が発生した工程に関連
付けなければならない。

廃棄物は副産物とは異なり、副産物とは意図的に生産され
る製品の生産に付随して、マルチアウトプット工程において
生産されるものである。図5.7は、ある物質が廃棄物とみ
なされるのか、それとも副産物として分類されなければな
らないのか、実務者が判断するのに役立つ。「通常の工業
的慣行」には、材料のろ過、洗浄、乾燥、更なる使用に必要
な材料の添加、品質管理の実施など、生産者が製品に対し
て行うすべての工程を含めることができる。しかし、通常、
回収作業とみなされる処理は、原則として、この意味での
通常の工業的慣行とはみなされない。このような通常の工
業的慣行とみなされる処理作業の一部は、「生産工程の不
可欠な一部として生産される」という基準 (廃棄物に関す
る指令2008/98/ECの主要な規定の解釈に関するEUのガ
イダンスから採用) を満たす場合、製造者の生産現場で、
一部は次の使用者の生産拠点で、一部は仲介業者によって
実施されることがある。

図5.7の決定木で定義されている副産物は、PCF算定のた
めに考慮されなければならない。価値を有する副産物の
算定方法に関する指針については、5.2.9章を参照された
い。

本章では、廃棄物処理・リサイクル工程の負担と便益を算
定するためのガイダンスを示す。これは次の3つの場合の
PCF算定に関連するものである。

•	 製品製造に関わる業務から発生する廃棄物の処理。
•	 廃棄物焼却炉から回収したエネルギーを製品製造に利

用する場合。
•	 製品の製造においてリサイクル二次材料を使用する場

合。
•	 すべての廃棄物処理 (収集、輸送、分別、解体、破砕な

ど) の準備段階と支援活動が考慮されなければならず、
次に説明するガイドラインに従ってPCF算定に含めなけ
ればならない。

本ガイドラインでは、PCF算定をCradle-to-gateの境界と
しているため、製品自体の使用・廃棄段階からの排出量は
PCF算定に含めてはならない。なお、循環的手法における
原材料として製品に使用される場合は、本ガイドラインの
関連する章に従って考慮しなければならない。報告年度に
おける原材料の正味使用量のみを考慮しなければならな
い。閉ループリサイクルの運用に使用されるその他の影響
は、システムバウンダリに含めなければならない。

生物起源の炭素の算入については、5.2.10.1章を参照さ
れたい。

排出係数の情報源

•	 可能な限り、企業は一次データに基づいた廃棄物処理
の排出係数を使用すべきである。

	 - �廃棄物を発生させた企業が処理する場合、排出係数
は社内の一次データに基づいて算定されなければな
らない。

	 - �廃棄物を第三者に委託して処理する場合、処理業者が
自社の廃棄物処理排出量を算定し、排出係数を導出
し、検証して廃棄物を発生させた企業に伝達しなけれ
ばならない。第三者者による処理の排出係数は、TfS
の手法に基づき算定されなければならない。

•	 一次排出係数が得られない場合は、次の適用順序で二
次排出係数を使用しなければならない。

	 - �排出係数は、廃棄物の組成、処理技術、用いられる処
理技術のパラメータに関する入手可能な情報に基づい
て推定されなければならない。算定は、TfSの手法に
基づかなければならない。

	 - �それが不可能な場合、排出係数は承認された
二次データベースから導出することが望ましい 
(5.2.6 章) 。

	 - �データが入手できない場合は、埋立と廃水処理の代理
データを作成するためのいくつかの提案が付録に示
されている。

廃棄物か廃棄物でな
いか？

意図的に製造された材料か？

製品 廃棄物

材料

は
い

いい
え

は
い

は
い

は
い

は
い

いい
え

いい
え

いい
え

いい
え

材料は生産の残留物である - 以下のテストが適用さ
れる

図5.7 廃棄物に関する指令2008/98/ECの主要な規程の解釈に関するガイダンスからの決定木 

材料の使用は確実か？

通常の工業的慣行以外には更なる
加工を行わず、材料を直接使用する

その材料は生産の不可欠な部分と
して生産されたか？

材料の更なる使用は合法か1？

(1) 材料の使用が合法であるかどうかは、例えば欧州では廃棄物枠組み指令 (WFD) 第5条 (1) (d) のように、その地域に特化して確認する必要がある。
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2.0 t CO2e 0.1 t CO2e

廃棄物

廃棄物焼却製造工程「製品A」

A社

PCF製品A = 2.0t CO2e/t + 0.4t CO2e/t + 0.1t CO2e/t = 2.5t CO2e/t 

0.4t CO2e

1MWh

電気/蒸気熱電併給プラント

0.1t 

廃棄物処理・処分の排出係数の算定に関するガイダンス 

生産時に発生する非リサイクル廃棄物の処理に伴う排出
量は、主要製品または副産物に配分されるため、PCFに反
映されなければならない。 

一般的な廃棄物処理業務には、次のような処分業務が含
まれる。

•	 埋立
•	 廃水処理
•	 エネルギー回収を伴わない焼却（事例1を参照）
•	 有害廃棄物の処理

場合によっては、異なる種類の廃棄物の処理工程が一つ
の廃棄物処理施設において一緒に処理される。例えば、高
発熱量および低発熱量の廃棄物の処理工程の混合焼却
や、異なる組成を有する廃水の処理工程の廃水処理の場
合などである。このような廃棄物処理工程は、エネルギー
回収を含むかどうかに関わらず、多機能である。データが
入手可能な場合、焼却工程の影響は、5.2.9章に記載され
ている多機能工程のための配分の適用順序に従って、異な
る廃棄物種別に配分されなければならない。

事例1：エネルギー回収を伴わない廃棄物焼却

図5.8に示すように、製品Aの製造工程からの廃棄物は、
エネルギー回収を行わずに焼却される (自社または第三
者)。

焼却工程の影響は、本ガイドラインで概説されている要件
に基づいて算定または推定するべきである。得られた排出
係数は、製品AのPCFに配分しなければならない。

エネルギー回収を伴う廃棄物処理の排出係数算定に関す
るガイダンス

「廃棄物からのエネルギー回収とは、燃焼やその他のエ
ネルギー回収工程などの様々なプロセスを通じて、リサイ
クル不可能な廃棄物を熱や電気などの使用可能なエネル
ギーに変換することである。このプロセスはしばしば『廃
棄物からエネルギーへ』と呼ばれる」[EPA]。

エネルギー回収を伴う廃棄物処理の影響は、本節で概説
されている算定方法に従い、製品ライフサイクルインベン
トリおよびシステム境界に含めなければならない。

マテリアルリサイクル工程とは、廃棄物から二次材料を得
て、さらに製品製造の材料として使用する工程をいう。こ
のような工程には、例えば、熱分解、蒸留によるケミカル
リサイクル (化学的再生法) 、またはメカニカルリサイクル 
(物理的再生法) がある。算定方法に関するガイダンスは、
本章の「マテリアルリサイクルにおける排出係数算定のた
めのガイダンス」の見出しの下に記載されている。

マテリアルリサイクルとエネルギー回収を伴う廃棄物処理
は別個のものと見なされており、同等ではない。GHGの排
出を削減するために、化学産業は炭素を物質循環内に保つ
ように努力するべきである。これは主に、廃棄物発生量の
削減と残った廃棄物のマテリアルリサイクルによって実現
する。影響帰属の方法は、この両方にインセンティブを与
えるように設計されることが望ましい。

図5.8 エネルギー回収およびエネルギー利用を伴わない廃棄物焼却

焼却は最終処分であるため、最も好ましくない解決策であ
る。エネルギー回収を伴う廃棄物処理に関する様々な算
定方法がTfSグループのメンバー間でも議論されてきたが、
今のところ合意には達していない。本書では、これまで議
論されてきた次の3つの手法について、その長所と短所を
記述する (表5.3)。これら3つの配分手法のいずれかに従
わなければならない。その選択は、PCFの追加情報におい
て文書化し、伝達しなければならない。

本章の最も適切なガイダンスを選択するための議論は、さ
らに利害関係者を募り協力を求めて継続する予定である。
本ガイドラインは、変更と合意点を反映させるために適宜
更新される。また、TfSは製品カテゴリルールなどを通じ
て、このような事例に的を絞った解決策を考案することを
奨励している。

製品のシステム境界内でのエネルギー回収

廃棄物からのエネルギー回収に関連するすべての工程がシ
ステム境界に含まれる場合、配分は必要ないか、またはす
べての配分方法が同じ結果を導く。これは、生成されたエ
ネルギーが調査対象製品の工程で直接使用される場合に
当てはまる。廃棄物焼却の影響は、PCFに含めなければな
らない (事例2を参照)。この閉ループリサイクルとは、直
接再生されたエネルギーは追加の環境影響を持たない (
＝0) ことを意味する。次節で説明するように、システム境
界内でのマテリアルリサイクルについても同じことが当て
はまる。

事例2：システム境界内でのエネルギー回収を伴う廃棄
物焼却

製品Aの製造工程から排出される廃棄物は、生産拠点内に
おいて運営管理されながら焼却され、エネルギー回収さ
れる。回収されたエネルギーは製品Aの製造工程で使用さ
れる。回収されたエネルギーは製品Aのシステム境界内で
使用されるため、配分の必要はない。図5.9に示すように、
この工程から排出されるすべてのCO2eは、製品Aに帰属さ
せなければならない。

2.0 t CO2e 0.4 t CO2e

廃棄物

廃棄物焼却製造工程「製品A」

PCF製品A = 2.0t CO2e/t + 0.2t CO2e/t + 0.4t CO2e/t = 2.6t CO2e/t

0.2t CO2e

0.5MWh 0.5MWh

電気/蒸気

電気/蒸気

熱電併給プラント

0.4t 

図5.9 事業者のシステム境界内でのエネルギー回収を伴う廃棄物焼却 

A社
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製品のシステム境界外でのエネルギー回収

廃棄物は、製品システムのライフサイクルの一部である。 
エネルギー回収で処理し、そのエネルギーをさらに製品シ
ステムで使用することができる。このことにより、処理過
程の影響を分割し、各製品システムに追加すべき影響の部
分を特定する必要性が生じる。

次の一般規則を適用しなければならない。

1.	�適用可能な限り、かつ可能な限り、工程の細分化を行わ
なければならず、これにより共通の工程を分割し、配分
の必要性を回避する [GHG Protocol Product Standard 
(2011)]。

2.	 �エネルギー回収を伴う廃棄物処理については、可能な
限り、公表され承認された製品カテゴリルール (PCR) 
に沿った配分方法を適用しなければならない。

3.	�上記のいずれにも該当しない場合、次の3つの配分方
法のいずれかを適用しなければならない。その選択
は、PCFの追加情報において文書化し、伝達しなければ
ならない。

次の表では、3つの異なる手法について説明し、その長所
と短所について説明する。TfSを通じた進行中の議論の結
果に基づき、更なる更新が行われるまでは、3つの手法の
いずれかを使用することができる。

表5.3 各種評価手法の一覧

カットオフアプローチ 
[GHGプロトコル製品基
準、(2011)]
別名：リサイクル含有物手法

逆カットオフ アプローチ
別名：廃棄物配分

代替

概要 「エネルギー生産者が管理」
すべての負荷を発電エネルギ
ーに配分 

「汚染者負担」
すべての負荷を廃棄物発生工
程に配分

「市場への影響を考慮」
代替エネルギーのクレジット
により焼却時の排出量を削減

誰が負担するのか？ エネルギー利用者 廃棄物排出事業者 エネルギー利用者、廃棄物排
出事業者 

誰が利益を受ける
か？

廃棄物排出事業者 エネルギー利用者 エネルギー利用者、廃棄物排
出事業者

長所 + �エネルギー回収を伴う廃棄物
処理は、伴わない場合と比較
してインセンティブがある

+ �GHGプロトコルおよびPACT 
Methodologyに準拠

+ 適用が簡単

+ �廃棄物削減のインセンティブ
を与える

+ �廃棄物処理からのエネルギ
ー回収にインセンティブを
与える

+ �適用が簡単
+ �簡単なデータ交換 (廃棄物排

出事業者が算定のための廃
棄物データを提供し、排出係
数を受け取る)。

+ �エネルギー回収を伴う廃
棄物処理は、伴わない場合
と比較してインセンティブ
がある

+ �GHGとISOに適合
+ �LCAデータベースで一般的

に実装されている
+ �再生可能エネルギーがさ

らに利用可能になれば、廃
棄物削減のインセンティブ
になる

短所 -	� エネルギー回収と比較して、
マテリアルリサイクルに対す
るインセンティブがない

-	� 廃棄物削減のインセンティブ
がない

-	� 再生可能エネルギーと比較し
て、エネルギー利用のインセ
ンティブがない (最高の技術
と比較して排出係数が高い)

-	� LCAデータベースには調整が
必要なものがある

-	� GHGプロトコルからの逸脱
-	� 再生可能エネルギー源と比較

してエネルギー排出係数に差
がない

-	� エネルギー削減のインセンテ
ィブが低い

-	� LCAデータベースには調整が
必要なものがある

 -	�結果が代替として選択され
た比較システムに大きく依
存する

-	� エネルギー使用者と廃棄物
供給者の間で合意された、
比較ソリューションのため
の複雑なデータ交換データ 
(市場データ) が必要

企業のGHG排出量
報告との関連/影響

企業のスコープ3のGHG報告に
沿っている

企業のスコープ3のGHG報告に
沿っていない

代替排出量の別途報告が必要

カットオフアプローチ (リサイクル含有物アプローチとも
呼ばれる) に従う

•	 二次製品を生産する製品システムのインベントリ結果
には、収集、輸送、分別、解体、破砕などの準備段階お
よび支援活動の影響を加えなければならない。

•	 エネルギー回収工程に投入される廃棄物は、負荷のな
いものとして扱われなければならない。 前後のライフ
サイクルの材料に関連する負荷やクレジットは考慮さ
れない、すなわち「カットオフ」される。

•	 エネルギー回収工程の影響は、そのエネルギーを使
用する製品のインベントリ結果に加えなければならな
い。

例 3:複数の製品システムによるエネルギー回収 (カット
オフ アプローチ)

製品Aの製造工程から排出される有機溶剤廃棄物は、生
産拠点内において、運営管理のもとで廃棄物焼却炉で処
理され、エネルギー回収される。回収されたエネルギー
は、製品Aの製造工程では使用されず、製品Bの製造に使
用される。

カットオフアプローチに従い、廃棄物処理工程の影響は、
エネルギーが使用される製品Bに配分されなければなら
ない。製品Aの生産工程からの影響は、製品BのPCFに配
分されないものとする。 なお、生産工程「製品B」がA社
ではなく、第三者によって運営されている場合も、同様の
アプローチが適用されなければならない。

図5.10 カットオフアプローチを適用した廃棄物焼却からのエネルギー回収

PCF製品A ＝ 2.0t CO2e/t 
PCF製品B = 2.0t CO2e/t + 0.1t CO2e/t = 2.1t CO2e/t
PCFエネルギー = 0.1t CO2e/0.2MWh = 0.5t CO2e/MWh 

2.0t CO2e 2.0t CO2e0.1t CO2e

電力/蒸気

 
製造工程「製品B」

廃棄物

製造工程「製品A」

A社

システムカット

0.3t

廃棄物焼却

0.2MWh
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逆カットオフアプローチ (廃棄物配分法) に従う

•	 廃棄物を発生させる製品システムのインベントリ結果に
は、収集、輸送、分別、解体、破砕などの準備段階およ
び支援活動の影響を加えなければならない。

•	 廃棄物をエネルギー回収して処理する工程 (焼却など) 
の影響は、その工程で処理された廃棄物を発生させた
製品システムのインベントリ結果に加えなければなら
ない。

•	 廃棄物からエネルギーへの変換過程で回収されたエネ
ルギーは、負荷がないものとして扱われなければならな
い。前後のライフサイクルに関連する負荷やクレジット
は考慮されない、すなわち「カットオフ」される。

•	 廃棄物からエネルギーを生成する会社は、直接排出量
を報告しなければならないため、同じ会社がエネルギー 
回収を行う場合 (図5.10) 、廃棄物からの負荷のないエ
ネルギーが考慮されなければならない。

•	 逆カットオフは、5.2.8.4章で概説されているマテリアル
リサイクル工程には適用してはならない。

•	 ここで説明する逆カットオフは、製品カーボンフットプリ
ント算定にのみ適用され、したがって、廃棄物 (スコープ

3.5) やエネルギー回収を伴う使用終了後製品 (スコー
プ3.12) の企業スコープ3の算定には適用されない。

事例4：複数の製品システムによるエネルギー回収 (逆カ
ットオフアプローチ) 

製品Aの製造工程で発生する有機溶剤廃棄物は第三者に
よりエネルギー回収工程で処理される。回収されたエネル
ギーは、製品Aの製造工程では使用されず、製品Bの製造に
使用される。

逆カットオフアプローチに従い、廃棄物焼却工程の影響
は、廃棄物を排出した製品Aに配分し、エネルギーは負荷
がないものと見なされる。図5.11を参照されたい。

2.0t CO2e 2.0t CO2e0.1t CO2e

電力/蒸気

製造工程「製品B」

廃棄物

製造工程「製品A」

A社

システムカ
ット

PCF製品A = 2.0t CO2e/t + 0.1t CO2e/t = 2.1t CO2e/t 
PCF製品B = 2.0t CO2e/t 
PCFエネルギー = 0t CO2e/MWh

0.3t

廃棄物焼却

0.2MWh

図5.11 逆カットオフアプローチを適用した廃棄物焼却からのエネルギー回収

2.0t CO2e 2.0t CO2e0.1t CO2e

電力/蒸気
電力/蒸気

エネルギー生産

燃料

 
製造工程「製品B」

廃棄物

製造工程「製品A」

A社 基準エネルギー生産

PCF製品A = 2.0t CO2e/t + 0.1t CO2e/t – 0.2MWh × 0.3t CO2e/MWh = 2.04t CO2e/t 
PCF製品B = 2.0t CO2e/t + 0.2MWh × 0.3t CO2e/MWh = 2.06t CO2e/ t 
PCF基準エネルギー = 0.3t CO2e/1MWh

0.3t

廃棄物焼却

0.2MWh

1MWh

0.3t CO2e

基準エネルギー生産
に基づくエネルギー
に対するクレジット

基準エネルギー生産によ
る影響

図5.12 代替手法を適用した廃棄物焼却からのエネルギー回収

代替手法に従う：

代替手法は、多機能プロセス (エネルギー回収を伴う廃棄
物処理など) の影響を、廃棄物を排出するシステムとエネ
ルギーを使用するシステムの間で割り振る手法である。代
替手法では、エネルギー生産のために参照する基準システ
ムを含めることでこれを実現する。この手法に従う方法は
次に示すとおりである。

•	 廃棄物を発生させる製品システムのインベントリ結果に
は、収集、輸送、分別、解体、破砕などの準備段階およ
び支援活動の影響を加えなければならない。

•	 回収工程 (焼却など) から回収されたエネルギーについ
ては、基準となるエネルギー生産 (例えば、熱電併給プ
ラントの天然ガスからの蒸気) の影響を表すPCFを取
得しなければならない。 
この影響は、そのエネルギーを使用する製品システムに
加えなければならない。エネルギーを使用する製品シ
ステムは、エネルギー回収を伴う廃棄物処理から何の
便益も受けない。

•	 回収工程 (焼却など) の影響は、廃棄物を排出したシス
テムに加えなければならない。基準となるエネルギー
生産の影響を用いて、回収されたエネルギー量のクレ
ジットを減算しなければならない。

•	 代替手法で代替可能な材料のリストが作成された。リス
トは頻繁に更新される予定である。このリストに反映さ
せたい経験や要望については、TfSまでお送りいただき
たい。定められたプロセスにおける材料の代替に関す
る他の情報とリストの掲載先リンク：https://www.
tfs-initiative.com/pcf-guideline#multioutput
processesandacceptedpcrs。

事例5：複数の製品システムによるエネルギー回収 (代替
手法)

製品Aの製造工程では、廃棄物 (溶剤廃棄物など) が発生
する。この廃棄物はエネルギー回収をしながら焼却され
る。そのエネルギーは製品Bの生産に使用される。参考と
して、図5.12に示したとおり、一次燃料の焼却によりエネ
ルギーは生成できる。

https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#multioutputprocessesandacceptedpcrs
https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#multioutputprocessesandacceptedpcrs
https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#multioutputprocessesandacceptedpcrs
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事例6：熱ネットワークでのエネルギー回収 (3つの手法
の比較)

各手法の比較のために、この事例では本章で取り上げた3
つの手法すべてについて算定を行った。この事例は、バリ
ューチェーンで考えられる生産ネットワークを簡略化した
スキームで示している。異なる手法で算定された蒸気と製
品の様々なPCF値を表5.5に示す。

A社は製品Aを生産している。製品Aの生産に伴って排出さ
れる廃棄物は、エネルギー回収を行いながら焼却してい
る。エネルギー回収を伴う廃棄物焼却で発生する蒸気に加
え、熱電併給プラントとエネルギー回収を伴う製品Cの製
品使用終了後焼却を行う都市ごみ焼却からなる蒸気系統
が存在する。

A社、B社ともに製品の生産に蒸気を使用している。システ
ム内で製品Aが1t、製品Bが1t生産されている。図5.13に
示すとおり、製品Cの1tは製品使用終了後の廃棄物として
の処理である。

図5.13 生産廃棄物と一般廃棄物からエネルギーを回収する連動システムの事例

4.0t CO2e 6.4t CO2e6.4t CO2e

6.2t CO2e

3.6t CO2e

蒸
気

 
製造工程「製品B」

廃棄物

廃棄物

製造工程「製品A」

製品使用終了 
(EOL)

「製品C」

A社 B社

化学廃棄物焼却

30MWh
12MWh

15MWh

19MWh

16MWh

熱電併給プラ
ント

都市ごみ焼却

表5.4 異なる評価手法を示した図5.13の例におけるPCF算定

単位：�t CO2e/kg (材料) 
t CO2e/MWh (蒸気) カットオフアプローチ 逆カットオフアプロ

ーチ 代替アプローチ

蒸気 PCF (蒸気、熱電併
給プラント)

3.6/19 = 0.19 3.6/19 = 0.19 3.6/19 = 0.19

PCF (蒸気、化学廃
棄物焼却)

6.4/12 = 0.53 0 0.19 = PCF (蒸気、
熱電併給プラント)

PCF (蒸気、都市ご
み焼却)

6.2/15 = 0.41 0 0.19 = PCF (蒸気、
熱電併給プラント)

PCF (蒸気、合計) (3.6 + 6.2 + 6.4) /  
(19 + 15 + 12) = 
0.35

3.6 / (19 + 15 + 
12)  
= 0.078

0.19 = PCF (蒸気、
熱電併給プラント)

製品A 工程からの直接排
出量

4.0 4.0 4.0

廃棄物焼却からの
排出量

0 6.40 6.40

蒸気からの排出量 16 × 0.35 = 5.63 16 × 0.078 = 1.25 16 × 0.19 = 3.04

蒸気のクレジット 0 0 12 × 0.19 = 2.28

PCF (製品A) 9.63 11.65 11.16

製品B 工程からの直接排
出量

2.10 2.10 2.10

廃棄物焼却からの
排出量

0 0 0

蒸気からの排出量 30 × 0.35 = 10.56 30 × 0.078 = 2.34 30 × 0.19 = 5.70

PCF (製品B) 12.66 4.44 7.80

製品C EOLの排出量 0 6.20 6.2 – 15 × 0.19 = 
3.35

マテリアルリサイクルにおける排出係数算定のためのガ
イダンス

マテリアルリサイクル工程とは、廃棄物から二次材料を得
て、さらに製品製造の材料として使用する工程である。 
このような工程には、熱分解によるケミカルリサイクル、
材料の蒸留、またはメカニカルリサイクルがある。マテリ
アルリサイクルの影響は、本節の算定方法に従い、製品の
ライフサイクルインベントリおよびシステムバウンダリに
含めなければならない。

製品のシステム境界内でのリサイクル

廃棄物からのリサイクルに関連する全ての工程がシステム
バウンダリに含まれる場合は、特に考慮する必要はない。
リサイクル工程の影響は、PCFに含めなければならない。
この手法は、事例2のエネルギー回収を伴う廃棄物処理に
おいて説明されている。

製品のシステムバウンダリ外でのリサイクル

産業用材料は、バリューチェーンを通じてリサイクルするこ
とも可能である。廃棄物は、製品システムのライフサイク
ルの一部であり、二次材料として新たな製品システムにお
いて再利用またはリサイクルされる。このような場合、リサ
イクルに関連する工程の影響は、2つの異なる製品ライフ
サイクルの間で共有される可能性があるため、分割する必
要がある。

GHGの排出を削減するために、化学産業は炭素を物質循
環内に保つように努力するべきである。これは主に、廃棄
物発生量の削減と残った廃棄物のマテリアルリサイクルに
よって実現する。影響配分の方法は、この両方にインセン
ティブを与えるように設計されることが望ましい。

TfSグループのメンバー間で様々な算定方法が議論されて
きたが、今のところコンセンサスは得られていない。本章
に関しての最も適切なガイダンスを選択するための議論
は、さらに多くの利害関係者の協力を求めつつ継続され
る。本ガイドラインは、変更と合意点を反映させるために
適宜更新される。また、TfSは製品カテゴリルールなどを
通じて、このような事例に的を絞った解決策を考案するこ
とを奨励している。



要
領

7574 7574

製品LCAや事業者のサステナビリティ報告に関する基準
は現在統一されておらず、ケミカルリサイクルのような化
学産業の脱化石燃料化をもたらす重要な技術のPCFのス
テアリング効果に十分対応していない。次の方法論は、そ
れらの技術を推進するための化学業界からの提案である
が、GHGプロトコルや既存の基準とはまだ整合されてい
ない。

次項では、消費者廃棄物のリサイクルに関する評価に焦点
を当てる。リサイクルされることにより別の用途で使用さ
れる高品質または高価値の産業廃棄物の流れは、5.2.9章
の指針に従って副産物として評価されなければならない。
このことは、法的規制による廃棄物の分類に干渉してはな
らない。

エネルギー集約型リサイクル (ケミカルリサイクルなど) 
技術は、他の方法（技術的・経済的理由によるメカニカル
リサイクル）でリサイクルできない廃棄物の流れをリサイ
クルするために使用される。例えば、選別工程を経た様々
な種類の混合プラスチック廃棄物や、メカニカルリサイク
ルなどでは処理できない材料の分離などが挙げられる。リ
サイクル技術によって廃棄物が原料として使用できるよう
になった場合 (その結果、製品使用終了後の処理において
望ましくない選択肢が選ばれることを防ぎ、炭素を循環内
に維持できる) 、CO2削減や資源節約という形で社会的利
益を生み出すので、それに応じて評価されるべきである。

次の一般規則を適用しなければならない :

1.	�適用可能かつ可能な限り、工程の細分化を行わなけれ
ばならず、これにより共通の工程を分割し、配分の必
要性を回避する [GHG Protocol Product Life Cycle 
accounting standard]。

2.	�リサイクル工程から派生する二次材料については、可能な
限り、「類似工程の公表され承認された製品カテゴリルー
ル（PCR）に沿った配分方法、例えば、Plastics Europeや
[PACT Methodology]などを適用しなければならない」。

3.	�上記のいずれにも該当しない場合は、次に示す2つの算
定方法を参考にしなければならない。

第一の選択肢は、GHGプロトコル [GHG Protocol 

Product Standard] の要件により、報告に関する追加要
件を伴うカットオフ手法でなければならない。Cradle-to-
gateのPCFを提供する場合、使用終了後製品の排出量の
数値を追加報告しなければならない。

特定の場合においては、上流システム拡張手法を代替オ
プションとして使用することができる。この手法では、最
初のライフサイクルから回避された廃棄物処理に対する
クレジットを考慮した上でCradle-to-gateのPCFを算定
する。

次にこれらの手法を例を挙げて説明する。

カットオフアプローチ (リサイクル含有物アプローチとも
呼ばれる) に従う :

•	 二次製品を生産する製品システムのインベントリ結果
には、収集、輸送、分別、解体、破砕などの準備段階お
よび支援活動の影響を加えなければならない。

•	 リサイクル工程に投入される廃棄物は、負荷のないもの
として扱われなければならない。前後のライフサイクル
の材料に関連する負荷やクレジットは考慮されない、す
なわち「カットオフ」される。

•	 二次材料を使用する製品のインベントリ結果には、リサ
イクル工程での影響を加算しなければならない。

•	 対象製品について、すべての負荷のPCFを報告しなけ
ればならない。さらに、バージン代替品のEOLをリサ
イクル品との比較で示さなければならない。これが
EOLの評価も含めた具体的なPCFである。この手法で
は、材料のリサイクルによる便益を示すことができる
が、Cradle-to-gateの範囲を超えている。

この算定方法の詳細は、本章の事例3に示されている。
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図5.14 カットオフおよび追加情報の手法 - 例示的なデータ 図 5.15 USE手法によるPCFへの単一寄与度の例。 
(注：データは廃棄物と製品が同じ材料であることを前提としている)
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カットオフと追加情報の例

製品GHGプロトコルのリサイクル含有物手法またはカッ
トオフは、リサイクル工程の排出量と除去量を、リサイク
ル材料を使用するライフサイクルに配分する。さらに、リ
サイクル材料のインプットとアウトプットを含む開ループ
の状況においても、リサイクル含有物手法を用いることが
できる。

本ガイドラインでは、Cradle-to-gateのシステムバウンダ
リが焦点であるため、リサイクル活動は下流で実行される
こともあり、可視化されない。リサイクル材料が工程で使
用される場合、その便益は直線型製品のライフサイクルと
比較して可視化されない。したがって、リサイクルされた
製品には、可視化できる便益がないことが多い。全体像を
示すために、使用終了製品のシナリオを追加することで、
カットオフ算定の適用を拡張することができる。「カット
オフ・プラス」アプローチは、想定されるEOL技術を、直
線型材料ライフサイクルにリンクされたカットオフ数値に
加えるものである。「カットオフ・プラス」の「プラス」によ
って提供される追加情報により、リサイクル原材料を使用
しない直線型材料と比較したリサイクル材料の有益性が
明らかになる。図5.14では、PCFへの単一の寄与度を示し
ている。

カットオフの標準的な報告は次のとおり： 
PCF直線型材料のライフサイクル (Cradle-to-gateの最
初のライフサイクル) = 2.0kg CO2e/kg 
PCF 二次材料（Cradle-to-gateの最初のライフサイク
ル）= 3.0kg CO2e/kg 
追加報告情報：EOLを含むPCF直線型材料のライフサイク
ル＝5.5kg CO2e/kg 
EOLを含むPCF二次材料＝4.0kg CO2e/kg

バージン材料のEOL技術として、バージン材料の炭素含有
量に基づき、欧州での焼却を想定している。焼却の影響
は、回収エネルギーの代替も含めてすべてEOLに配分し
た。また、バージン材料のEOLに関する詳細な情報が得ら
れない場合は、原産国の廃棄技術の国別構成を考慮しな
ければならない。

この手法は、GHGプロトコルで説明されているカットオフ
アプローチに類似したものである。カットオフプラスによ
って提供される追加情報により、バージン材料と比較した
リサイクル材料の有益性が明らかになる。

上流システム拡張 (USE) 手法に従う :

例外的に「上流システム拡張（USE）」手法により、リサイ
クル材料の有益性を示すことができる [BASF (2020)]。 
この例外的な事例では、次の基準をすべて満たさなけれ
ばならない。

•	 他の関連する利用可能な処理方法と比較して、全体的
なGHG排出量の削減という形で社会的利益を示して
いる。

•	 商業規模拡大後に効率が向上する可能性が高い新技術
である。

•	 本TfSガイドラインに基づき、定期的に更新されるデー
タの使用を徹底する。

•	 代替廃棄物処理の市場がわかっており、その要件が明
確に定義されている。

•	 ISO準拠の代替手法が適用され、廃棄物の正確な用途
がわかっている。

•	 代替処理が最終処分に直接取って代わり、副産物の提供
により工程が削減される場合にのみ適用する。

•	 代替製品のPCFを算定し、調査対象システムと比較する
ために、代替生産工程の影響に関するデータを入手する
必要がある。 

•	 ケミカルリサイクルによって代替される最終的なEOL
オプションを選択するプロセスの明確な説明を文書化
する。

回収、選別、リサイクル工程 (熱分解など) 、最終製品のさ
らなる処理 (分解など) による負荷は、リサイクル工程の負
荷と同様に二次材料に計上する。すべての負荷を報告しな
ければならない。さらに、置き換えられたEOLの影響のク
レジットを差し引き、報告することができる。EOLの影響
を推定するための基礎として、バージン材料のEOLに関す
る追加情報が入手できない場合、原産国の廃棄技術の国
別構成を考慮しなければならない。
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第二段階として、反実仮想シナリオ (リサイクルに使用さ
れなかった場合、廃棄物に何が起こるか) の排出量を特定
する必要がある。ケミカルリサイクルの場合、使用済み廃
棄物の流れはリサイクルが難しく、そうでなければ焼却さ
れるであろう。例えば、定義した地域で一般的に利用でき
る技術を用いたエネルギー回収を含めた混合プラスチッ
クの焼却など、反実仮想シナリオの排出量を算出する必
要がある [GHGProtocol Product Standard (2011)]。 

ケミカルリサイクル製品の最終的なPCFは、リサイクルの
負荷から反実仮想シナリオの節約分を相殺したものとな
る。これは、この技術が望ましくない廃棄物処理オプショ
ンを代替することによって、社会的なCO2削減に寄与して
いるためである。

この手法では、材料のリサイクルによる便益を示すことが
できるが、Cradle-to-gateの範囲を超えている。

USEの例

PCF バージン (最初のライフサイクルのCradle-to-gate) 
= 2.0kg
CO2e/kg PCF 二次 (リサイクル材料使用のCradle-to-
gate) = -0.5kg CO2e/kg

追加情報：
EOLを含むバージン製品PCF＝5.5kg CO2e/kg
EOLを含む二次材料PCF＝3.0kg CO2e/kg

カテゴリ3.1とカテゴリ3.12の企業算定は、使用する手法
により異なる場合があり、それらはTfSの企業報告に関す
る説明の中で詳述されている。

この手法は、既存のGHGプロトコルの手法とは異な
るものである。EOLを含むUSE手法の結果において
は、Cradle-togateを越えた範囲が考慮される。そこから
PCFを導き出すには、利害関係者とのさらなる調整プロセ
スを経ることで対処する。リサイクル業者や材料使用者の
間のバリューチェーンにおけるEOLの計上は、この一部で
あるべきである。

5.2.8.5	 直接排出量

直接排出量とは、事業者が所有または管理する次に示す
工程から発生する排出をいう。

•	 化学反応
•	 エネルギー使用を伴う廃棄物処理と伴わない廃棄物処

理 (フレアなど)
•	 プロセス工場における燃料および残渣の焼却

直接排出量は、化学量論、マスバランスまたは実測データに
基づいて排出されるGHGの量を決定することにより算定し
なければならない。そして、排出量にそれぞれの地球温暖化
係数 (GWP) を乗じ、申告単位当たりのCO2eとして排出係数
を算定する。該当する場合、石化由来起源と生物起源の直接
CO2e排出量は、5.2.10.1章のガイダンスに従って個別に報
告しなければならない。

5.2.9	 マルチアウトプット工程

本章では、マルチアウトプットの状況、つまり、ある工程が
2つ以上の製品 (副産物と呼ばれている) を生み出す場合
のインプット (投入物) と排出量の帰属について述べる。 
副産物には、蒸気や電力などのエネルギー製品や、残留燃
料のような経済的価値のある製品も含まれる。ここでエネ
ルギーとは、発熱反応などからの直接的なエネルギーとし
て理解される [PACT Methodology]。 
焼却や埋立などに直接向かう廃棄物は、副産物ではない
ため、マルチアウトプット工程の環境負荷の帰属からは除
外しなければならない。 
廃棄物焼却によるエネルギー生成については、廃棄物処
理の章において述べる。

GHGプロトコル製品基準、ISO 14040: 2006、ISO 
14044: 2006、ISO 14067: 2018、PACT Methodology
および欧州委員会環境フットプリント勧告に記載された
適用順序に基づき、マルチアウトプットの状況における影
響を帰属させるために、次の手順を適用しなければならな
い (図5.16を参照)。

1)	�該当する製品システムについて、公表され承認されてい
る製品カテゴリルール (PCR) または業界団体のプロジ
ェクト、REDIIなどの指令がある場合には、そこに記述
されている手法を適用しなければならない (5.2.4章 使
用した基準を参照)。ひとつの製品または製品カテゴリ
に対して複数のPCRが存在する場合、5.2.9.3章に記載
されている配分規則を優先しなければならない。

2)	�マルチアウトプットの状況は、可能な限り工程を細分化
することで回避しなければならない。共通工程は、副産
物を個別に生産するサブ工程に細分化されなければな
らない。 
工程の細分化は、特定の工程ラインのサブメータリン
グ、および工程のインプットとアウトプットをモデル
化するエンジニアリングモデルを用いることで行える 
[GHG Protocol Product Standard]。

3)	�細分化によってマルチアウトプットの状況を回避できな
い場合、システム拡張を適用しなければならない。 
システム拡張とは、副産物をシステム境界に含めること
によってシステムを拡張し、拡張されたシステムのPCF
結果を伝達することである [PEF - GUIDE: 2012]。シ
ステム拡張や代替は、配分を回避する手段となり得る。
副産物によって代替される製品システムは、調査対象の
製品システムに統合される。実際には、副産物は他の代
替可能な製品と比較され、代替製品に関連する環境負
荷が調査対象の製品システムから差し引かれる [ISO 
14044: 2006]。 
代替によるシステムの拡張 (以下「代替」と呼ぶ) は、申
告単位が5.1.3章で定義されたとおりになる場合に限り
許容される。

代替 (5.2.9.1章に記載のとおり) は、次のすべてに該当す
る場合、マルチアウトプットの状況において副産物への影
響を帰属させるために適用できる。

	 a.�副産物は生産工程で副次的に生み出されるものである
が、工程における主産物ではない。主産物は、生産工程
がその製品を生産するために運転され最適化されてい
る製品と定義される。さらに、主産物の経済的価値は、
一般的に副産物の経済的価値よりも大幅に高い。

	 b.�副産物は、市場において専用の生産工程を持つ代替
製品に直接的に取って代わるものである。副産物の提
供により、この代替製品の生産が削減される。

最適な配分の選択PCRと業界ガイダンスの優先順位付け 配分の回避 経済価値比率の決定
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い
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え
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い
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え
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い

=<5
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いい
え

は
い

回避できない副産
物を生産するため
の専用工程が存

在するか？

優勢で特定可能
な代替製品はあ

るか？1

代替によるシステ
ム拡張の適用

副産物の経済価
値比率

副産物への経済
的配分の適用

副産物間の根底
にある物理的な
関係に意味はあ

るか？

最適な物理的関
係に基づく物理的

配分を適用2

経済的配分また
は代替的配分を

用いる

業界固有または
PCRのガイダンス

に従う

生産工程の細分
化は可能か？

承認済み/整合済
みの業界固有のガ
イダンスまたは製
品カテゴリルール 

(PCR) 

(1) �代替によるシステム拡張は、優勢で特定可能な代替製品がある場合、および業界コンセンサスに基づく代替製品の生産経路がある場合に限り用いられるべきである。
(2) �疑義がある場合は、質量配分を優先すべきであるが、他の配分係数がより適している場合もある (例：気体の場合は体積、エネルギーの場合はエネルギー含有量)。
(3) �化学業界向けにはTfSにより、その他の自動車業界サプライヤー向けにはCatena-Xにより、TfSとCatena-Xの対象以外の業界にはWBCSD Pathfinderによりドロップイン基準として承認

され要求されている場合、業界固有のガイダンスまたはPCRを使用しなければならない。

GHG P配分の適用順序に新たな要素を追加

	 c.�代替製品のPCFを算出するために、代替生産工程の影
響に関するデータを入手することができる。

	 d.�TfSによって合意された置換製品の生産経路について
はコンセンサスがある。注： TfSは生産工程および製
品のポジティブリストを管理し公開する予定である。

4)	�その他の場合において、事業者は、5.2.9.3章に記載さ
れている配分規則に従って、影響を副産物へ配分しなけ
ればならない。多機能性を解決するために適用される
手法は、常に記載され、正当化されなければならない。 
 
配分の適用順序について、TfSはPACT 
Methodology、Catena X、GBAと同調している。した
がって、PCRに記載された配分手法は、システム拡張や
代替よりも優先される場合がある。PCRは非常に高い
格付けにあるために他の手法より優先される。

5.2.9.1	 代替

代替では、プロセスの副産物を類似の代替製品と比較し、
代替製品に関連する環境負荷を調査中の製品システムか
ら差し引くことで、生産工程の主産物の影響を求める (図
5.17を参照) [ISO 14044: 2006]。

配分を回避する手段として代替品を使用するには、副産物
の市場を把握する必要がある。ISOに準拠した代替手法
を確実に適用するためには、副産物の正確な用途を知る
必要がある。代替は、副産物 (主産物であってはならない) 
が、市場における代替製品に直接取って代わり、その副産
物を提供することにより、この代替製品の生産が減少する
場合に限り適用される。代替製品のPCFを算定し、調査対
象システムから差し引くために、代替生産工程の影響に関
するデータを取得する必要がある。副産物や代替生産工
程が上記の要件をすべて満たす場合、TfSポジティブリス
トへの登録が検討される。マルチアウトプット工程で代替
可能な材料のリストが作成された。リストは頻繁に更新さ
れる予定である。このリストに反映させたい経験や要望に
ついては、TfSまでお送りいただきたい。リストの掲載先リ
ンク：https://www.tfs-initiative.com/pcf-guide
line#multioutputprocessesandacceptedpcrs副
産物の代替としての代替製品の選定プロセスについての
明確な説明を文書化しなければならない。 

図5.16 配分規則を示し、下流の評価負担を軽減する決定木  
[TfS、Catena-X、PACT、グローバルバッテリーアライアンスの間で調和済み］ 

https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#multioutputprocessesandacceptedpcrs
https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#multioutputprocessesandacceptedpcrs
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残留燃料や余剰蒸気などのエネルギー副産物は、これら
の副産物が一次エネルギー源から生成された製品に代わ
る場合、代替品として扱われなければならない。次に示す
例でさらに詳しく説明する。

5.2.9.2	 代替の例

この例では、副産物Aと副産物Bの両方が同じ工程で副産
物として生産されている。 
この工程では、副産物Aを2t、副産物Bを1t生産し、それに
伴うCO2e排出量は5t CO2eである (図5.18を参照)。

図 5.7の決定木を用いた結果、化合物Bは回避できない副
産物であると識別された。 図 5.16の決定木を用いた結
果、工程の細分化は不可能であり、製品カテゴリルールは
存在しないことがわかった。図5.17の決定木を用いた結
果、プロセスは副産物Aを主産物として生産するように運
転され、 最適化されていることがわかった。副産物Bは、
単一アウトプットの生産工程から生産される製品Bと同じ
製品であり、単一アウトプットの工程から得られる製品B (
材料またはエネルギー) を代替する。

市場において、副産物Bは、3t CO2e/1tの影響を持つ工程
で生産される代替製品Bを直接的に取って代わる。この影
響は今、調査対象システムからの副産物Bについて想定さ
れている。調査対象の工程は、システム境界内で1tの製品
Bを生産するので、代替された代替工程の影響は、工程の
総影響から差し引かれる。その結果、2tの副産物Aの影響
は、(5-3) t CO2e = 2t CO2eとなり、副産物AのPCFは1t 
CO2e/副産物A 1tとなる。

TfSの「代替リスト」に登録され
ている代替を用いる。

マルチアウトプット工程なし

PCRとその中の可能な代替を
使用する

決定木に従って配分を適
用する

TfSの「代替リスト」に工程
を登録し、その後は代替を

使用する 

いい
え

は
い

いい
え

いい
え

は
い

いい
え

は
い

その工程は、副産物のうちの1つだけを生産するように運転されており、他の副産
物は回避できないが、望ましい副産物ではない。そういった状況であるか？

その工程はTfSの「代替リスト」
に記載されているか？

工程の登録が終了するまで

回避できない副産物を生産する
ための専用工程が存在するか？

公式にリスト化されたPCRが存
在するか？

は
い

図5.17 副産物の評価における代替の適用に関する決定木

製品B
(材料またはエネルギー)

副産物B
(材料またはエネルギー)

製品B 販売

製品B 販売

副産物A
(材料またはエネルギー)

製品A 販売

単一アウトプット生産
工程

マルチアウトプット生
産工程

合計 3tのCO2e

合計 5tのCO2e

CO2

CO2

1t

直接代替 

1t

2t

製品B PCF = 3t CO2e/t 

製品B PCF = 3t CO2e/t 

製品A PCF = 1t CO2/t A
= (5t CO2e – 1t B × 3t CO2e/t B)/2t A

5.2.9.3	 配分規則

配分とは、物理的、経済的、またはその他の基準を用いて、
工程または製品システムのインプットとアウトプットのフ
ローを、調査対象の製品システムと1つ以上の他の製品シ
ステムとの間で分割し、マルチアウトプット工程を単一アウ
トプット単位の工程に分割することである。アウトプットに
副産物と廃棄物の両方が含まれる場合、インプットとアウ
トプットは副産物にのみ配分されなければならない。

マルチアウトプット工程の場合に適用できる様々な配分方
法がある。ISO 14067 [ISO 14067: 2018] は、質量、体
積、エネルギー含有量のような製品と副産物の間の基礎
的な物理的関係に基づく配分と、経済的配分を区別してい
る (ここでは物理的関係が望ましい選択肢)。さらに、化学
物質などの投入材料は、化学反応と元素の結合性に従っ
て、化学量論によって製品に配分することができる。

次の一般規則を適用しなければならない。

マルチアウトプットの状況が回避できない場合、排出量
は、正確で一貫性のある方法で副産物に分割されなけれ
ばならない。これは、PCFの品質にとって不可欠である。
配分規則は、図5.16に示す適用順序に従わなければなら
ない [PACT Methodology]。

a)	�類似工程の公表され承認された製品カテゴリルール 
(PCR) に沿った配分方法が利用可能な場合は、それを
適用しなければならない (5.2.4章の使用される基準
を参照)。PCRが適用されるマルチアウトプットの場
合、TfSデータモデルに従ったTfS報告要件は、 PCRの
いかなる報告要件よりも優先しなければならない。一つ
の製品または製品カテゴリに複数のPCRが存在する場
合、公表リストでTfSが承認した配分規則または次に示
すPCRを優先しなければならない。

	 1.地域の法令。
	 2.国際的に運営されている団体のPCR。
	 3.�地域で運営されている団体のPCR (Plastics Europe

など)。
	 4.EPDプログラムのPCR。

b)	�WBCSD化学物質のガイダンス [WBCSD Chemicals 
LCA Guidance (2014)] では、まず物理的配分と経済
的配分を決める基準として、副産物の経済的価値の適
用が採用された。経済的配分の基準は、PACTでも採
用され、TfSと整合している (図5.16)。経済的配分係
数は、安定した市場価格に基づいて算出されるべきで
ある。価格の変動が大きい (例えば100％以上) 場合
は、価格としての経済的価値に基づく配分プロセスの
結果に影響を与える大きな価格変動を平均化するため
に年間平均または複数年にわたり算出する [BASF SE 
(2021)]。 
 
世界・地域の市場価格が入手できない場合、生産コス
ト、内部コスト、販売価格などの他の経済的係数を適用
することができる。

副産物の割合が非常に小さい場合 (質量または体積で1％
以下) 、配分方法の決定を省くことができる (カットオフ基
準に関する規則については、5.2.3章も参照のこと)。副産
物が2つを超える場合は、すべての副産物の最高値と最低
値を用いて価値比率を決定する。

上記の配分規則の例外は、次のような稀な場合に限り可
能である。

1.	�回収され、他の工程のインプットとして使用される二酸
化炭素は、5.2.10.4章の「炭素回収と利用」に従って算
定しなければならない。

2.	�水素が副産物である場合、水素は分子量が小さいため、
発熱量による配分を適用しなければならない。例：CO
と水素を発生させる合成ガスプロセスがあり、どちらも
ガスであり価値ある製品の場合である。水素がマルチ
アウトプット工程における副産物である場合、水素は分
子量が小さいため、質量配分を適用してはならない。
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図5.18 マルチアウトプット工程における代替とそのモデル化

https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#tfspcfdatamodel
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マルチアウトプットの状況を解決するために適用さ
れる手法は、常に記載され、正当化されなければなら
ず、配分された単位プロセスのインプットとアウトプッ
トの合計は、配分前の単位プロセスのインプットとア
ウトプットと等しくなければならない。

5.2.9.4	 配分の例

次に示す塩素、苛性ソーダ、水素を生成するマルチア
ウトプット工程であるクロールアルカリ電解の例でわ
かるように、配分手順はPCF結果に大きな影響を与え
る (図5.19を参照)。したがって、一貫性のある比較可
能な結果を得るためには、あらゆる種類の製品や副産
物のマルチアウトプット状況をどのように扱うかにつ
いての統一した対処方法が必要となる。

図5.19 クロールアルカリ電解工程のアウトプット

クロールアルカリ電
解工程

価格USD0.42/kgの塩素1kg

価格USD0.1/kgの苛性ソーダ (100%) 
1.085kg

価格USD5/kgの水素0.028kg

なお、「クロールアルカリ電解」については、関連文書
が存在し、示された種々の配分手法は単なる例示に過
ぎないので留意されたい。

質量に基づく配分

この種の配分は、総質量で測定される質量に応じた配
分である (表5.5を参照)。

表5.5 質量に基づく配分の算定例

定義
質量
[kg/kg塩
素］

影響の
比率

塩素 1.00 47%

苛性ソーダ (100％) 1.085 51%

水素 0.028 2%

合計 100%

化学量論的または元素的配分

化学反応の化学量論比は、配分の基礎として用いるこ
とができる。この手法は、マスフローが副産物の元素
の実態を反映していない場合に有効である。この配
分は、すべての副産物に結合性があるわけではなく、
特定の製品にのみ化学的結合性がある投入材料に使
用することができる。化学量論的配分または元素的配
分は、例えば、他の原材料、エネルギー、廃棄物、排出
などの質量配分と組み合わせることができる (表5.6
を参照)。

図5.6 化学量論的または元素的配分の算定例

品目 モル質量
[g/mol]

NaClに対する化学量論
的関係 NaClの影響の比率

塩素、Cl2 70.9 0.5 60.7%

苛性ソーダ、NaOH 
(100%)

40 1 39.3%

水素、H2 2 0 0%

合計 100%

NaClの影響の比率 = 製品のモル質量 × 製品の化学量論係数/NaClのモル質量。

経済的配分

経済的配分は、多機能工程によって生み出される製
品の場所 (工場内など) 、状態 (洗浄されていないな
ど) 、量における経済的価値を指す。特定の市場価格
は、各製品に帰属する (表5.7を参照)。

価格に大きな変動がある場合は、その変動を抑える
ため、数年間の平均価格を算出することが望ましい。
直近の価格が入手可能で適切な場合は、それを使用
するべきである。

製品が販売されていない場合や市場価格の決定が
困難な場合 (社内で使用される中間製品、PVC用塩
素など) には、生産コストと加工製品の市場価格や
売上高の組み合わせなど、他の手法を用いることが
ある。

マルチアウトプット配分の算定例の一覧

マルチアウトプット配分から得られた材料の評価を
支援するために、次の表5.8では、確立されたプロセ
スの概要を示し、マルチアウトプット配分がどのよう
に適用されたかを説明している。

表5.7 経済的配分の算定例

定義 価格 [USD/kg] 質量 [kg/kg塩素］ 価格×質量 [USD] 影響の比率

塩素 0.42 1.0 0.42 60.7%

苛性ソーダ (100％) 0.10 1.085 0.1085 16%

水素 5.00 0.028 0.14 21%

合計 0.6685 100%

製品が販売されていない場合や市場価格の決定が困難な場合 (社内で使用される中間製品、PVC用塩素など) には、生産コストと加工製
品の市場価格や売上高の組み合わせなど、他の手法を用いることがある。
 

図5.8 配分手法と算定規則の一般的な例

事例 適用されるPCF算定規則「手順の説明」

クロールアルカリ電解では、塩素のほかに主に水素と水酸化ナ
トリウムが得られ、蒸気などのエネルギー副産物は発生しな
い。

上記の決定木に従う：[Eurochlor [2022]] のPCRで指定されている
配分スキームを適用する。塩化ナトリウムのインプットは、化学量論
によってナトリウム原子または塩素原子 (あるいはその両方) を含む
すべての製品 (塩素、水酸化ナトリウム、次亜塩素酸ナトリウム、硫酸
ナトリウム) に配分される。硫酸のインプットは、塩素の乾燥に使用す
るため、塩素製造のみに配分される。水素排出量は、大気中への水素
の損失を指すため、水素製造のみに配分される。塩素ガス排出量は、
大気への塩素の損失を指すため、塩素製造のみに配分される。電気、
蒸気、およびその他すべてのインプットとアウトプットは、活性分子の
含有質量の解決策として、すべての価値のある製品に質量で配分され
る。

スチームクラッカーは、化石炭化水素原料 (主にエタン、LPG、
ナフサ、軽油) を、エチレンやプロピレン、ベンゼン、ブタジエ
ン、水素といった複数の異なる主要製品に変える工程である。こ
の工程では、さらにアセチレン、ブテン、トルエン、キシレンなど
の化学物質も生産される。

このような複雑な工程をLCAとして正確に算定するためには、いく
つかの特殊な手法が必要である。そこで、この手法を統一させるた
めに、Plastics Europe1 のPCRが開発された。PCRでは、いわゆる
「主要製品」 (エチレン、プロピレン、ベンゼン、ブタジエン、水素、
トルエン、キシレン、ブテン) と「追加製品」 (その他すべての製品) 
を定義ごとに区別している。使用される原料は、すべてのスチームク
ラッカー製品に質量比で配分されなければならないと定められて
いる。必要エネルギーおよび排出量は、質量比で「主要製品」のみ
に限定して配分されなければならない。

メタノールからホルムアルデヒドを製造する際、ホルムアルデヒ
ドのほかに余剰蒸気が発生する。この蒸気は、報告企業の同じ
敷地内にある別の製造工場で使用される。この蒸気は、天然ガ
スを使った敷地内の熱電併合設備で発生させる蒸気の代わりと
なる。

ホルムアルデヒドの工程では、エネルギー回収にのみ使用される副
産物が生成される。決定木とその例外に従って、配分の問題はシス
テム拡張と代替で解決できる。つまり、この工程におけるインプット
とアウトプットの CO2eの影響をすべて主製品に配分する。しかし同
時に、天然ガスを燃料とする敷地内熱電併合設備で発生させる蒸
気のCO2e負荷に相当するCO2eクレジットを、この工程は受け取る
ことができる。廃棄物の蒸気をインプットとして別の生産工程で使
用する場合は、天然ガスを燃料とする熱電併合設備で発生させる蒸
気のCO2e負荷がかかる。このようにして、 CO2排出量の収支が合
い、蒸気発生工程では、他の生産工程で発生するはずだった製品を
代替する製品を生産することで評価される。

窒素、酸素、アルゴンなどの不活性ガスは、空気分離と呼ばれる
工程で製造される。この工程では、大気中の空気を分留して主成
分に分離する。空気分離装置 (ASU) は、窒素または酸素を供給
するためのもので、多くの場合、アルゴンを併産する。この工程で
は、高純度のガスを得ることができる。ネオン、クリプトン、キセノ
ンなどの希少ガスは、少なくとも2本の蒸留塔を用いた空気の蒸
留で分離することができる。この種の蒸留は、化学工業で非常に
よく使われる他のほとんどの蒸留に転用することができる。こ
の工程は、化学物質の異なる留分の分離や化学物質の精製に用
いられる。

上記の決定木に従う：PCRは存在せず、副産物の経済価値（＝価
格）の比較の結果、比率は5を超える [製品1価格（最大）/製品2価
格（最小）> 5]。インプットとアウトプットのフローにおける CO2e
の影響は、経済的配分手法に基づき配分されなければならない。副
産物の経済価値 (＝価格) の比率が5以下となる場合は、物理的関係
に基づく配分を適用しなければならない。例えば、沸点の異なる化
学物質の分離に適用される典型的な蒸留工程では、沸点を配分の
基準として使用することができる。沸点が高いほど、製品を蒸留す
るのに必要なエネルギーが多くなるため、負荷が大きくなる。

(1) スチームクラッカーの配分に関するPlastic Europeの推奨事項。Plastic Europe - スチームクラッカーの配分



事業者は、認証されたマ
スバランスの帰属ごとに
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くものであることを示さ
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ばならない
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が望ましい

図5.20 製品中の生物起源炭素含有量 (BCC) の
報告に関する決定木1

その他の要件：

事業者は、BCCが物理的な根拠に基づいている
か、帰属に基づいているかを示さなければなら
ない。

BCCは、サプライチェーンで経済的配分が適用さ
れたときには、修正しなければならない。

対象範囲内の最終製品を正確にモデル化できる
ように、ライフサイクルの各段階で製品のBCCを
報告しなければならない。

いいえはい

要
領

838382

5.2.10	 追加規則と要件

5.2.10.1	PCFにおいて生物起源の炭素を考慮する手法

「植物は光合成の際に大気中の炭素を (CO2として) 取
り出し、植物組織に蓄える。この炭素は、循環して大気中
に戻るまで、バイオ由来材料のように炭素プールのなか
に留まる。これらのプールに炭素は長期間、時には数世
紀にわたって留まることがある。これらのプールに貯留
された炭素の蓄積が増加すると、大気中からの炭素の
純除去量として表される」 [GHG Protocol Corporate 
Standard]バイオ由来材料は植物を起源とするため、同
じことが言える。また、帰属する生物起源の炭素につい
ても同様である。PCFをマスバランス方式で評価する場
合、生物起源の含有量が帰属する。PCFの算定にマスバ
ランスが適用されていない場合、生物起源の含有量は材
料中に物理的に存在し、C14分析によって測定することが
できる。報告された数値は、帰属BCと物理的BCの合計を
示す。物理的BCと帰属BCは、PCFでは両方の合計として
算出される。

このガイダンスの要件は、ISO 14067 [ISO 14067:2018] 
に定められた要件に準拠している。

ISO 14067によると、バイオマスの成長過程におけるCO2
吸収による生物起源除去量は、PCFの算定に含めなければ
ならない。さらに、すべての生物起源排出量 (例えば、肥料
の施用などによるメタンの排出量) およびバイオマスの栽
培、生産、収穫などに関連する過程からのその他の排出量
をPCFに含めなければならない [ISO 14067：2018]。そ
のうえ、製品中の生物起源炭素、石化由来起源および生物
起源のGHG排出量と除去量を報告しなければならない。
また、土地利用によるGHG排出量と除去量を報告しなけ
ればならない。廃棄物の処理工程中の生物起源炭素も正
しく反映されなければならない。

バイオマスへのCO2の除去量は、PCFの算定において、製
品システムに入る際に－1kg CO2/kg CO2と示さなさなけ
ればならない。一方、生物起源のCO2排出量は、生物起源
炭素の＋1kg CO2e/kg CO2と示さなさなければならな
い [ISO 14067:2018]。5.3.2章で示したように、生物起
源の排出量と除去量を考慮したPCFは、PCF (生物起源
CO2の除去を含む) として報告しなければならない。

他のシステム (すなわち欧州委員会の製品環境フットプ
リント (PEF 2021) システム) は、生物起源の排出量と
除去量を異なる方法で扱っていることに留意すべきであ
る。PEFはこれまでのところ、生物起源の CO2排出量と
生物起源の CO2除去量 (0/0手法) を考慮していないが、
生物起源のCH4排出量は考慮している。さらに、PEFは、
生物起源の CO2排出量と生物起源のCO2除去量を、その
使用終了製品の廃棄処理とは無関係に、ニュートラルと
みなしている。焼却を伴う材料の短期使用については、
この手法は、生物起源炭素の吸収とその後の焼却による
排出を考慮する手法と同一である。PEFと現行のGHGプ
ロトコルの要件を満たすために、さらに「PCF (生物起源
CO2除去を除く) 」を報告しなければならない。これは、
生物起源除去量を考慮しないが、すべての生物起源と化
石起源の排出量を考慮したものである。生物起源排出量
には、バイオ由来のCを起源とし、メタンに変換され、 
CO2eに転化されるCH4排出量が含まれる。バイオ由来の
材料を起源とするN2O排出量も同様にCO2eで表される。
化石原料を基にした肥料の使用によりN2Oが排出される
場合は、化石由来のCO2eに結びつけられる。

今後発表されるGHGプロトコル土地分野と除去のガイダ
ンスは、生物起源の排出と算定要件の点で、既存のGHG
プロトコル基準をすべて覆すものである。TfSは、最終版

82

(1) �関係各社に十分な準備期間を与えるために、2025年が生物起源炭素
の報告義務化の初年度として設定された。

が発行された時点で、本ガイドラインを更新する予定
である。

本ガイドラインで規定されているPCF (生物起源吸収を
含む) の範囲は、専らCradle-to-gateが考慮されている
ため、本書の範囲外である。さらに下流の算定、または
使用終了時に生物起源炭素の収支バランスを合わせる
目的から、材料の総炭素量と生物起源炭素量もPCF (
生物起源吸収を含む) と共に報告しなければならない 
[BASF SE (BASF)]、[ISO 14067:2018]。図5.20は、生
物起源炭素含有量 (BCC) 報告のための決定木である。
生物起源炭素は、バイオマスに由来する炭素と定義され
る。バイオマスとは、生物起源の物質を指し、樹木、作
物、草、木くず、藻類、動物、肥料、生物起源の廃棄物な
ど、生きている有機物と死んでいる有機物の両方が含
まれる。本書では、泥炭はバイオマスの定義から除外さ
れている [ISO 14067：2018]。製品という文脈では、製
品に含まれるバイオマス由来の炭素は、製品の生物起
源炭素含有量と呼ばれる [ISO 14067:2018]。BCCは、
物理的な存在により製品に含まれる場合と、バイオマス
バランスに帰属する場合がある。バイオマスバランスを
使用する場合、特に帰属するBCCを受け取らない製品に
おいて、二重計上を避けるための規定を設けなければな
らない。

製品中の生物起源炭素含有材料の質量が製品質量の
5%未満である場合、生物起源炭素含有量の申告を省
略することができる ([EN15804+A2 2019:46])。梱
包材についても、申告単位で考慮され記載されている
場合は同様である。

バイオ由来のエタノールについての生物起源吸収量と
炭素含有量の算定・報告方法の例を次に示す。

•	 エタノール中の炭素含有量 (エタノール中の炭素原
子数 (C＝2) ×炭素分子量 (12g/mol) /エタノール
総分子量) ＝ (24g/mol / 46g/mol) %＝52.17% 
エタノール中のC含有量。

•	 1kgのエタノールには521.7gのCが含まれている。
•	 生物起源の炭素含有量が100%であるため、生物起

源のC含有量も521.7g C/kgとなる。
•	 生物起源除去量は、521.7g C/kg × 44/12 (炭素

を二酸化炭素に変換) = 1913g CO2/kgエタノール
となる。

エタノールが製品使用後の処理工程などで焼却される
と、この量の CO2eが排出ガスとして排出される1。エ
タノールが化学製品のプリカーサーとして使用され、
この製品が長期的な用途に使用される場合、エタノー
ルからの寄与はマイナスとなる。新しいGHGプロトコ
ル土地分野と除去のガイダンスでは、製品の炭素プー
ルからの遅延排出量の算定方法について新しい手法
が採用されている。本TfSガイドラインは、この新しい
ガイダンスが発行された時点で適応する予定である。

バイオ由来エタノールの排出量を報告する方法の例を
次の表5.9に示す。

(1) �EOLのモデル化において、例えばバイオマスを工程のエネルギー源として使用する場合、製品中の生物起源炭素は、特定のEOL技術に応じて化石炭素と同様に排出されるべきであ
る (例えば、すべての関連する炭素系ガス (CO2、CO、CH4) への変換を考慮した場合など)。このとき、炭素の収支が合っている (吸収と排出が等しい) ことを確認するべきである。

表5.9 生物起源材料を含むPCF結果の算定と報告

簡略化した算定例： 
エタノール1kgの場合 

ISO 14067: 2018およびGHG
プロトコル製品基準に準拠 PEF 2021に準拠

製品中の生物起源炭素 (kg生物起源炭素/kgエタ
ノール)

0.522 0.522 

二酸化炭素で表される、同等の製品中の生物起源
炭素除去量 (kg CO2/kgエタノール)

-1.91 0.0

二酸化炭素 
 (kg CO2/kg エタノール) で表される、同等の生
物起源炭素の全体的な除去量

-2.31 0.0

排出量、土地利用および直接的な土地利用の変化 
(kg CO2e/kgエタノール)

0.2 0.2

うち、直接的な土地利用の変化 (kg CO2e/kgエ
タノール)

0.1

排出量、生物起源 
(kg CO2e/kgエタノール) 

0.4 0.0 

排出量、化石起源 (kg CO2e/kgエタノール) (化石
排出量と化石除去量の差分)

2.0 2.0 

Cradle-to-gate排出量 (エタノール1kg当たりの
CO2e kg)

-2.31+0.2+0.4+2.0  
= 0.29

0.0+0.2+2.0  
= 2.2
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•	 生物起源のCO2排出からの吸収量：
0.4kg CO2e/kgエタノール

•	 CO2総吸収量：
-1.91 kg CO2 – 0.4 kg CO2 = -2.31 kg CO2

ISO 14067 [ISO 14067: 2018] に従い、製品中の生物
起源炭素、化石起源および生物起源のGHG排出量と除去
量を報告しなければならない。 
また、土地利用によるGHG排出量と除去量を報告しなけ
ればならない。

場合によっては、例えば配分が適用された場合、炭素のフ
ローは炭素含有量の点で物理的な現実を表していないか
もしれない。誤解を招いたり、不正確な算定を避けるため
に、PCF算定の最後に炭素補正を適用しなければならな
い。製品中の生物起源炭素含有量は、CO2の生物起源除
去量と、CO2およびメタンの生物起源排出量の合計と一致
していることを確認しなければならない。もし、そうでな
い場合 (例えば、バリューチェーンのどこかで配分された
場合) 、生物起源 CO2除去の値は調整されなければなら
ない。

従って、表5.10に示す情報を個別に報告し、受領者に伝達
する必要がある (5.3章も参照)。さらに、炭素含有量に関
する情報を次に示すように追加しなければならない。

•	 生物起源炭素含有量：0.522kg C/kgエタノール。
•	 総炭素含有量：0.522kg C/kgエタノール (= 0.522kg 

C/kg製品の生物起源炭素含有量 + 0kg C/kg製品の化
石起源炭素含有量)。

5.2.8.2章の原材料の算定には、ISO 14067 [ISO 
14067: 2018]に従った合計数値を使用しなければなら
ない。 
製品算定の結果には、工場門を境界とする生物起源除去
が含まれる。生物起源炭素の吸収量は、追加で報告され
なければならない。これにより、製品の最終使用者の製
品使用終了後の処理に応じた正しいPCFの算定が可能と
なる。

特定の期間の製品における生物起源炭素除去を考慮する
場合、GHGの排出量と除去量のタイミングの影響を評価
しなければならない [ISO 14067:2018]。

使用段階および使用終了段階から生じるGHGの排出量
および除去量が、製品の使用開始後10年以上 (関連する
PCRで別途定められていない場合) にわたって生じる場
合、製品の生産年に対するGHGの排出量および除去量の
タイミングをライフサイクルインベントリで明記しなけ
ればならない。製品システムからのGHGの排出量および
除去量のタイミングの影響 (CO2eとして) を算定する場
合、インベントリに別途文書化しなければならない [ISO 
14067:2018]。

包装材の生物起源炭素含有量 (PCFで考慮されている場
合) は、正確なEOL算定のために除外するか、個別に報告
しなければならない。

化学物質の生産に使用されるバイオマスは、高品質である
べきであり、高レベルなサステナビリティの重要な側面に
取り組んで生産されなければならない。

表5.10 dLUCおよびiLUC [ISO 14067: 2018]

 

直接的土地利用変化 (dLUC) 間接的土地利用変化 (iLUC) ：オプション

土地およびバイオマスの炭素貯蔵量の変化につながる、
関連する境界内における人間による土地利用の変化。
例えば、原生林が農地や草地に転換されるなど。
基準土地利用から評価対象土地利用への変化に伴う
GHG排出量と除去量に対処する必要があり、PCF算定に
含めなければならない。

直接的土地利用変化の結果であるが、関連する境界の外
で発生する土地利用の変化。
例えば、食料用農地からバイオ由来の化学原料用の農地
への用途の変更は、食料生産の境界外への移行をもた
らす。

表5.11 オフセットによる削減貢献量の例

事例 適用されるPCF算定規則 排出オフセットの任意追加情報

事業者は森林再生に投資するプロジ
ェクトから排出クレジットを購入し、
算出されたPCFの50％をオフセット

PCFは算出されたとおりで変わら
ない

排出オフセットの50%をインベン
トリ結果とは別に提供することが
できる

事業者は、算出されたPCFの30%
をオフセットするために、他社から
炭素回収や貯留設備による排出クレ
ジットを購入

PCFは算出されたとおりで変わら
ない。CCSによる温室効果ガス削減
は、CCSが製品システムの一部でな
いため、PCFの排出削減量と見なす
ことはできない

排出オフセットの30%をインベン
トリ結果とは別に提供することが
できる

5.2.10.2	 土地利用変化による排出量

土地利用変化 (LUC) とは、ある土地利用 (原生林などの
自然生息地や農地) から別の土地利用 (多くの場合、「人
間の土地利用または土地管理」) への変化を指す。土地
利用変化の結果として、土地管理の変化の結果ではない
土壌や地上・地下のバイオマス炭素蓄積量の変化を通じ
て、GHGの排出量と除去量が生じる [ISO 14067：2018]
。同じ土地利用カテゴリ内の土地管理の変化は、土地利用
変化とはみなされない (農地から農地へなど)。土地利用
変化は、直接的土地利用変化と間接的土地利用変化に分
類される (表5.10)。

ISO 14067 [ISO 14067: 2018] に従い、dLUCのため
に発生するGHG排出量および除去量は、PCFの算定に含
めなければならず、文書で別途申告しなければならない 
[ISO 14067:2018]。iLUCの結果としてのGHG排出量お
よび除去量は、算定に含めることを考慮することができ、
算定した場合には別途文書化しなければならない [ISO 
14067:2018]。

過去数十年間 (IPCCの第1段階である20年間が頻繁に使
用されている) にdLUCのために発生したGHG排出量と
除去量は、国際的に認められた方法、例えばIPCCの国別
温室効果ガスインベントリに関するガイドライン [IPCC- 
GHG Inventories Guidelines] に従って評価されなけれ
ばならない。

特定の手法 (例えば、生産拠点、地域、国のデータに基づ
く) を使用する場合、データは検証された研究、査読さ
れた研究または同様の科学的証拠に基づくものでなけれ
ばならず、PCF調査報告書に文書化しなければならない 
[ISO 14067:2018]。

製品に関連するすべてのプリカーサーを含めて100％化石
由来である場合、このカテゴリは関連性が非常に低く、評
価において無視することができ、「該当なし」として報告す
るべきである。

GHGプロトコルの土地分野と除去のガイダンスが発表さ
れたら、 (原材料として使用される) 植物の栽培によって
土壌にCO2の隔離を取り入れる方法を導入しなければなら
ない。この方法は、隔離されたCO2が後の時点で元に戻る
ことを考慮できるものでなければならない。

5.2.10.3	 削減貢献量とオフセット

削減貢献量の定義

この基準において、削減貢献量は、調査対象の製品や工
程、あるいは調査対象製品のライフサイクルで発生する
調査対象製品やプロセスに対する市場の反応により間接
的に生じる排出削減量として定量化されるものである。削
減貢献量は、PCFのインベントリ総計から差し引いてはな
らない。

削減貢献量の詳細については、2023年に発行された
WRI (世界資源研究所) の削減貢献量に関するガイドラ
イン [Estimating and Reporting the Comparative 

Emissions Impacts of Products]、[GHG Protocol 
Product Standard]、[ICCA - Avoided Emission 
Challenge [2017]] または [WBCSD - SOS 1.5] を参
照されたい。

排出オフセットの定義

「排出オフセットとは、調査対象製品の排出による影響を
相殺するために事業者が購入する排出クレジット (排出権
取引や排出削減プロジェクトへの資金提供の形による) で
ある。事業者がオフセットを利用する理由は、通常、次の2
つのうちの1つである：削減努力だけでは達成できない削
減目標を達成するため、または製品をカーボンニュートラ
ルと主張するため」[GHG Protocol Product Standard]。

排出オフセットは、PCFのインベントリ総計から差し引い
てはならない。ただし、事業者が製品インベントリのため
にオフセットの購入を希望する場合、インベントリ結果と
は別にオフセットの情報を提供することができる。これら
のオフセットを追加情報として別途提供するためには、事
業者は次のことを行うべきである：国際的に認められた
GHG緩和プロジェクトの算定方法 (例えば、GHGプロトコ
ル プロジェクトプロトコル) に従ってGHG排出効果を定量
化したオフセットを購入する。企業レベルのオフセットが
二重計上されないよう、製品レベルのオフセットのみを計
上する [GHG Protocol Product Standard]。表5.11にオ
フセットのプロセスの例を示す。

排出除去量の定義

排出されるGHGの大気中からの隔離または吸収で、最も
一般的には、光合成の際にCO2が生物起源物質に吸収され
ることによって起こる。

新しいISO規格の策定が進められているため、いくつか
の側面が異なるかたちで取り扱われる可能性がある。ISO
基準では、新しい規格であるISO 14068-1「カーボンニ
ュートラリティ」 が2023年に発表された。また、ISOの
ネットゼロの取り組みもIWA (International Workshop 
Agreement：国際ワークショップ協定) 42のネットゼロ
ガイドラインの指針で始まっている。これらの活動によ
り、新しい算定方法や特定の算定におけるPCFの導入が
開始されるかもしれない。本ガイドラインは、これらの文
書がさらに定着し、産業界で受け入れられ、新たな要件へ
の対応が必要とされる場合には、その要素を含めること
になる。

5.2.10.4	 炭素の回収と貯留または利用

「炭素回収」とは、産業やエネルギー関連の排出源から
CO2を分離する、あるいは大気中から技術的に回収するプ
ロセスを指す。本ガイダンスでは、排出源でのCO2回収に
限定して言及している。大気からの直接回収技術は、本節
の範囲外である。その他の炭素源 (CH4など) を回収する
他の技術については、さらなる定義が必要である。
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CCS (炭素の回収と貯留 (Carbon Capture and 
Storage) 、より正確にはCO2の回収・貯留) は、CO2を分
離し、地層中に注入することで、大気から長期的に隔離す
ることを指す。

「長期的」とは、効果的で環境的に安全な気候変動の緩
和策とみなされるために必要な最小期間を意味する [ISO 
27917:2017]、[ISO Guide 84:2020]。

CCU (炭素の回収と利用 (Carbon Capture and 
Utilization)、より正確にはCO2の回収と利用) とは、分離
された CO2を価値ある製品に転換する技術的プロセス
を指す。CCSとは対照的に、CCUにおけるCO2 の貯留は
一時的なものに過ぎない。排出を遅らせることができる
ため、貯留している間は気候変動に寄与しない [Müller, 
Kätelhön et al (2020)]。

炭素回収 (CC) は工業的な排出源のみを指し、植林のよう
にCO2を貯留 (または隔離) する生物学的プロセスは用語
の対象外である。

炭素の回収と貯留

CCSは、貯留設備での恒久的かつ完全な貯留が保証され
ている場合、PCFの算定に含めることができる。恒久的な
貯留とされる期間は100年であるが、漏出があれば特定
し、監視し、報告し、製品のPCF算定で考慮しなければな
らない。恒久的な貯留技術は、貯留プロセスが物理的に
逆転するリスクが非常に低いことを特徴とする。世界経済
フォーラムは、貯留技術に関する包括的な概要を提供して
いる。GHG排出量と貯留されたGHG排出量の収支の結果
や導入した貯留技術は、文書化しなければならない。排出
されたGHG (例えば、回収、輸送、貯留の活動に伴う排出) 
と貯留されたGHGの個々の量は、別々に報告することが
できる [BASF SE (2021)]。表5.12に、CCSのプロセスと
適用例を示し、図5.21にプロセスの例とそれに関連する
PCF算定の概要を示す。

CCSは、製品が生産されているときに常にCCS技術が有
効である場合に限り、PCFに含めることができる。

CCSを導入しない場合、「製品Aの工程」の排出量は1t 

図5.21 製品Aの1トン当たり0.6トンのCO2貯留を想定したCCS (炭素の回収・貯留) の例

製品A 製造工程製品A チェーン前 製品A

Cradle-to-gateのPCF

2.0t CO2e 0.4t CO2e

0.6t CO2

製品1.0t

0.1t CO2e

CO2の処理・貯留

CO2

PCF (製品A) = 2.0t CO2e/t + 0.4t CO2e/t + 0.1 t CO2e/t = 2.5t CO2e/t

表5.12 CCSの例

事例 (図5.21を参照) 適用されるPCF算定規則 排出オフセットの任意追加情報

事業者は炭素回収設備を設置
し、0.6トンのCO2を恒久的かつ完
全に貯留することを保証 (CCS)

0.6トンのCO2回収が考慮される
べきである。PCFの収支の結果に
は、0.6トンの貯留された排出量
と、回収、輸送、貯留に伴う排出量
を含めなければならない (図5.20
を参照)

排出量と貯留量の絶対値を個別に
報告可能

CO2eとなり、全体の排出量は3.0t CO2eとなる。CCSを導入
した場合、「製品Aの工程」の排出量は0.4tに減少する。処理
と貯留のために0.1t CO2eが排出されるので、全体の正味の
CO2eは2.5t CO2e (2.0t + 0.4t + 0.1t ) となる。

•	 報告されるCCS (製品A) を含む正味のPCF： 
2.5t CO2e。

•	 CCSに関する任意追加情報：0.6t CO2 (回収および貯留)。
•	 排出されたGHG排出量に関する任意追加情報： 

0.4t (工程)、0.1t (処理)。

炭素の回収と利用

回収されたCO2は人間が変換した産物であり、リサイクルに利
用される廃プラスチックのように、化学品を製造するための
原料 (CCUとも呼ばれる) として利用することができる。製品
LCAの基準は現在、リサイクル技術を評価する際に統一され
ておらず、CCUのケースのように、化学産業におけるGHG排
出量を削減する可能性のある重要なリサイクル技術について
は、PCFのステアリング効果に十分対応できていないのが現状
である。ここでは、リサイクルのために一般的に使用されるカッ
トオフ手法 (GHGプロトコルに記載されており、本ガイドライ
ン5.2.8.4章で説明されているリサイクル含有物手法としても
知られている) について説明する。よって、実務者はCCUを含
むシステムのPCFを算定する際にカットオフ手法を使用し、結
果の調和を図るべきである。

カットオフ手法を説明するために、図5.22に例示を示す。この
例では、工程Aは廃棄製品としてCO2を生成し、このCO2は回収
され、原料として工程Bで使用される。廃棄物としてのCO2の
分類は、図5.7の決定木に従う。この例では、CCUがなければ
CO2は捨てられていたであろう。したがって、製品Bを製造する
ためのCCUには、別途CO2回収工程が必要であり、これにはさ
らなるエネルギーが必要となる。この種の化学工程でCO2回収
装置を追加する必要がある例は、エチレンオキシド、アクリル
酸、スチームクラッキングのプロセスなどである。

PCFの算定では、カットオフはCO2回収工程の前に置かれる 
(図5.22)。回収と利用に関連するGHG排出量は、製品Bの

Cradle-to-gateのPCF (0.5t　CO2e/t 製品B) に関連付けら
れ、これはエネルギー関連排出量 (0.1t CO2e/GJ × 2GJ = 
0.2t CO2e) とインプット2のCradle-to-gateの排出量 (1.0t 
CO2e/t インプット2 × 0.3t インプット2 = 0.3t CO2e) の合計
である。一方、製品AのCradle-to-gateのPCF (3.3t CO2e/t 
製品A) は、インプット1の排出量とエネルギー関連排出量に基
づいて算出され、（2.0t CO2e/t インプット1 × 1.5t インプッ
ト1 + 0.1t CO2e/GJ × 3GJ=3.3t CO2e) となる。このような
リサイクル工程の利点は、生産工程と受入工程で共有され、回
収工程で使用される0.5t CO2は、回収されたCO2の利用者にと
って負担のないものである。B工程とCO2回収工程が別々の会
社によって運転されている場合、両社は、両社間で交換される
CO2の部分PCF (Cradle-to-gate) について、相互に連絡を取
り合わなければならない。

CO2回収工程がすでに工程Aの一部であり、製品Aの適切な仕
様を作るために必要である場合 (例えば、水素製造における
水-ガスシフト工程や、天然ガス製造における酸性ガス除去装
置) 、CO2回収工程の後にカットオフを置くことができる。別の
例としては、規制の枠組みを遵守するために排出量を削減する
必要がある発電所がある。そこで、CO2回収装置を設置する。
回収されたCO2が工程Bで使用される場合、CO2回収の負担は
工程Aの一部となるべきである。

ここで説明するCCUのアプローチでは、化石燃料やその他の
人為的に回収されたCO2排出のみが考慮される。生物起源の
CO2 (バイオエタノール発酵からのCCUなど) や、直接空気回
収 (DAC) からのCO2が回収され利用される場合、5.2.10章や
TfSデータモデルに記載されているように、製品に蓄積された
生物起源または大気中の元素炭素含有量については、別途報
告しなければならない。CCU使用製品のPCF算定では、製品
の炭素含有量に関連する炭素同化を反映した炭素補正を適用
しなければならない。たとえば、工程Bで使用されるCO2が生
物起源またはDAC由来である場合、製品BのPCF算定ではCO2
吸収を考慮しなければならない。製品BのCO2吸収が0.5kg 
CO2e/kg 製品であると仮定すると、CO2吸収を考慮した製品B
の最終的なCradle-to-gateのPCFは次のようになる。

製品BのCradle-to-gateのPCF (生物起源CO2吸収あり) = 

図5.22 CO2回収と利用のPCF算定例 (CO2回収が、工程Aの一部ではない別の専用工程 (例えば、エチレンオキシド、アクリル酸、ス
チームクラッキング工程など) を必要とする場合)

製品B
(1.0t)

工程A CO2回収専用工程

カットオフ

エネルギー
(3.0 GJ)

エネルギー
(2.0 GJ)

2.0t CO2e/t インプット1
1.0t CO2e/t インプット2
1.0t CO2e/GJ エネルギー

製品A
(1.0t)

インプット1
(1.5t)

CO2

(0.5t)
CO2

(0.5t)

Cradle-to-gateのPCF
(2.0×1.5+0.1×3)/1.0 = 3.3t CO2e/t 製品A

工程B

インプット2
(0.3t)

Cradle-to-gateのPCF
(0.1×2.0+1.0×0.3)/1.0 = 0.5t CO2e/t 製品B
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0.5 - 0.5 = 0.0kg CO2e/kg 製品B

生物起源CO2吸収が、その生物起源炭素含有量により製品
Bで考慮される場合、この炭素は工程AでのCO2吸収に算
入されない。

化学産業におけるCO2発生源の利用は、水素や酸化エチレ
ン製造のような化石CO2の濃縮された発生源に基づいて
いる可能性が高い。回収されたCO2に基づく製品のPCF算
定は、カットオフ手法に従うべきであり、CCUに基づく炭
素含有量は、TfSデータモデルに記載されているように、
別途報告するべきである。

一般的に、CO2はDACから得ることもできる。

化石CO2の利用にクレジットアプローチを考慮する場合、
次のことが適用される。

•	 工程Aで排出されるCO2は、大気中に排出されるCO2 
1kgにつき+1kgのCO2を寄与する。

•	 工程Bで消費されたCO2は、大気から回収されたCO2 
1kgにつき-1kgのCO2を寄与する。

クレジットアプローチについては、バリューチェーン上での
誤った解釈や算定を避けるため、外部の簿記認証制度を
別途検討しなければならない。同様に、CCUを用いた製品
が従来型製品と混合され、マスバランスの製品として提供
される場合は、5.2.10.5章で説明されているように、適切
な外部認証制度を導入しなければならない。

5.2.10.5	 マスバランス製品のPCF算定

マスバランスはCoCモデル[ISO 22095:2020]の1つで、
加工中に代替原料と従来原料の物理的な分離を維持する
ことが現実的でない複数の産業で使用されている。マスバ
ランスは、既存の大規模な資産や複雑なサプライチェーン
において、代替材料の効率的な混合加工を可能にすること
で、持続可能で循環型の経済への移行を推進する。代替材
料には、バイオ由来の原料に限らず、化学的にリサイクル
された原料、廃棄物原料、 CO2由来の原料で構成される
こともある。

マスバランスは、廃プラスチックやバイオ由来の原料の使
用に移行している化学産業の多くの企業にとって特に重要
である。この移行は、石化由来由来のバージン原料の使用
量を減らし、リサイクルを通じて世界的なプラスチック廃
棄物のジレンマを解決することを目的としている。

マスバランスは、アウトプット材料の量が投入材料と釣り
合っていること (インプットを超えないこと) を保証し、歩
留まりと換算係数を適切に調整する。

代替原材料と従来原材料の混合加工により、組成や技術
的特性の点で区別できない混合起源の材料が製造される。
マスバランスにより、代替品の含有量を個々のアウトプッ
トに帰属させ、代替インプットの使用から価値を生み出す
ことができる。大規模な統合資産はすぐに移行することは
できないが、マスバランスは重要な橋渡しとなる。

PCFの決定においてのマスバランスのCoCの使用には、次
の要件を適用しなければならない。

1.	�マスバランスは、透明性のある認証基準に従わなけれ
ばならず、その認証への適合性は、独立した適格な第三
者によって検証されなければならない。認証制度によっ
て要件は異なるが、本ガイドラインの適用範囲である。

a.認証制度は、明確なCoC規則、トレーサビリティ要
件、定義された境界、マーケティングメッセージのガイ
ドラインを有し、二重計上の防止策を含み、サプライ
チェーン全体で持続可能な原材料の種類を特定する
ものでなければならない。認証制度によって要件は異
なるが、実務者は本ガイドラインに準拠するためにそ
れに従うことができる。

b.持続可能なインプット1 (原料、燃料、エネルギーな
ど) の環境特性を対象製品に帰属させ、マスバランス
のPCFを算出するためには、その製品のマスバランス
認証を完了しなければならない。認証では、すべての
損失を考慮した原料の総必要量を確認する。

	� この量の原料は、CoC認証制度の規則 (ISCC 
PLUS、REDcert2、UL ECVP 2809、RSB Advanced 
Materials、FSC、RSPOなど) に従って、選択された持
続可能な原料で置き換えることができる。CoC認証制度
では、様々なシステムバウンダリ (プロセス、工場、生産
拠点、複数の生産拠点など) や帰属方法が認められてい
る。

	� マスバランスの帰属のために選択された持続可能なイ
ンプット、及び持続可能なインプットの必要量の算定
が、本ガイドラインに記載されている基本的な算定規則
に則っていることを確認するべきである。 
帰属方法が異なると、認証された持続可能なインプット
の割合が異なる可能性があり、これは定性的なマスバ
ランス (MB) の主張とPCFに影響するため、帰属方法は
PCFの算定において透明性をもって記述されなければ
ならない。 
帰属方法は、製品システムに応じて選択し、透明性を確
保する必要があり、その適否は監査員が確認しなけれ
ばならない。

(1) 循環型原料、バイオ原料、低炭素原料は、持続可能な原料の例である。

2.	�マスバランスの帰属が発生する製造工程のLCAは、ISO 
14044 [ISO 14044: 2006] に準拠しなければならな
い。調査では、マテリアルフローと帰属がどのように算
定されたかを文書化しなければならない。

	� PCF算定では、化石燃料とマスバランス製品のシステム
バウンダリは、5.2.4章に示された基準に準じなければ
ならない。

生物起源原料からの生物起源炭素は、MB製品の炭素含有
量と、プロセス、廃棄物、廃水、残留物からの非熱 (原料
関連) 排出量に帰属し、PCFの削減につながる。

バイオまたはバイオ循環に帰属する原材料については、生
物起源の吸収量を考慮することができる。ただし、二重計
上を避けなければならない (例えば、生物起源の吸収量
は、生物由来材料と潜在的な生物由来廃棄物の流れに化
学量論的方法で配分されなければならない)。したがって、
生物起源またはバイオに帰属する炭素を配分する際には
十分に注意が必要である。マスバランス製品を反映させる
ために、生物起源の炭素含有量という用語は、生物起源の
炭素含有量/帰属する生物起源炭素 (マスバランスアプロ
ーチに基づく) と広義に用いるべきである。

一貫性を保つため、MB製品のPCF報告は、TfSデータモデ
ルに定められた報告要件に準じるべきである。このデータ
モデルはISO 14067に準拠している。具体的には、生物起
源の排出量と除去量は別々に報告されるべきであり、最終
的なPCFスコアに統合することができる。 
正確なEOLの計算を保証するために、生物起源炭素含有
量と化石起源炭素含有量を、追加で報告しなければなら
ない。

マスバランスが生じる工程のPCFを算定するための数学
的手法は、化学プロセスの種類によって異なる。

ここで、MB製品のPCF算定方法の2つの例を図5.23に示
す。「インベントリ」の算定方法は図の下に、「従来の基
準」の算定方法は右上に示されている。どちらの方法も、
考えられる2つのバランス方式オプションを記述してい
る。オプション (1) では、MBと従来製品の50%の混合物
が生成され、オプション (2) では、100%MB製品が生成
される。両オプションとも、変更されていない従来製品の
それぞれの量も生成される。0～100%の他のマスバラン
ス方式オプション、または同一システム内の複数のバラン
ス方式オプションの混合はすべて可能であり、記載された
方法のいずれかを使用して算定することができる。

「インベントリ」算定方法では、従来型インプットAと代替
インプットA*は、工程のレシピに基づくエネルギー使用量
と工程からの直接排出量とともに、最終製品に質量配分
される。これは、図5.23の表中で、質量配分PCF構成要素
と表示されているインプットの配分手順を表している。総
インベントリインプット、製品、および損失は、質量配分
される。また、質量配分の代わりにエネルギー量配分を適
用することもできる。次に、インプットのGHG排出特性 (
図5.23の表では「排出係数」と表示) を自由にアウトプッ 
トに帰属させる (帰属手順)。最後の手順では、帰属され
た排出量 (インプット量と排出係数を乗じて算出) を合計
し、製品総量で割ることで、MBまたは従来製品のPCFを
算出する。 
このように、MB製品の「インベントリ」PCF算定は、排出
係数と代替材料の量を用いて行うことができる。これは、
従来のLCAの基準を満たすものであり、追加の基準製品
なしで、スタンドアローンのオプションとして作成すること
ができる。

あるいは、石化由来製品のPCFの情報を用いて算定する
こともできる。この方法の利点は、工程におけるすべての
ユーティリティ使用量、熱排出量などが石化由来製品の
PCFにすでに含まれており、個別に評価する必要がないこ
とである。

「従来の基準」のPCF算定方法では、MB製品のPCFは、従
来製品のPCFからの情報を用いて、次の算定式で算出する
こともできる (図5.23にも記載)。

算定式5.3

PCF (製品 x% MB) = ( 従来型PCF × アウトプット質量 + 原料
代替効果) /アウトプット質量 
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図 5.23 マスバランス – PCF算定方法の例

22.5t
1.8t CO2e/t 

質量配分された
PCF要素

排出係数 排出量

インプットA*, 25t 1.0 t CO2e/t 
インプットA*

25t CO2e

熱量, 45GJ 0.1t CO2e/GJ 熱量 4.5t CO2e

排出量, 11.3t CO2 1.0t CO2e/t CO2 11.3t CO2e

MB 100% 製品, 
22.5t

40.8/22.5  
= 1.81t CO2e/t 製品

40.8t CO2e

67.5t
4.0t CO2e/t 

質量配分されたPCF
要素

排出係数 排出量

インプットA, 75t 3.0t CO2e/t  
インプットA

225t CO2e

熱量, 135GJ 0.1t CO2e/GJ 熱量 13.5t CO2e

排出量, 33.8 CO2 1.0t CO2e/t CO2 33.8t CO2e

化石製品,
67.5t

272.3/67.5 
= 4.0t CO2e/t 製品 

272.3t CO2e

90tの製品 | 10tの損失 | 313t CO2e

90tの製品 | 10tの損失 | 313t CO2e

67.5t
4.0t CO2e/t

22.5t
1.81t CO2e/t

1

1

2

2

90tの製品 | 10tの損失 | 313t CO2e

45t
2.9t CO2e/t 

45t
4.0t CO2e/t 

質量配分されたPCF
要素

排出係数 排出量

インプットA*, 25t 1.0 t CO2e/t  
インプットA*

25t CO2e

インプットA, 25t 3.0t CO2e/t  
インプットA

75t CO2e

熱量, 90GJ 0.1t CO2e/GJ 熱量 9.0t CO2e

排出量, 22.5t CO2 1.0t CO2e/t CO2 22.5t CO2e

MB 50% 製品, 45t 131.5/45  
= 2.9t CO2e/t 製品

131.5t CO2e

質量配分されたPCF
要素

排出係数 排出量

インプットA, 50t 3.0t CO2e/t  
インプットA

150t CO2e

熱量, 90GJ 0.1t CO2e/t GJ 熱量 9.0t CO2e

排出量, 22.5t CO2 1.0t CO2e/t CO2 22.5t CO2e

化石製品,
45t

181.5/45 
= 4.0t CO2e/t 製品

181.5t CO2e

90tの製品 | 10tの損失 | 313t CO2e

45.0t
2.9t CO2e/t

45.0t
4.0t CO2e/t

算定方法「従来の基準」

マスバランスシステムに従ったアウトプットのオプション例

算定方法「インベントリ」

従来型インプットの部分的代替

25tのインプットAを25tの持続可能な原料A*に置
き換える：

25tのA*が25tのAを代替し、インプットA*を製品に
帰属させることが許されていることを認証

100tの従来型
インプット(1)

3.0t CO2e/t

+25t インプットA*
1.0t CO2e/t

-25t 化石インプットA
3.0kg CO2e/t

(=> 従来型75t + 持続可能な原料25t)

100ｔのインプット
313t CO2e(2)

(1) 単一または複数のインプット

(2) マスバランスのインプット

生産：45t CO2eの排出量、180GJの熱量 (0.1t CO2e/GJ)、  
10tの生産損失 

PCF (製品 x% MB) = (従来型PCF × アウトプット質量 + 原料代替効果) /アウトプット質量 

PCF (製品 50% MB)
= �(4.0t CO2e/t × 45t  

+ 25t × (-2t CO2e/t)/45t 

= 2.9t CO2e/t 製品

PCF (製品 100% MB)
= �(4.0t CO2e/t × 22.5t  

+ 25t × (-2t CO2e/t)/22.5t 

= 1.8t CO2e/t 製品

MB 50%

従来型
製品

MB 50%

従来型
製品

従来型
製品

MB 100%

従来型
製品

MB 100%

-50t CO2e -50t CO2e

25ｔの持続可能特性材料

マスバランスの帰属

(PCFA× - PCFA) × 25t
= -50t CO2e

MB製品のPCFは、従来製品の総排出量に、代替原料の効
果 (代替原料と従来原料のPCFの差分に代替原料の認証
量を乗じたもの) を加えることで算出する。その上で、得ら
れた排出量をMB製品の体積で割る。体積の閾値は、持続
可能な原料で置き換えられた従来型原料の認証量 (損失
を含む) によって設定される。

この方法によって、PCFは、従来の原材料の影響を、交換
された量の持続可能なインプットに置き換えて算出される
ことが保証される。これにより、原料代替の程度とPCF削
減の間には直線的な関係が生じるが、従来のシステムの排
出量はこれまでどおり考慮される。持続可能なインプット
の投入点が、代替される同等の従来型原料を決定する。い
ずれにせよ、PCFの算定では、再生可能炭素とリサイクル
炭素の量が、製品中の炭素量と原料由来の排出炭素量の
合計を超えないように確認が行われる。

さらに、この手法は、化石燃料とMBのPCFの比較可能性
を保証する。認証制度に従い、一定量の持続可能なインプ
ットが調達され、生産に使用される。マスバランス製品の
PCFは、持続可能なインプットと交換された量の従来型原
材料の影響を置き換えることにより算出される (4.6.7.1.1
参照)。

発表された一例として、Jeswani [Jeswani et al [2019]]
は、化学分野のバイオマス用途のLCAにマスバランス手法
を統合するための方法論を述べている。この概念は、ISO 
14044 [ISO 14044:2006] の要件に準拠しており、バ
イオ由来の原料 (バイオマスバランス) を用いたマスバラ
ンスの用途に適用することができる。化石資源のインプッ
トを置き換えるために必要な持続可能な原料の数は、マ
テリアルフロー分析により算定される。帰属する持続可能
な含有物を含むアウトプットのライフサイクルインベント
リ (マスバランスを使用) は、異なる原料の相対的な変換
率および得られたアウトプットの化学値に基づいて決定
される。

いずれの算定方法においても、循環型原料がエネルギー
使用量や直接排出量、あるいはシステムの効率を変える
ことが知られている場合は、これを考慮しなければなら
ない。

マルチインプット・シングルアウトプットのシステムでは、
目的のアウトプットを生産するために、フットプリントが異
なる原材料が必然的に必要となる。MB方式では、自由な
割り当てを認める手法により、1つのインプットから1つの
アウトプットの分子全体にバイオ由来特性やリサイクル特
性を帰属させることができる（インプットの質量は、アウト
プットの質量に換算係数を乗じたものに等しい）。この手
法には、フットプリントの低い原材料が、アウトプットの割
り当てに帰属するために使用され、他の原材料のより高い
フットプリントが無視されるという一定のリスクがある。
そのため、どのような手法が用いられたかを、透明性をも
って文書化しなければならない。

5.2.11	データの品質と一次データの割合

5.2.11.1	一次データの割合

PCFの算定における一次データ比率を可視化するために、
各データセットにおける一次データ比率 (PDS) を決定 (お
よび共有) しなければならない [PACT Methodology]。
詳細はデータ交換形式に記載されており、特にこの項目が
義務化される時期について示されている。

PDSは、Cradle-to-gateのシステム境界において、一次デ
ータを使用することによって得られるGHG影響 (CO2e) 全
体比率 (%) を算定することによって評価することができ
る (算定式5.4を参照)。PCFの寄与がゼロである例外的な
場合には、この算定式は適用できない。

一次データ、二次データの定義については用語集を参照さ
れたい。

算定式5.4：PDSの算定方法

PDSDU =	�∑ ( |ICi| × PDSi ) + ( BCC × 44/12 × 
PDSBCC  )

		
		   ∑ |ICi|  + BCC × 44/12 
ここで：

	— DUは申告単位
	— PCFDU は、生物起源CO2を除くDUの製品カーボンフット
プリント (kg CO2e/DU)

	— PDSDUは、PCFDUの一次データ比率 % (0~100%)
	— iは、DUを除いた工程のインプットまたはアウトプット
	— |ICi| はiのPCFDUへの影響寄与度の絶対値 (kg CO2e/
DU)

	— PDSiは、寄与要因iの一次データ比率 % (0~100%)
	— BCCはDUの生物起源炭素含有量 (DU に占める割合)
	— PDSBCCは、BCCに関連する一次データ比率 (通常100%)

注1： 係数44/12は、CO2の分子量 (44) とCの分子量 
(12) に基づいてCO2の炭素含有量を換算する。
注2： すべてのICiが0より大きい場合、∑|ICi｜はPCFDUに
等しくなる。
BCCがわかっている場合、PDSが100%であることが多い
が、生物由来材料のPDSへの寄与に対応するため、生物起
源炭素の寄与度がこの式には含まれている。

理想的には、上流サプライヤー (一次請け) から得られた
関連するインプットのフローの一次データ比率を利用で
きることが望ましい。その場合、PCFのPDSは、材料とエ
ネルギーのインプットのPCF帰属平均手法を用いて算定
する。サプライチェーンの全メンバーがこの取り組みに参
加することが推奨される。ただし、個々のサプライヤーか
ら情報が提供されて初めて一次データ比率を正確に決定
できる。
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インプット1のPDS寄与度： 
1.0/2.6 × 80% = 30%

例：石化由来特性の寄与の
みの場合

インプット1のPDS寄与度： 
1.0/4.4 × 80% = 18%

例：生物起源炭素を
含むBCC = 0.5t C/t製品、1.8t 

CO2/t製品相当の場合

インプット3のPDS寄与度： 
0.3/2.6 × 85% = 10%

インプット3のPDS寄与度： 
0.3 /4.4 × 85% = 6%

インプット2のPDS寄与度： 
0.8/2.6 × 90% = 28%

インプット2のPDS寄与度： 
0.8/4.4 × 90% = 16%

DQR寄与度 工程： 
0.5/2.6 × 100% = 19%

DQR寄与度 工程： 
0.5/4.4 × 100% = 11%

PDS生物起源炭素： 
1.8/4.4 × 100% = 41%

インプット材料1 0.5t

インプット材料2 0.2t

インプット材料3 0.3t

PCF (インプット1) = 2.0t CO2e/t
PDS = 80%

PCF (インプット2) = 4.0t CO2e/t
PDS = 90%

PCF (インプット3) = 1.0t CO2e/t
PDS = 85%

CO2

CO2

CO2

1.0t CO2

工程

0.5t CO2
排出量

PDS = 100%

0.8t 
CO2

1.0t CO2

PDS合計： 
(30% + 28% + 10% + 
19%) 
= 87%

PDS合計： 
(18% + 16% + 6% + 11% 
+ 41%) = 92%

アウトプット製品：1t
PCF 2.6t CO2e/t

9392 9392

総PDSを算出するには、サプライヤーから受け取った個々
のPDSと、その他の構成要素 (例えばエネルギーのインプ
ットや生産による直接排出量など) から受け取った個々の
PDSを、それぞれの相対的な影響寄与度 (絶対値) の比率
と、それぞれの影響寄与度の絶対値の合計を乗じる。そし
て、全ての加重PDS要素を合算して、申告単位の総PDSを
得る。

一次データの使用に関する透明性を高めるため、PDS
に関する情報は、データ交換形式に記載されているとお
り、PCFとともに下流 (一次請け) においても共有されな
ければならない。そのため、一次データ比率に関する説明

を含めることが推奨される。これは、システムを流れる一
次データの量を増やすために、事業者が互いに支援するこ
とを目的としている。これにより、特にデータの質が非常
に高い場合、より正確なPCFが保証される (図5.24)。公開
版のPACTの手法を図5.25に示す。

コンポーネント1
質量：0.9kg
PCF：2kg CO2e/kg
PDS：90%

コンポーネント1
質量：0.1kg
PCF：10kg CO2e/kg
PDS：20%

PCF全体の65%は一次データを用いて算出。

製品
質量：1kg
PCF：2.8kg CO2e/kg

PDS (PCF基準)

(0.9kg × 2kg CO2e/kg × 90%) + (0.1kg × 10kg CO2e/kg × 20%)

2.8kg CO2e/kg
= 65%

PDS：一次データ比率 (%)
IC：影響寄与度 (kg CO2e/kg 製品)

A社

C社

B社

PDS要素1%

PDS要素2%

D社

PDS製品%

PCF製品のPDS算定

|IC要素1| × PDS要素1 + |IC要素2| × PDS要素2 

PCF算定

図5.24 2つの石化由来コンポーネントの一次データ比率の算定

図5.25 PCFの一次データ比率の算定 [PACT Methodology]

|IC要素1| + |IC要素2|
= PDS製品

図5.26に、製品のPCFのPDS算定方法の詳細な手順適用
例を示す。一次データ比率は、活動量データ (電力量など) 
と排出係数情報の両方が一次情報源から得られる場合に
のみ帰属させなければならない。これらのいずれかが二次
データから得られた場合、この単位プロセスのPDSは二次
データ、すなわちPDS=0%と評価される (表5.13の関連
例を参照)。

PDSは、全ての生物起源の排出量・除去量を含むPCFにつ
いて算出されなければならない。生物起源のCO2排出量
は、同化と釣り合いが取れるため、省略することができる。
生物起源材料については、その寄与度は生物起源炭素含
有量 (BCC) を用いて算出し、CO2の分子量 (44) とCの分
子量 (12) の比を用いてCO2に換算する。この要素のPDS
は、BCCが既知の数値であり、TfSデータ形式で報告され

るため、多くの場合100%である。図5.26の例では、生産
された製品が例えば50%のBCCを持つ生物由来である場
合、0.5 × 44/12 = 1.83kg CO2というCO2数値になる。こ
れにより、図5.26の右端の列に示されている新しいPDS数
値が得られる。

表5.13 一次データと二次データソースのPDS算定例

材料 インプットのデータ 
(各単位)

データソース EF (kg 
CO2e/単位)

EFソース 影響寄与度 
(kg CO2e)

PDS

A 10,435 一次 0.19 一次 1,983 100%

B 10,000 二次 0.18 二次 1,800 0%

C 5,000 一次 0.18 二次 900 0%

製品 1 4,683 42%

図5.26 石化由来PCF (左列) と生物起源炭素を含むPCF (右列) の一次データ比率の算定例
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5.2.11.2	データ品質評価

データ収集の過程で、事業者はデータ品質指標 (DQI) を
用いて、PCF影響寄与要因 (排出係数または直接排出量デ
ータ) のデータ品質を評価しなければならない。各PCFの
データ品質を算定し、報告しなければならない。

もし、二次データベースより品質の高いデータが社内に存
在し (例えば、燃料の社内排出係数) 、算定に使用する場
合、そのような社内データの妥当性は、本章に概説された
基準に従ってデータ品質評価 (DQR) によって検証し、報
告しなければならない。検証済み排出係数データベース 
(5.2.6章を参照) から入手したデータについても、その代
表性、関連性、対象製品への正しい適用について、DQRで
報告しなければならない。DQRの算定と報告は、2027年
以降に発行されるPCFに義務付けられるため、事業者には
十分な準備期間が与えられる。それまでは自主的に行うこ
とが推奨される。

データ収集中にデータ品質を評価することで、事業者は、
データ収集終了後にデータ品質を評価するよりも効率的
にデータ品質を改善できる。さらに、データの質を理解す
ることで、事業者が排出削減計画の影響をより正確に追
跡できるように、改善すべき、あるいは一次データに置き
換えるべき主要な二次データソースを特定することがで
きる。

この基準の要件は、PACT Methodology、Catena-
X、GBAと調和している。データ品質の評価には3つのDQI
が必要である。以前に発行されたガイドラインに関するこ
の変更は、PACT Methodologyの第3版にも反映される予
定である。 

このプロセスは、各影響寄与材料についてのみ、排出係数
と直接排出量データの技術的、地理的、時間的代表性を
評価することから始まる。排出係数は、事業者固有のデー
タセットや二次データセットに含まれることもあれば、そ
れらから得られることもあり、同じマトリックスを使用し
てこのデータの品質を評価することが望ましい。直接排
出データは、5.2.8.5章で説明したように導出することが
でき、排出係数について提案されているのと同じマトリッ
クスを使用するべきである。この手法の根拠は次のとお
りである。

•	 既存の手法との重複排出係数と直接排出量のみの評価
に焦点を絞ることは、現在利用可能な全ての手法と矛
盾しない。

•	 複雑性の軽減排出係数の品質と直接排出量のみを評価
することで、活動量データの品質と排出係数の品質を評
価することは、実際には全く異なるため、 (活動量デー
タの品質に関する) 新たな手法でもたらされる可能性の
ある複雑さを制限することができる (例えば、単一のマ
トリックス記述は、両方のデータの種類に完全に適用で
きるわけではない)。

•	 活動量データの追加評価は行わない全てのガイダンス
は、一次活動量データを要求しているため、技術、地理、
時間的なDQRは、ほとんどの場合「1 - 優良」となる。同
様に、直接排出量が代理データによって推計されるので
はなく、直接測定される場合、その関連するDQRは、ほ
とんどの場合「1 - 優良」となる。 

•	 実用性と拡張性事業者が全ての製品にこの指標を採用
できるようにするためには、業界を超えて使用されるシ
ンプルなソリューションを持つことが不可欠である。

品質指標は表5.14～5.16にまとめられている。

•	 技術的代表性 (TeR) :データが工程で使用する実際の
技術を反映している度合い。

•	 地理的代表性 (GeR) ：インベントリのバウンダリ内 (
国または生産拠点など) の工程の実際の地理的位置を
データが反映している度合い。

•	 時間的代表性 (TiR) ：工程が評価された実際の時間 (
年など) をデータが反映している度合い。

表5.14～5.16に基づくデータの品質評価は、DQRという
形でより定量的な情報を導き出し、 データの全体的な品
質とその結果として得られるPCFについてより良い印象を
データの利用者に与えることができる。品質レベルは1か
ら5までの5つのカテゴリで表され、1が各指標における最
適な結果である。代表性 (技術的、地理的、時間的) とは、
選択された工程や製品が分析対象システムを映しだしてい
る度合いである。

単一指標の評価、特に技術的代表性については、サプライ
ヤーからのデータが「そのまま」取得されず、本来の目的
に使用されていない場合は、表5.14～5.16に従って再評
価する必要があることに留意するべきである。 
特に、サプライヤーの製品AのPCFが、工程に供給された
製品Aを正確に表すために使用されず、別のサプライヤー
の製品Bを近似するために使用された場合、これは代理デ
ータとみなされ、自動的にDQRの再評価を意味し、技術的
代表性の評価が3～5になるはずである。 
地理的代表性についても同じことが言える。

3つの指標を1つのDQRに集約することは、それぞれのイ
ンプット/アウトプット材料、すなわち排出係数や直接排
出量のレベルで行われる。それぞれのインプット/アウトプ
ット材料のDQRは、各基準の重みが等しいと仮定した場
合、3つのデータ品質指標の平均に相当する (算定式5.5の
1行目として記された式も参照)。このプロセスの例を、2
つの一般的な製品Aと製品Bについて次に説明する。
例： 製品A 製品B 

技術的代表性 (TeR)： 2 3

時間的代表性 (TiR)： 1 3

地理的代表性 (GeR)： 2 2

合計 5 8

DQRプロセス (合計/3) 1.7 2.7

PACT Methodologyでは、各影響寄与度の絶対値の合計
の5%を超えるインプットに対してのみDQR評価を行うこ
とで、DQR係数算定の作業負荷を軽減している。TfSもま
たこの手法を推奨している。

表5.14：技術的代表性の評価基準の概要

1 2 3 4 5

データセットは、採用さ
れた技術を正確に反映
したデータに基づいて
作成されている (すなわ
ち、製品が製造された工
場/設備の工場固有の工
程/設備のデータ)。

データセットは、実際の
製造に採用されている
技術と同じ、事業者固有
の技術を反映したデー
タに基づいて作成されて
いる (すなわち、同じ技
術、事業者/生産拠点固
有のものであるが、工場
固有のものである必要
はない。複数の事業者/
生産拠点固有のデータ
がある場合は、平均値で
あってもよい)。

データセットは、実際の
製造に採用されている
技術と同等の技術 (すな
わち、同じ技術だが、事
業者固有ではない) の平
均を反映したデータに基
づいて作成されている。

データセットは、技術的
な代理データを反映し
たデータに基づいて作成
されている (すなわち、
平均値やサプライヤー
固有のデータに基づいて
いるかどうかにかかわら
ず、類似しているが同じ
技術ではない)。

データセットが、実際に
採用されている技術とは
異なる、あるいは不明な
技術に基づいて作成され
ている。

説明： 
この品質スコアは一次デ
ータを使用した場合にの
み達成できる。

説明： 
この品質スコアは一次デ
ータを使用した場合にの
み達成できる。

説明： 
これは二次データで達
成可能な最大スコアで
ある。

表5.15：地理的的代表性の評価基準の概要

1 2 3 4 5

データセットは、その製
品が製造された州や県 
(適用される場合) また
は国を反映 したデータ
に基づいて作成されて
いる。

データセットは、その製
品が製造された国 (州や
県が適用される場合) に
関するデータに基づいて
作成されている。 
データセットが作成され
た地域は、その生産拠点
が所在する地理的な地
域に対して有効である。

データセットは、その製
品が製造された地理的
地域 (ヨーロッパ、アジ 
ア、北アメリカなど) に
関するデータに基づいて
作成されている。 
データセットが作成され
た地域は、その生産拠点
が所在する地理的な地
域に対して有効である。

データセットは世界平
均に基づいて作成されて
いる。 

データセットは、地理的
範囲が不明か、製品が製
造された生産拠点を含
まない国または地域に
関連するデータに基づい
て作成されている。

州 (県) の例： 
中国の省、アメリカの
州、ブラジルの連邦区な
ど、より大きな国に適用
できる。

例： 
生産拠点がカリフォルニ
ア州にあり、データセッ
トが米国の平均である。 

例： 
生産拠点がスペインにあ
り、データセットがヨー
ロッパの平均である。 

例： 
生産拠点が日本にあり、
データセットが世界平均
である。 

事例1： 
世界平均がない場合、デ
ータセットの地理的適用
性は不明である。 
 
事例2： 
生産拠点はメキシコにあ
るが、データセットが米
国平均、またはフィンラ
ンド平均、アジア平均、
ヨーロッパ平均である。

 
表5.16 時間的代表性の評価基準の概要

1 2 3 4 5

データセットの 「基準
期間終了日 」とPCFの 
「発行日 」の差が1年以
下 (すなわち366日 (う
るう年として数える)) で
ある。

データセットの 「基準
期間終了日 」とPCFの 
「発行日 」の差が1年超
2年以下 (すなわち731
日) である。

データセットの 「基準
期間終了日 」とPCFの 
「発行日 」の差が2年超
3年以下 (すなわち1096
日) である。

データセットの 「基準
期間終了日 」とPCFの 
「発行日 」の差が3年超
4年以下 (すなわち1461
日) である。

データセットの 「基準
期間終了日 」とPCFの 
「発行日 」の差が4年超
である。

 

「基準期間終了日」* (例：2023年1月1日～2023年12月31日の間に収集されたデータ) 
「発行日」** (例：2024年6月1日) 
時間差の算定：「基準期間終了日」 – 「発行日」 (例：2023年12月31日 - 2024年6月1日) = 6か月、すなわち評価1となる。
*	 データ収集期間終了日
**	PCFが共有されたか、いつ共有されたかとは関係なく、PCFが伝達のために公開された時点。 
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インプット1のDQR寄与度： 
1.0/2.6 × 2.5 = 1.0

例：石化由来特性の寄与のみ
の場合

インプット1のDQR寄与度： 
1.0/4.4 × 2.5 = 0.6

インプット3のDQR寄与度： 
0.3/2.6 × 2.5 = 0.3

インプット3のDQR寄与度： 
0.3/4.4 × 2.5 = 0.2

インプット2のDQR寄与度： 
0.8/2.6 × 1.5 = 0.5

インプット2のDQR寄与度： 
0.8/4.4 × 1.5 = 0.3

DQR寄与度 工程： 
0.5/2.6 × 1.0 = 0.2

DQR寄与度 工程： 
0.5/4.4 × 1.0 = 0.1

DQR生物起源炭素： 
1.8/4.4 × 1.0 = 0.4

インプット材料1 0.5t

インプット材料2 0.2t

インプット材料3 0.3t

PCF (インプット1) = 2.0t CO2e/t
DQR = 2.5

PCF (インプット2) = 4.0t CO2e/t
DQR = 1.5

PCF (インプット3) = 1.0t CO2e/t
DQR = 2.5

CO2

CO2

CO2

1.0t CO2

工程

0.5t CO2
排出量

DQR = 1.0

0.8t CO2

0.3t CO2

DQR合計： 
(1.0 + 0.5 + 0.3 + 0.2) 
= 2.0

DQR合計： 
(0.6 + 0.3 + 0.2 + 0.1 
+ 0.4)  
= 1.6

アウトプット製品：1t
PCF 2.6t CO2e/t

例：生物起源炭素を
含むBCC = 0.5t C/t製

品、1.8t CO2/t製品相当の場合
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算定式5.5において、最初の式は、上述の3つのDQIに基づ
く、インプット材料またはアウトプット材料の単一のDQR
の一般的な算定を示している。2つ目の式は、各影響寄与
要因のDQRを　申告単位のPCFのDQRスコアの合計に集
計することを表している。

DQRは、全ての生物起源の排出量・除去量を含むPCFに
ついて算出されなければならない。PCFは、負の影響寄与
要因を正確に含めるために、PCF寄与度の絶対値｜IC｜で
算出される。

その工程のPCFに対するインプット材料の寄与度は、その
インプット材料のDQRと連動する。DQRスコアが1に近い
ほど (品質が高い) 、また影響寄与度の割合が高いほど、
そのインプット材料がDQRスコア全体に与える効果はプ
ラスになる。

算定式5.5：データ品質評価の一般的な算定

DQRi =	 TeRi + GeRi + TiRi

		

		  3
1つ以上のインプット材料を用いた工程から得られる製品
のDQR：

DQRDU =	�∑ ( |ICi| × DQRi ) + BCC × 44/12 × DQRBCC 
		
		   ∑ |ICi|  + BCC × 44/12 

ここで：
	— DUは申告単位
	— PCFDU は、生物起源CO2を除くDUの製品カーボンフッ
トプリント (kg CO2e/DU)

	— DQRDUはPCFDUのデータ品質で、範囲は1～5
	— iは、DUを除いた工程のインプットまたはアウトプット
	— |ICi| はiのPCFDUへの影響寄与度の絶対値 (kg CO2e/
DU)

	— DQRiは寄与要因のデータ品質で、範囲は1～5
	— BCCはDUの生物起源炭素含有量 (DUに占める割合)
	— DQRBCCはBCCに関するデータ品質

注1： 係数44/12は、CO2の分子量 (44) とCの分子量 
(12) に基づいてCO2の炭素含有量を換算する。
注2： すべての |ICi| が0より大きい場合、∑|ICi| はPCFDU
に等しくなる。
注3： DQRiはDQIの直線的な組み合わせであるため、
主式のDQRiをTeRi、GeRi、TiRiのいずれかに置き換える
と、DUのそれぞれのDQI値が得られる。 

DQRDUは、申告単位で定義されているように、たとえば
1kgまたは1tのアウトプット量に対して算出されなければ
ならない。

図5.27 上流DQRを含む工程のDQRの例

, for |ICi| ≥ 0.05 ∑ |ICi|

例として図5.27を参照されたい。この工程の合計
DQRは2.0であり、2027年末以降、PCFデータの受信
者にも報告しなければならない。同様に、バイオ由来
の製品 (BCCを50%と仮定) を用いる工程のDQR合
計は1.6である。この例では、生物起源寄与度のDQR
は、すべて一次データから算出されているため、1と仮
定している。

DQRは、完全なDQRの最終算定を可能にする完全
なLCAの入力として使用することができる。DQR
は、PCFデータの解釈を容易にするとともに、PCFデ
ータの品質改善の余地を特定する手助けとなる。

データ品質の改善

データを収集し、その品質を評価することは、製品イ
ンベントリの全体的なデータ品質を向上させるため
の反復プロセスである。データ品質指標を用いてデー
タ源が低品質と判断された場合、事業者はデータを
再収集することが望ましい [GHG Protocol Product 
Standard]。

データ品質を改善するには、次の手順が有効である。

1.	データ品質評価結果を用いて、製品インベントリに
おける低品質データの情報源を特定する。PCFの結
果にとって重要であると特定された低品質のデータ
を持つ情報源は、優先するべきである。

2.	情報源が許す限り、低品質のデータソースの新しい
データを収集する。

3.	新しいデータを評価する。新しいデータが元のデ
ータより高品質である場合、そのデータを代わりに
使用する。データの品質が高くない場合は、既存の
データを使用するか、さらに新しいデータを収集
する。

4.	必要に応じて、また情報源が許す限り、これを繰り
返す。事業者は、その後のインベントリでデータソ
ースを変更する場合、この変更によって基本インベ
ントリを更新する必要が生じるかどうかを評価する
べきである。
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5.3	検証と報告

5.3.1	 PCF算定の検証およびPCFプログラムまたは企業の認証

顧客、投資家、規制当局などの様々な利害関係者は、製品
カーボンフットプリント (PCF) データを利用して、持続可
能性や気候変動対策について情報に基づいた意思決定を
行っている。報告されたPCF結果が信頼できなければ、利
害関係者は企業が主張することに懐疑的になり、持続可能
性の取り組みの有効性に疑問を抱く可能性がある。このよ
うに、PCF結果に対する信頼を構築することは、持続可能
性の取り組みが信頼に足るものであり、効果的なものであ
ることを保証する上で不可欠である。

TfSとCatena Xの新たな文書は、検証と認証のプロセ
スと要件に関するガイダンスを提供するために作成さ
れた。このトピックに関する詳細については、次のリン
クから「Catena-XとTfSのPCF検証フレームワーク」の
文書を参照できる：https://www.tfs-initiative.com/
pcf-guideline#verification-framework。

フレームワークの簡単な要約として、3つの信頼レベルが定
義されている：

レベル1：PCFデータセットの確認

レベル2：PCFプログラム認証

レベル3：PCF検証

信頼レベル1は、PCFデータモデルへの適合性を含む完全
性の確認であり、多くの場合、データ交換プラットフォーム
や接続されたソリューションを通じて自動化された形で実
行される。これは認証や検証ではない。

信頼レベル2は、企業のPCFプログラムの適合性評価に関
する第三者認証である。 
これには、企業のPCF算定ツールの適用に関する認証が含
まれる。

信頼レベル3は、特定のPCFデータセットの検証を指し、過
去のデータや情報に基づいてPCF情報の記述を評価し、記
述がTfS PCFガイドラインに準拠しているかどうかを判断
するプロセスとして定義される。

検証は、TfSに準拠したPCFの標準的な手法であるべきで
ある。検証は、独立した立場の者によって行われるものと
し、第三者であってもよいし、あるいは、検証者として機能
する第一者または第二者であってもよい。第一者または第
二者による検証に関連する信頼レベルは、第三者による検
証よりも低い。第一者または第二者によって実施される検
証には、既存のPCFプログラム認証が前提条件となる。

第二者検証の場合、第二者 (すなわち顧客) は、交換され
たPCFの妥当性について専門家の判断を可能にするため
に、サプライヤーに通常のPCFデータモデルに加えて追加
データへのアクセスを要求し、許可される。第二者検証の
前提条件は、サプライヤーの有効なPCFプログラム認証 (
すなわち信頼レベル2) である。さらに、当事者は追加デー
タ交換に関する秘密保持契約に署名することができる。こ
のような条件が満たされた場合、第二者は次の追加データ
への機密アクセスを要求しなければならない (最低要件と
して) ：

•	 生産拠点の所在地,
•	 サプライヤー種別の申告 (製造者または販売代理店な

ど),
•	 PCF算定における特定のPCRの採用,
•	 PCFデータモデルに含まれているが、PCF交換時に  

「任意 」または「まだ必須ではない」と申告されたた
め、まだ提供されていないその他のデータ,

•	 採用された製造技術。

検証の種類については、PCFと共に報告しなければならな
い。詳細は前述のフレームワークに記載されている。検証
者/認証者または検証者/認証者チームが満たさなければ
ならない能力要件は、ISO 14066:2023の第4章に掲載さ
れている。

 さらに、検証者は、次の事項に関する知識と経験を有して
いなければならない：

•	 規則集および基本規格に準じたPCF算定プロセス,
•	 このフレームワークが定める保証レベル (通常および

詳細),
•	 GHG排出係数の情報源,
•	 ライフサイクルアセスメント (LCA) または製品カーボン

フットプリント (PCF),
•	 本規則集に従ったPCF検証プロセス (次の事項などを含

む) ：戦略分析、リスク評価、検証計画と文書化、品質確
保のための審査手順,

•	 マテリアリティの概念,セクター/業界/製品の詳細 (一
般的な製造工程、監視技術、一般的な内部統制システ
ム、適用可能な仮定、ベストプラクティス、GHG排出量
など),

•	 モデリングソフトウェアまたは自動計算ソリューショ
ン。

カーボンオフセットの検証は、本ガイドラインおよび検
証ガイドラインの範囲外である。PCFの報告範囲は常に
Cradle-to-Gateであるため、Cradle-to-GateのPCF値を
顧客に報告するのはクライアントの責任である。クライア
ントが独自の搬出物流を担当している場合は、この関係の
排出量の算定と検証も担当しなければならない。

検証報告書は、PCFデータセットと完了した検証プロセス
との間の関連を構築する。これは、PCFデータセットの属
性が特定の検証の種類に従って検証されたことを示す。検
証者は検証報告書をクライアントに発行する。クライアン
トは、PCFデータセットの受領者 (顧客) に対して、PCFデ
ータセットに対する信頼を醸成する目的で、検証報告書を
提示することができる。したがって、検証報告書はPCFデー
タセットの交換を補完することができる。

PCFプログラム認証のプロセスは、PCF算定企業がTfS 
PCFガイドラインに則ったPCFプログラムを確立しているこ
とを認証することを目的としている。PCFプログラムには、
事業者がPCFを算出するために使用する方法論が記述され
ていなければならない。該当する場合、自動PCF算定ソリ
ューション (ツール、統合データソース、IT管理) の導入も
認証の対象となる。自動PCF算定ソリューションとは、自動
化された方法でPCFの大量計算を可能にするデジタルツー
ルと定義される。

本ガイドラインは、PCFプログラムや自動PCF計算ソリュ
ーションを義務付けているわけではない。それぞれの規則
集の算定規則に則った事業者独自の手法を採用すること
は、各事業者の利益となる。

認証範囲は明確に定義されなければならない (組織単位、
製品、製品グループ、生産拠点など)。PCFプログラム認証
は、それぞれのPCFデータモデルにおけるそれぞれの必須
属性を含め、それぞれの規則集に規定された方法論的要
件が遵守されていることを保証しなければならない。 

認証されたPCFプログラムおよび自動PCF算定システム
は、PCFデータセットの確認のプロセスを含まなければな
らない。さらに、記述されたPCFプログラムの要素を保証
しなければならない。PCFプログラム認証は、特定の事業
者内で展開され、その事業者固有の状況を反映するシステ
ム、プロセス、および計算ソリューションに対してのみ使
用されなければならない。

この認証は、製品の特定のPCFデータセットを認証するも
のではなく、また、ツールまたはプログラムのアウトプット 
(例えば、特定のPCF結果またはデータセット) を、認証、
検証またはその他の方法で評価されたものとして主張す
るものでもない。認証されたPCFプログラムから発行さ
れた算定およびデータは、PCF検証活動へのインプットと
して使用できる。PCFプログラムまたは自動算定ソリュー
ションが既に認証されており、したがって既知で信頼でき
る場合、個々のPCF検証活動はこれを基礎とすることがで
き、したがって簡素化される。PCFプログラム認証は、第
一者または第二者の検証を受けるために必須である。しか
し、特定のPCFデータセットの第三者検証を受けるために
は、PCFプログラム認証は必須ではない。PCFプログラム
認証は、ISO 9001やISO 14001のような既存の認証制度
で代替することはできない。

5.3.2	 品質保証

品質保証は、品質要件が満たされているという信頼を提
供することに焦点を当てた品質管理の一部として定義さ
れる。この意味で、品質保証は、PCFの結果とそれを達成
するための手法がデータ品質以上に高品質の要件を満
たしているかどうかに向けられなければならない ([ISO 
9000: 2005] からの引用)。

次に示す簡単なチェックリストは、LCA実務者がPCFの妥
当性を確認する際に役立つ。LCA専門家に加え、技術専門
家、管理者、工場長、現場マネージャーなどが妥当性の確
認を手助けすることができる。 

•	 全体的なマスバランス (原材料のインプット、製品のア
ウトプット、廃棄物、大気や水域への排出を含む) を確
認する。

•	 ライフサイクルの段階の完全性を確認する。
•	 化学量論的計算を行うことで、元素バランスを確認す

る。
•	 直接排出量が現実的かどうかを確認する (炭素収支な

どにより)。
•	 炭素収支が合っているか、すべてのインプットが考慮さ

れ、製品へのアウトプット、排出 (大気、水、土壌) 、廃
棄物と収支が取れているかを確認する。工程に関連し
た直接排出量の妥当性を確認する (炭素、窒素のインプ
ットとアウトプットの流れの収支が釣り合っているか)。

•	 データ集計、データ拡張、基礎的なモデリングを確認
し、独自のデータセットの製品インベントリを算定す
る。

•	 正しい算定式が適用されているかどうかを確認する。
•	 ユーティリティ消費量が妥当かどうかを確認する。
•	 配分係数 (5.2.9章に準拠) ：単位プロセスの配分され

たインプットとアウトプットの合計は、配分前の単位プ
ロセスのインプットとアウトプットに等しく、1つのマル
チアウトプット工程のすべての副産物に対する配分係数
の合計が1であることを確認する。

•	 自社算定、他の生産拠点/工場/事業者の同一製品、
既存のLCAデータ、他の第三者データベースに対する
CO2eをベンチマークする。

•	 生物起源の排出量と吸収量が正しく考慮され、報告さ
れているかどうかを確認する (5.2.10.1章)。

•	 スコープ3の上流データとして選択された二次データセ
ットの適切性を確認：
•	 �LCIに含まれる技術や地理が適切かどうかを確認

する。
•	 代理データの適用が適切かどうかを確認する。
•	 サプライヤーデータが入手可能になった場合に、デ

ータセットが置き換えられているかどうかを確認
する。

•	 データ品質スコアが生成されたかどうか、またそのスコ
アが有意なものであるかどうかを確認する。

•	 ベンチマークされたLCAデータとの著しい乖離がある
かを確認：
•	 感度分析および結果の品質確認を行う：結果の頑健

性を検証するために、異なるモデリングの選択 (例
えば、原材料の別のデータセット、前段製品システ
ムの別の配分方法など) を適用する。

•	 PCF 結果 (ライフサイクル段階を含めるか除外する
か) の10%の変動は、固有の不確実性、要因の変動
性、またはPCF算定において使用されるデータセッ
トにより、実務者によって一般的に受け入れられる。
いかなる決定も、社内のPCF算定報告書に明確に記
載し、包める/除外する理由と影響を説明しなければ
ならない。また、重要度の閾値を明示し、正当性を示
さなければならない。

PCF報告書や重要な見直しの記述など、入手可能なあらゆ
る追加情報を追加して、提供された情報をより詳細に補完
することができる [BASF SE (2021)]。

PCF調査報告書で報告された結果は、フットプリン
トコミュニケーションで使用することができる [ISO 
14026:2017]。

https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#verification-framework
https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#verification-framework
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5.3.3	 PCFデータ報告のための情報と追加説明

PCF値を超える情報は、PCFデータの解釈と妥当性の確認
を助けるため、また、バリューチェーンのさらに下流にある
顧客PCFの定量化に不可欠な情報を提供するために必要
とされる。報告のための様々な手法の例を表5.17に示す。

PCFは1つの環境影響を対象としている。この文脈では、
製品の環境性能に関する全体的な記述はできないこと、ま
た、ある製品が他の製品よりも環境的に優れていると主張
する比較主張はできないことに留意するべきである。PCF
の比較は、すべての関連情報が報告されている場合に限
り、特定の基準の下で可能となる。

「TfS PCFデータモデル：PCFデータの報告方法」の文書
は、Together for Sustainabilityの化学業界向け製品カ
ーボ ンフットプリントガイドラインに準拠してPCF データ
を交換するためのデータモデルを記述したものである。こ
れは、同ガイドラインの2.0版の表5.20、5.3.2章に取って
代わるものであり、以降のすべての版では、別の相互参照
文書として管理される。

表中で「必須」とした項目は、PCF値を開示する際にサプ
ライヤーが提供しなければならない。一部の項目は、適
応のための移行期間が設けられるため、2027年以降に発
行されるPCFでは必須となる予定である。TfSは、可能な
限り多くのデータを報告することを強く推奨している。ま
た、現在は必須ではないものの、利用可能な場合には、さ
らなる支援を提供するために追加の詳細を提供すること
ができる。

ISO 14067 [ISO 14067:2018] には、属性リストに反映
される報告に関する要件が記載されている。PCF調査に完
全に準拠するために、すべての報告要件を満たさなければ
ならない。

TfSは、データ交換プラットフォームSiGreenを使用す
る。データ属性のリストは別途発表され、本ガイドライ
ンの更新サイクルとは別に更新される。データ交換形式
は次を参照のこと： https://www.tfs-initiative.com/
pcf-guideline#tfspcfdatamodel

表5.17 事業者の異なる手法による報告事例

事例 適用されるPCF算定規則 排出オフセットの任意追加情報

事業者は森林再生に投資するプロ
ジェクトから排出クレジットを購入
し、算出されたPCFの50％をオフ
セット

PCFは算出されたとおりで変わら
ない

排出オフセットの50%をインベン
トリ結果とは別に提供することが
できる

事業者は、算出されたPCFの30%
をオフセットするために、炭素回収
や貯留設備による排出クレジット
を購入

PCFは算出されたとおりで変わら
ない

排出オフセットの30%をインベン
トリ結果とは別に提供することが
できる

事業者は再生可能エネルギーの電
力証書を購入し、特定の生産拠点の
電力消費量を100％オフセットする
ことで、PCFの電力関連排出量をゼ
ロにする

PCFは電力使用量の削減ポテンシャ
ルに応じて削減される。オフセット
はクレジットとして考慮されない

排出量オフセットは、インベントリ
結果とは別に提示することができる

事業者は反応の中で直接CO2を発生
させ、それを回収して副産物として
販売する (5.2.10.4章参照)

大気中のCO2を回収し、それを副産
物として販売する過程においての
影響は、回収したCO2の量に応じて
PCFのインベントリ結果に加えなけ
ればならず、その過程のインベント
リ結果から減算することができる

回収・販売した CO2排出量をインベ
ントリ結果から差し引く代わりに、
回収した排出量を別途提示しても
よい

https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#tfspcfdatamodel
https://www.tfs-initiative.com/pcf-guideline#tfspcfdatamodel
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活動量データ 「活動量データとは、GHG排出量または除去量をもたらす活動のレベル
を定量的に測定したものである」1。活動量データは、測定、モデル化、算
定することができる。
活動量データには、工程活動量データと財務活動量データの2種類があ
る。
工程活動量データは、GHGの排出・除去をもたらす工程の物理的測定
値。これらのデータは、製品のライフサイクルにおける物理的なインプッ
ト、アウトプット、その他の指標 (エネルギー、質量、体積など) を把握
するもの。財務活動量データは、GHGの排出をもたらす工程の金銭的尺
度。

配分 ある工程または製品システムのインプットまたはアウトプットのフロー
を、調査中の製品システムと1つ以上の他の製品システムとの間で分割す
ること。

バックグラウンドデータ 二次データも参照のこと。事業者の運用管理外の工程に関するデータ。

部品表 (BOM) アセンブリまたは製品を構成するすべての部品 (素材) とその数量の構
造化されたリスト。

生物起源炭素含有量 製品に含まれるバイオマス由来の炭素の割合。

生物起源排出量 バイオマスの燃焼や生分解に伴うCO2排出量。

生物起源除去量 排出されるGHGの大気中からの隔離または吸収で、最も一般的には、光
合成の際にCO2が生物起源物質に吸収されることによって起こる。

バイオマス 生物起源の物質 (地層に埋没しているもの、化石化したものを除く)。

CAS番号 CAS登録番号 表4.2参照

CCS 炭素の回収と貯留 CCSは、鉄鋼やセメントの生産などの産業工程、または発電における化
石燃料の燃焼から排出される二酸化炭素 (CO2) を回収すること。この炭
素は、生産された場所から船またはパイプラインで輸送され、地下深く
の地層に貯留される。

CCU 炭素の回収と利用 炭素の回収と利用 (CCU) は、温室効果ガスである二酸化炭素を点源ま
たは大気から回収し、その後に価値のある製品に転換すること。

CFP 製品カーボンフットプリ
ント

製品カーボンフットプリント (PCF) を参照。

CFP クロロフルオロカーボン 温室効果ガスの定義を参照。

CH4 メタン 温室効果ガスの定義を参照。

CMP 委託製造品 委託製造とは、事業者が生産にかかる費用を削減するために、製造工程
の一部を第三者企業に委託すること。

Cradle-to-gate (原材料
採取から工場の門まで)

製品ライフサイクルの一部を含む評価。材料入手から調査対象製品の生
産までを含み、使用段階や使用終了後の段階を除外したもの。

Cradle-to-grave (原材
料採取から製品使用終
了まで)

Cradle-to-graveの評価では、天然資源が地面から採取され、製造、輸
送、製品使用、リサイクル、そして最終的には廃棄に至るまで、製品のラ
イフサイクルの各段階における影響を考慮する。

適合性評価 製品、工程、システム、人員、組織に関連する特定の要件が満たされてい
ることを示すもの。
項目への注記1：ISO/IEC 17000:2004の定義2.1
ISO/TS 14441:2013(en) 、3.13から引用。

消費ミックス この手法は、実施されている国内生産と輸入に焦点を当てるものであ
る。これらのミックスは、特定の国や地域の特定の商品 (電力など) に対
して動的になり得る。

(1) https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards/Product-Life-Cycle-Accounting-Reporting-Standard_041613.pdf
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CO2e 二酸化炭素換算 二酸化炭素換算 (CO2e) とは、すべての温室効果ガスを二酸化炭素の等
価量に換算して表す尺度である。

炭素14法 放射性炭素年代測定 炭素14の半減期と、試料中の炭素12と炭素14の比率を生体内の既知の
比率と比較することにより、考古学的標本などの古代遺物の中の有機物
の年代を決定するのに用いられる放射性炭素年代測定の一種。

申告単位 中間製品または最終製品、すなわち最終製品を作るためにさらに加工さ
れる製品であっても、最終的な最終用途に基づいていくつかの機能を持
つことができる。この場合 (およびLCAがライフサイクル全体を含まな
い場合)、代わりに申告単位 (通常、「含水率30％の液体洗濯用洗剤1リ
ットル」のような製品の物理量を指す) という用語を使用しなければな
らない。

DUNS Duns and Bradstreet 
Number

Dun & Bradstreet D‑U‑N‑S番号は、企業固有の9桁の識別コードであ
る。

ECICS 欧州化学物質関税インベ
ントリ

表4.2参照

EEIO 環境拡張型産業連関 環境拡張型産業連関分析 (EEIOA) は、1つまたは複数の経済圏における
生産と消費の構造を反映する手段として、環境負荷算定において使用さ
れている。

EF 環境フットプリント ライフサイクルアプローチに基づき、製品、サービス、組織の環境パフォ
ーマンスを算定するための多基準の尺度。

EOL 製品使用終了 製品使用終了とは、製品のライフサイクルの終了を意味する。ここでは、
リサイクル、埋立、焼却など様々な処理方法に区別することができる。

ERPシステム 企業資源計画システム 企業資源計画は、財務、製造、小売、サプライチェーン、人事、業務などの
ビジネスプロセスを自動化し、管理するためのシステム。

EU 欧州連合 欧州連合は、欧州を中心に27か国が加盟する超国家的な政治・経済連合
である。

機能単位 機能単位は、当該製品の機能を示す。例えば、洗濯用洗剤の場合、機能単
位は「4.5kgの乾燥した布地を推奨用量で中硬水で洗濯すること」と定
義できる。機能単位は、インプット (材料やエネルギー) とアウトプット (
製品、副産物、廃棄物など) を定量化する際の基準となるため、同じ機能
を持つ製品間の比較可能性を高めるためには、機能単位の把握が不可欠
となる。

GHG 温室効果ガス 温室効果ガスとは、地球温暖化や気候変動の原因となるガス群のこ
とである。地球温暖化抑制のために、1997年に気候変動枠組条約 
(UNFCCC) の多くの締約国によって採択された環境協定「京都議定書」
では、現在、次の7つの温室効果ガスが対象となっている。
非フッ素系ガス

•	 二酸化炭素 (CO2)
•	 メタン (CH4)
•	 亜酸化窒素 (N2O)

フッ素系ガス
•	 ハイドロフルオロカーボン (HFC)
•	 パーフルオロカーボン (PFC)
•	 六フッ化硫黄 (SF6)
•	 三フッ化窒素 (NF3)

これらを二酸化炭素 (CO2) 換算することで比較が可能となり、地球温暖
化に対する個々の寄与度や総体的な寄与度を把握することができる。

GHGプロトコル 温室効果ガスプロトコ
ル基準

温室効果ガスの算定方法に関する国際基準。

GLO グローバル

GWP 地球温暖化係数 地球温暖化係数とは、温室効果ガスが大気中で活動する期間を考慮に入
れたうえで分子ごとの相対的な効力を表す用語。

略称 用語 定義 

HCFC ハイドロクロロフルオロ
カーボン

温室効果ガスの定義を参照。

HEF フッ素化エーテル 液状化学品。

HFC ハイドロフルオロカーボン 温室効果ガスの定義を参照。

HS 商品の名称および分類に
ついての統一システム

表4.2参照 

表4.2参照 IEC 1906年に設立されたIEC (International Electrotechnical 
Commission) は、すべての電気工学、電子工学、および関連技術の国際
規格の作成と発行を行う世界有数の組織。

ILCD 国際基準ライフサイクル
データシステム

国際標準ライフサイクルデータシステムは、LCA適用における一貫性と
品質保証を高めるためのガイダンスと基準を提供することを目的とし
て、2005年からJRCとDG ENVによって開発されたイニシアチブ。

ISO 国際標準化機構 国際標準化機構は、加盟国の国家標準化団体の代表からなる国際的な
標準である国際規格を策定する組織。

ISOPA 欧州ジイソシアネート・ポ
リオール生産者協会

ISOPAとは、ポリウレタンの主成分であるジイソシアネートとポリオール
の生産者のための欧州の業界団体。

ISO 14067:2018 温室効果ガス (製品カー
ボンフットプリント) に関
するISO規格、定量化の
ための要件およびガイド
ライン

ISO 14067：2018は、ライフサイクルアセスメント (LCA) に関する国際
規格 [ISO 14040 [ISO14040:  2006] および ISO 14044] と整合す
る方法で、製品カーボンフットプリント (CFP) の定量化および報告に関
する原則、要件およびガイドラインを規定している。

IT 情報技術

kg キログラム

kWh キロワット時

LCA ライフサイクルアセスメ
ント

製品システムのライフサイクル全体にわたるインプット、アウトプット、お
よび環境への潜在的な影響をまとめ、評価すること [ISO 1440:2006]
。

LCI ライフサイクルインベン
トリ

ライフサイクルアセスメントのうち、製品のライフサイクル全体にわたる
インプットとアウトプットを集計し定量化する段階 [ISO 14040:2006]
。

LCIA ライフサイクル影響評価 製品のライフサイクル全体にわたって製品システムに潜在する環境への
影響の大きさと重要性を把握し評価することを目的としたライフサイク
ルアセスメントの段階 [ISO 14040:2006]。

NACE Nomenclature of 
Economic Activities (経
済活動分類)

NACE (Nomenclature of Economic Activities) とは、欧州共同体経
済活動統計分類を指す。法律により制定されている。

NF3 三フッ化窒素 温室効果ガスの定義を参照。

N2O 亜酸化窒素 温室効果ガスの定義を参照。

OCF 組織カーボンフットプリ
ント

組織のカーボンフットプリント
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一次データ 活動量データとも呼ばれる。事業者の運用管理内の工程に関するデータ
や、製品ライフサイクルの特定のプロセスに関するデータ。
部分的PCFは、活動量データの測定値と排出係数の測定値が、データ作
成者が直接測定や評価を通じて直接入手できるデータに基づいている場
合、一次データとみなされる。
「事業者のバリューチェーン内の特定の製品または活動に関するデータ。
このようなデータは、活動量データ、排出量、排出係数の形をとることがあ
る。一次データは、生産拠点固有、事業者固有 (同じ製品に複数の生産拠点
がある場合) 、または、サプライチェーン固有のものである。一次データは、
検針票、購買記録、公共料金請求書、エンジニアリングモデル、直接監視、
材料または製品の収支、化学量論、または事業者のバリューチェーンにおけ
る特定の工程からデータを取得するための他の方法を通じて得ることがで
きる」
[Path 2021:41]

PCF 製品カーボンフットプリ
ント

製品カーボンフットプリントは、製品の気候への影響を判断するための
最も確立された方法であり、製品を生産することで発生する温室効果
ガス (GHG) の総排出量を二酸化炭素換算で算定するものである。PCF
は、Cradle-to-gate (部分的PCF) またはCradle-to-grave (全体PCF) 
で評価することができる。

PCR 製品カテゴリルール 1つまたは複数の製品カテゴリに関するタイプIllの環境宣言を作
成するための特定の規則、要件およびガイドラインのセット。[ISO 
14025:2006]

プログラム運営者 環境製品宣言プログラムまたはフットプリントコミュニケーションプログ
ラムを実施する団体または組織。プログラム運営者は、事業者または企
業グループ、産業部門または業界団体、公的機関または機関、 あるいは
独立科学機関またはその他の組織である場合がある。[ISO 14027］

除去 排出されるGHGの大気中からの隔離または吸収で、最も一般的には、光
合成の際にCO2が生物起源物質に吸収されることによって起こる。

二次データ バックグラウンドデータも参照のこと。事業者の運用管理外の工程に関
わるデータ、または製品ライフサイクルの特定の工程から得られたもの
ではないプロセスデータ。
「事業者のバリュー チェーン内の特定の活動からではなく、平均値、科
学的報告書、またはその他の情報源に基づくデータベースから得たデー
タ」 [Path 2021:41]

PFC パーフルオロカーボン 温室効果ガスの定義を参照。

PFPE パーフルオロポリエーテル パーフルオロポリエーテル (PFPE) は、通常は室温で液体からペースト状
になるプラスチックの一種で、フッ素、炭素、酸素からなるフッ素樹脂。

PRODCOM (欧州
連合統計局の産業
生産物リスト)

Production 
Communautaire (EU産
業生産物)

表4.1参照

SF6 六フッ化硫黄 温室効果ガスの定義を参照。

SIC 標準産業分類 SIC (Standard Industrial Classification) とは、事業活動によって産
業分野を分類する4桁の分類システム。

SMILES SMILES記法 (Simplified 
Molecular Input Line 
Entry System)

表4.2参照 

略称 用語 定義 

スポット取引 スポット取引とは、商品、資産または権利の販売であって、次の期間のう
ち長い方の期間内に引渡しが予定されているものをいう。 (a) 2営業日
以内、 (b) その商品、資産または権利の市場において標準的な引渡し期
間として一般に受け入れられている期間。

システム拡張 製品システムを拡張して、副産物に関する追加機能を含めること。システ
ム拡張は、副産物の配分を回避するために用いられる方法。

TÜV Technischer 
Überwachungsverein
(ドイツ技術検査協会)

単位プロセス ライフサイクルインベントリ分析 (3.1.4.4) において、インプット・アウト
プットのデータが定量化された最小の要素。
[ISO 14040:2006], 3.34]

UNSPSC 国連基準製品/サービス
分類コード

表4.2参照 

ユーティリティ 「ユーティリティ」という用語には、ここでは次のものが含まれる：電気、
プロセス蒸気、余剰蒸気、冷却水、脱塩水、プロセス水、圧縮空気、窒
素。

妥当性確認 機能、性能およびインターフェースに関する要件に適合していることを確
認するために、システムまたは要素を評価するプロセス。
[ISO/IEC 14776:2010]

VAT 付加価値税

検証 特定の要件が満たされていることを、客観的な証拠の提示により確認す
ること。
[ISO 9000:2005; ISO 14025:2006]

廃棄物 保有者が処分を意図している、または処分する必要がある物質または物
品。
注) この定義は「有害廃棄物の国境を越える移動およびその処分の規制
に関するバーゼル条約 (1989年3月22日) 」より引用しているが、この国
際規格では有害廃棄物に限定されていない。
[ISO 14040:2006], 3.35]

WBCSD 持続可能な開発のための
世界経済人会議

持続可能な開発のための世界経済人会議 (WBCSD) は、専らビジネスと
持続可能に焦点を当てた、ビジネス主導の組織。
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一次データまたは二次データがない場合の代理
データ算定方法の提案

例：埋立

廃棄物を地表埋立処分する場合、廃棄物中の炭
素含有量を完全にCO2eに換算しなければなら
ない。

地下埋立地などで処分される廃棄物 (深井戸注
入など) については、GHG排出量の配分を行って
はならない。

•	 地下埋立の廃棄物：GHG排出量を配分しな
い。

•	 地表埋立の廃棄物：炭素含有量に基づきCO2e
へ100%換算する。

[BASF SE (2021)]

例：廃水処理

製品Aの製造時に発生する排水の処理に伴う排
出量を、製品AのPCFに計上する。

排水処理に伴うGHG排出量の算定には、生物分
解に よる排出量と、排水処理設備の運転や汚泥
の処理 (焼却等) による排出量を含めなければな
らない。廃棄物の炭素含有量については、完全に
CO2eに換算しなければならない。この算定の基
礎として、工程の全有機炭素 (TOC) 負荷があれ
ば、それを使用することができる。

工程の全有機炭素 (TOC) 負荷がわかっている
場合：

•	 炭素含有量に基づき、CO2eに100%換算。
•	 排水処理と汚泥焼却のユーティリティは、処理

施設の排出係数 (例：100kgの排水処理から
1kgのCO2e) を使用。

[BASF SE (2021)]

例：製品1kg当たり100kgの排水が発生する。そ
の中に含まれる製品量は0.1kgである。

0.001kg CO2e/kg廃水処理 電力

0.0005kg CO2e/kg排水処理 汚泥焼却

PCF 製品A = 0.001kg CO2e/kg 排水処理 電力 × 
100kg + 0.0005kg CO2e/kg 排水処理 汚泥焼
却 × 100kg + 0.7kg CO2e/kg 排水処理TOC 
= 0.85kg CO2e/kg

詳細については次を参照されたい。

Hernández-Chover, V.; Bellver-Domingo, 
A., Hernández-Sancho, F.; (2018), 
Efficiency of wastewater treatment 
facilities: 
The influence of scale economies, Journal 
of Environmental Management, Volume 
228, 77-84, ISSN 0301-4797, https://doi.
org/10.1016/j.jenvman.2018.09.014.
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各配分手法の例の一覧 

インプット
kg/kgから
のCO2排出量

アウトプット 総計 (kg) 総計 (mol) N含有量 (kg 
N/kg)

価格 (ユーロ/
kg)

5.00 製品A 0.2 0.3 0.1 20

製品B 0.4 0.5 0.2 5

製品C 0.3 0.2 0.3 1

合計 0.9

量的配分
質量 (kg) 
結果

配分係数：質
量/全質量

配分係数 × 
排出量 (B×5)

Kg CO2e/kg製
品 (C/B)

製品A 0.20 0.22 1.11 5.00

製品B 0.40 0.44 2.22 5.00

製品C 0.30 0.33 1.67 5.00

合計 0.90 1.00 5.00

経済的配分 収益：総計 × 
価格 (kg) × 
ユーロ

配分係数：収
益/総収益

Kg CO2e/kg
製品 (B×5)

製品A 4.00 0.63 3.17

製品B 2.00 0.32 1.59

製品C 0.30 0.05 0.24

合計 6.3 5.00

窒素含有量
による配分

収益：総計 × 
N (kg)

配分係数：収
益/総収益

Kg CO2e/kg
製品 (B×5)

製品A 0.02 0.11 0.53

製品B 0.08 0.42 2.11

製品C 0.09 0.47 2.37

合計 0.19 5.00

化学量論的
配分

収益：総計 × 
mol

配分係数：収
益/総収益

Kg CO2e/kg
製品 (B×5)

製品A 0.06 0.19 0.94

製品B 0.20 0.63 3.13

製品C 0.06 0.19 0.94

合計 0.32 5.00
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